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１ はじめに 
 今日では世界的に国境を越えた人の行き来が活発になり、それに伴って国際結婚も増加
の一途を辿っている。国際結婚が成功裏に推移する場合は問題はないが、国際結婚は、双
方の言葉、文化、生活習慣などの違いから、うまくいかなくなることも少なくない。夫婦
間に子がいる場合は、しばしば子を父と母のいずれが引き取って育てるかをめぐって争い
になることが多い。また夫婦関係が破綻して離婚に至っていない場合でも、夫による妻あ
るいは子に対するＤＶに耐えかねて、妻が子を連れて本国に帰国する場合もある。このよ
うな場合には、つとに子の連れ去りに関するハーグ条約（1980 年）が、統一的な解決のた
めのルールを定めており、子の常居所地国の裁判所が、子の親権者の指定を含めた子の監
護関係の決定に任じることになっている（19 条参照）。このハーグ子連れ去り条約は、今日
では世界で 88 カ国の批准国があり、わが国もまたその批准に向けての活動を起こしている
（平成 23～24 年）。ヨーロッパの多くの国々もこの条約に加入している。 
 しかし、ヨーロッパでは更に進んで、ヨーロッパのある国で下された判決の効力やその
執行力が、他のヨーロッパの国でも一定の場合には許容されうることをＥＵ条約やＥＵ規
則によって定めている。これは、ＥＵ域内の経済的、政治的のみならず、法律的な統合に
向けた一里塚ともみることができるものであるが、国境を越えた子の連れ去りの問題に限
ってみても、他の国で下された子の監護に関する判決や決定の効力が、子が現在滞在して
いる国で承認されたり、執行されたりすることによって、子の国境を越えた移動が、あた
かも国内におけるように実効的かつ迅速に行われることが期待されうる。このような他国
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で下された判決や決定の効力や執行力の承認は、このような条約や規則がなくても認めら
れえないわけではないが（日民 118 条、民執 22 条）、そのためには幾つかのバリケードが
定められており、それらの要件をクリヤする必要がある。 
 以下では、ヨーロッパで近時認められているヨーロッパ域内の国で出された判決や決定
の効力や執行力が他のヨーロッパ域内の国でも認められることを規定する条約や規則の定
めるルールを、子の国境を越えた連れ去りの問題に焦点を当てて解説したい。本稿は、も
ともと拙著『ハーグ条約と子の連れ去り』（法律文化社、2013 年 1 月）と一体をなすもの
として執筆されたものであるが、日本人にとっては現在までのところあまり馴染みがない
という理由で割愛された部分である。しかし、これらの近時の条約や規則は、特にブリュ
ッセルⅡａ規則やハーグ親責任条約では、ハーグ子連れ去り条約の定める子の返還に関す
るルールを修正したり、イギリスで認められているアンダーテイキングやミラーオーダー、
安全な港命令を採り入れることにより子の返還手続を円滑にしたりするルールを含んでお
り、現在のヨーロッパにおける子の返還手続では、ハーグ子連れ去り条約の定めた基本ル
ールに依拠したこれらの新しい条約や規則に依拠して問題が処理されるようになってきて
いる。これらのうちブリュッセルⅡａ規則は、ＥＵ加盟国に属する国の間で起こった事件
にしか適用がないが、ハーグ親責任条約は、将来的にはわが国の加盟も問題になると考え
られ、参考価値が高いと考えられる。 
 
２ ヨーロッパ監護権条約 
（１）はじめに 
（イ）ヨーロッパ監護権条約の目的 
  ヨーロッパ監護権条約は、ドイツ連邦共和国のために 1991 年 2 月 1 日以来効力を生じ
ている。国内的には連邦法が優先する（GG 59 条 2 項 1 文）。締約国でなされた監護権判決
は、各々の他の締約国で承認され、かつ場合によっては執行可能なものと表明されうる（ヨ
ーロッパ監護権条約 7 条）。 
 ハーグ条約とは異なり、ヨーロッパ監護権条約の適用可能性については、原則として外
国の裁判上または官署の監護権判決の存在が必要である1。身上監護、居所指定権または一
時的監護権が関わっていなければならない（ヨーロッパ監護権条約 1c 条）。条約は、裁判
上の判決のときに 16 歳を満了していない、その固有の居所を定める権限のない子供にのみ
適用される（ヨーロッパ監護権条約 1a 条）。 
 監護権判決は、離婚判決、確認判決および返還令状の構成部分たりうる。財産管理の規
定は、ヨーロッパ監護権条約に包含されていない。監護権判決の承認と執行一般と並んで、
ヨーロッパ監護権条約は、許容されない養育における本来の監護関係の回復を目的として
いる（ヨーロッパ監護権条約 1d 条、8 条、9 条）。ヨーロッパ監護権条約は、子供の連れ去
りや一時的監護権の侵害の場合に、執行の援助により予防的に作用するという目的をもっ
た、承認および強制執行法の分野の法的共助条約である2。 
 ハーグ条約の適用と競合する場合は、ヨーロッパ監護権条約の適用が明示的に要求され
                                                   
1 デンマーク、ノルウェーおよびスイスでは、監護権決定は裁判所ではなく、官署によりなされ
る（Erläuternder Bericht des Europarats zum ESorgeRÜ,BT-Drucks.11/5314，S.63）。 
2 Bach/Gildenast,Internationale Kindesentführung,1999,S.88. 
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ない限り、ハーグ条約が適用されるため、これまでドイツではあまり活用されてこなかっ
た。また今日では（デンマークを除く）ヨーロッパ共同体のその他の加盟国との関係では、
ブリュッセルⅡａ規則によりかなりの範囲で代替されている。したがって、それは、ドイ
ツの視点からは通例デンマーク、アイスランド、リヒテンシュタイン、かつてのユーゴー
スラビアのマケドニア共和国、モルドヴァ、モンテネグロ、ノルウェー、スイス、セルビ
アおよびトルコとの関係でのみ子供の帰還ないし返還のために意味を持っている3。 
 
（ロ）中央当局の機能 
 ヨーロッパ監護権条約は、ハーグ条約と同様、条約の遂行のために中央当局の設立を定
める（ヨーロッパ監護権条約 2 条）。ドイツ連邦共和国については、連邦最高裁判所の検事
総長がこの中央当局の任務を引き受けたが（旧監護権条約施行法 1 条 1 項）、現在では中央
当局は連邦司法省である（IntFamRVG 3 条 1 項）。締約国の中央当局は、ヨーロッパ監護
権条約の国内施行において共同に作業し、監護権の領域で相互に連絡し合い、適用上の障
害を克服しようとする（ヨーロッパ監護権条約 3 条）。 
 要請された国家の中央当局は、子供の居所地を発見し、監護権判決の承認および執行を
確保し、場合によっては、子供の返還を組織的に導くために、すべての措置をとる（ヨー
ロッパ監護権条約 5 条）。外国判決の承認または執行が拒絶される場合、要請された国家の
中央当局は、申立人の主張を新しい内国の監護権手続の中で確保することができる（ヨー
ロッパ監護権条約 5 条 4 項）4。 
 
（２）ドイツ連邦共和国への子供の連れ去り 
（イ）子供の返還の要請 
 1991 年 2 月 1 日のヨーロッパ監護権条約の発効後ドイツの中央当局には、外国からの立
ち入った返還の申立ての乏しい事例しか提出されていない。ヨーロッパ監護権条約は、従
来ハーグ条約と比較しうる実際上の意味を獲得することができないでいた5。 
 
（ａ）管轄に関するルール 
 ヨーロッパ監護権条約 7 条以下による手続について、家庭裁判所の客観的管轄が基礎づ
けられる（IntFamRVG 10 条以下（旧監護権条約施行法 5，6 条）、裁判所構成法（GVG）
23b 条 1 項）。ハーグ条約におけると同じ原則が当てはまるのだから、ハーグ条約が準用さ
れうる6。ハーグ条約 29 条と比較しうる一義的な解明が欠けているにもかかわらず、ヨーロ
ッパ監護権条約に基づく申立ては、ヨーロッパ監護権条約 8 条を除き、中央当局にまたは
直接に介在なしに家庭裁判所になされうることは争いがない（ハーグ条約 8 条 1 項参照）。 
 中央当局の援助が要求される場合、この目的のために申立ては、任意の締約国の中央当
局に向けられうる（ヨーロッパ監護権条約 4 条 1 項）。それは、その申立てが判断されるべ
                                                   
3 http://www.bundesjustizamt.de/nn_258946/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S.5. 
4 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.89. 
5 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.90. 
6 Erläuternder Bericht,BT-Drucks.11/5314,S.63;AmtsG Mainz,Beschl.v.8.7.1997,34 F 62/97; 
Bach/Gildenast,a.a.O.,S.90. 
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き国の中央当局にそれを伝達する（ヨーロッパ監護権条約 4 条 3 項）。申立てがなされる中
央当局は、条約の要件が明らかに満たされていない場合、審理することを拒絶し得る（ヨ
ーロッパ監護権条約 4 条 4 項、ハーグ条約 27 条参照）。ハーグ条約におけると同様、拒絶
は、一般的な瑕疵、例えば、人的、客観的または形式的要件の欠缺の場合にのみ観察に現
れる7。ドイツの中央当局の拒絶判決は、上級ラント裁判所によりその権利適合性が検討さ
れうる（IntFamRVG 8 条（旧監護権条約施行法 4 条））。 
 
（ｂ）迅速原則 
 監護権判決の承認および執行ならびに監護関係の回復は、その特別の法的性質のために、
可能な限り速やかな裁判所の判決が必要である。手続の緊急を要するという性質はヨーロ
ッパ監護権条約 3 条 1 項、4 条 2 項、5 条 1，2 項、14 条、16 条に明示的に強調されてい
る。ヨーロッパ監護権条約１４条によれば、各々の締約国は、迅速な手続を適用する。そ
れは、単純な申立ての形の強制執行の表明が望まれうることを確保する（ヨーロッパ監護
権条約 14 条 2 文）。IntFamRVG 14 条以下（旧監護権条約施行法 6 条、7 条 1 項、3 項、8
条 2 項）の規定は、迅速性の要件を広範に考慮する8。 
 6 週間の制限をもったハーグ条約 11 条 2 項とは異なり、ヨーロッパ監護権条約は、第一
審判決のためのかような期間規定を包含しない。それに一致して裁判実務は不統一である。
ハーグ条約 11 条 2 項の類推適用は、両条約がおおむね同時に審理され、かつ理由のない規
定の欠缺が排除されるべきであるがゆえに、不可能であるように思われる。むしろ特定の
期間の確定的記述が意識的になされないことから出発すべきである9。同様にハーグ条約手
続におけるように、弊害の除去は監護権条約施行法の修正によってのみ可能であろう10。し
かし、2005 年の国際家族法手続法（IntFamRVG）でも、裁判所は本案判決が規則
(EG)2201/2003 号 11 条 3 項に述べられた期間内になされるためにも、手続の促進のために
必要なあらゆる措置をなすべきであると定めるのみである（38 条 1 項）。 
 
（ｃ）返還の要件 
 ヨーロッパ監護権条約は、子供の場合、関係人と事件発生国ならびに特定の申立て期間
の遵守との結びつきの程度に従って区別をする。その場合返還要件は、事例に従って異な
る。ヨーロッパ監護権法 8 条、9 条、10 条、12 条の事例群が区別されうる。親の権利と子
供の権利との利益衝突の危険の場合、ハーグ条約手続におけると同様に、家事事件および
非訟事件手続法（FamFG）16 条（旧 FGG 50 条）に従った手続補佐人の選任が検討され
                                                   
7 人的瑕疵とは、申立人が監護権判決を得ておらず、またはヨーロッパ監護権条約 12 条の権利
者とはならない場合である。客観的瑕疵とは、申立人が財産管理に関してのみ判決を得ている場
合である（ヨーロッパ監護権条約 1 条 c 参照）。形式的な瑕疵とは、申立てに必要な書類を伴っ
ていない場合である（ヨーロッパ監護権条約 4 条 2 項、13 条）（Bach/Gildenast,a.a.O.,S.91 
Anm.253～255）。 
8 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.91. 
9 ハーグ条約 11 条 2 項のルールをヨーロッパ監護権条約の手続に準用することについての法律
的共同作業のためのヨーロッパ会議の推奨もまたこの承認と矛盾しない
(Bach/Gildenast,a.a.O.,S.92 Anm.259)。 
10 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.92. 
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ねばならない11。 
 
① ヨーロッパ監護権条約 8 条 
 許容されない連れ去りの場合、両親と子供がもっぱら事件の発生国と判決国の一員であ
り、そこで子供がその常居所地を有し、かつ許容されない連れ去りの後 6 ヶ月内に返還の
申し立てが中央当局になされた場合は、即時に当初の監護権関係が回復されるべきである
（ヨーロッパ監護権法 8 条 1 項）。この規定は、統一的な国籍のために当事者と家族の母国
との関係が、また当事者と子供の常居所との関係が特別に狭いという事情を考慮する12。 
 さらなる承認の要件の顧慮なしに、子供は返還されるべきである： 
 ［事例２－１］1997 年 10 月 24 日のベルギーの裁判所の判決により、父親には 4 歳の子
供に関する単独の親の監護が与えられた。親と子供はベルギーの国籍を有する。父親が知
らない間に、1997 年 12 月 18 日、父親と住んでいたリュッティッヒからドイツ連邦共和国
に母親は子供と一緒に旅立った。1998 年 6 月 17 日に父親は、ノルウェーの中央当局に当
初の監護権関係の回復を求める申立てをした。 
 
 子供が［事例２－１］ではドイツ連邦共和国に居住したのだから、当地の家庭裁判所が
判決の任にあたった。ノルウェーの中央当局は、ヨーロッパ監護権条約４条３項に従って
申し立てを遅滞なくドイツ中央当局に回付しなければならない13。 
 国境を越えた日から申立てまで計算された、6ヶ月の期間の遵守のために、申立てが、1998
年 6 月 18 日の経過の前にいずれかの締約国の中央当局に提出されなければならない（ヨー
ロッパ監護権条約 1 条 d、8 条 1 項 b、4 条 1 項）14。それに対して、申立てが直接に裁判
所に到達したときは、これは期間の遵守に十分とはいえない15。 
 申立てには、ヨーロッパ監護権条約 13 条に従い、代理権、判決の謄本、執行証書ならび
に子供の居所に関する申告を添付すべきである。ドイツの中央当局は、国際家族法手続法
（IntFamRVG）6 条 2 項（旧監護権条約施行法 3 条 3 項 1 文）により法律上当然に申立人
の名前で返還申立てをなすべきである。これに対して、他の申立ては明示的な代理権を必
要とする。［事例２－１］では、ドイツの中央当局のための代理権だけでなく、ノルウェー
の中央当局のための特別の代理権が必要である（ヨーロッパ監護権条約 13 条 1a 項、4 条 2
項）。ベルギーの権限証書は、謄本または信頼すべきコピーの形で存在しなければならない。
判決が申立ての相手方がいないところでなされたときは、さらになお当初の国（この場合
はベルギー）の文書の秩序に適った送達が立証されねばならない（ヨーロッパ監護権条約
13 条 1 項 c）16。 
 外国判決の執行可能性は、既判力がその場合無条件に必要とされるのではなく、ヨーロ
                                                   
11 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.92. 
12 Erläuternder Bericht,BT-Drucks.11/5314,S.62;AmtsG Freiburg,Beschl.v.10.10.1997,43 F 
128/97;Bach/Gildenast,a.a.O.,S.92-93. 
13 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.93. 
14 その限りでハーグ条約 8 条 1 項とのパラレル構成が存在する(Bach/Gildenast,a.a.O.,S.93 
Anm.264)。 
15 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.93. 
16 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.94. 
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ッパ監護権条約 13 条 1 項 d に従って、裁判所または発生国の中央当局の特別の証明の、そ
れ自体の中に含まれている確定により立証されうる。申立ては、同封物と並んで完全にド
イツ語に翻訳されねばならない（ヨーロッパ監護権条約 6 条 1 項 a、3 項 1 文、IntFamRVG 
4 条 1 項（旧監護権条約施行法 2 条 1 項））17。 
 ［事例２－１］には、申立人の意思なしに国境を越えることにより、ベルギーで執行可
能な監護権判決が侵害されるのだから、まだ 16 歳になっていない子供の許容されない連れ
去りがある（ヨーロッパ監護権条約 1 条 a，d）。ドイツの家庭裁判所は、かくして、親と子
がもっぱら判決国ベルギーの国民であり、子供が当地で常居所を有し、かつ申立てがヨー
ロッパ監護権条約 8条 1項 bの期間内になされたがゆえに、国際家族法手続法（IntFamRVG 
33 条（旧監護権条約施行法 5 条、7 条））、ヨーロッパ監護権条約 8 条 1 項、2 項により許
容されない連れ去りの前に存在した監護権関係を回復しなければならない18。監護関係が回
復されるときは、ヨーロッパ監護権条約は、各国の法にそれを委ねている。ドイツでは以
下の如くである。①返還命令が存在するときは、直接に執行がなされうる。この場合 9 条 1
項に言及された拒絶理由の吟味は要らない（IntFamRVG 16 条 1 項）。②監護権判決または
訪問条項のみが存在するときは、国際家族法手続法 32 条により同法 16 条以下が準用され
うる。この手続でヨーロッパ監護権条約 9 条の拒絶原因は適用されえない（同条約 9 条 2
項及び 3 項）。同条約 10 条 1 項 a 及び b の拒絶原因がドイツにもたらされうる。後で引渡
命令が連れ去り国で追完されたときは（同条約 12 条）、①で述べられたことがあてはまる19。 
 原則として、他の締約国のドイツ連邦共和国で執行しうる引渡名義は、それに執行文言
を備えていることにより、強制執行が許容されうる（IntFamRVG 20 条 1 項（旧監護権条
約施行法 7 条 1 項））。同条項の有効な決定に基づいて事務局の公証官は以下の方式で執行
文言を付与する：「2005 年 1 月 26 日の国際家族法手続法（BGBl. I S.162）23 条の執行文
言。（裁判所および決定の表示）･･････の決定により、（名義の表示）･･････に基づいて、（権
利者の表示）･･････のために（義務者の表示）･･････に対して強制執行が許容される。」執
行されるべき義務は以下のように述べられる：「（ドイツ語による外国の名義により義務者
に帰属する義務の表示、20 条 1 項の決定により引き受けられるべきこと）･･････。｣
（IntFamRVG 23 条 1 項）。 
 しかし、［事例２－１］では子供の引渡を明示的に命じる令状は存しない。むしろベルギ
ーの判決は、監護権の移転に制限される。引渡義務はその中に実体的に包含されている。
この場合家庭裁判所は、ベルギーの監護権判決の承認を確定し、同時に申立てにより子供
が申立人に引き渡されるべきことを命じなければならない（IntFamRVG 32 条（旧監護権
条約施行法 7 条 2 項））20。 
 監護権者が官署の承諾を得て、第三者に一時的監護権を許容し、この者が合意された期
間の経過後外国に連れ去られた子供を監護権者に返還しない機会を利用したときは、相当
                                                   
17 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.94. 
18 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.94.手続当事者が、二重のもしくは複数の国籍を有し、または国籍を
有しないときは、ヨーロッパ監護権条約 8 条 1 項は適用されない(Bach/Gildenast,a.a.O.,S.94 
Anm.266)。 
19 Münch.Komm.z.BGB.,Bd.10,.5.Aufl.,S.2389[Siehr]. 
20 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.95. 
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な申立てが、認められた一時的監護の期間が終わってから 6 ヶ月以内に中央当局になされ
た場合、当初の監護関係がすでに復活している（ヨーロッパ監護権条約 8 条 3 項 1 文）21。 
 ヨーロッパ監護権条約 8 条 1 項 a の他の要件－外国の監護権判決、親と子の共同の国家
帰属、判決国における子供の常居所－は、この事例では付加的に存在するに及ばない。締
約国は、当事者の一致した取り決めに、裁判上の判決と同様の法律効果を与えようとした。
かくしてヨーロッパ監護権条約 1 条 d に従って許容されない連れ去りの数多くの事例が、
一時的監護権の行使との関係で生じるという事情を考慮に入れるべきである22。 
 ヨーロッパ監護権条約 8 条 1 項、3 項の要件が存在する場合、原則として当初の監護権の
関係は、返還の命令により回復されるべきである。ハーグ条約と同様に、ヨーロッパ監護
権条約もまた、返還義務の例外を知っている。実務上この条約の、違いを越えた例外構成
要件は、ヨーロッパ監護権条約の広範な効力の喪失に導く23。 
 ドイツ連邦共和国は、ヨーロッパ監護権条約 10 条 1 項 a，b に述べられた根拠が存在す
る場合、ヨーロッパ監護権条約 8 条によって把握された事例で、外国の監護権判決の承認
および執行を拒否しうることを留保した24。それによれば、外国判決には、判決の効力がド
イツ連邦共和国の家族法および子供法の基本的価値と明らかに調和しない場合は、承認が
拒絶されうる（ヨーロッパ監護権条約 10 条 1 項 a）。このルールは本質的に家事事件および
非訟事件手続法（FamFG）109 条 1 項 4 号（旧 FGG 16a 条25）と一致する。拒絶の理由
の確定のために職権上の探知の原則が当てはまる（FamFG 26 条（旧 FGG 12 条））26。 
 ヨーロッパ議会の参加国が家族法および子供法の問題に関して、その結果において監護
権判決が相互的な承認を見出す、基本的に比較しうる理解を有するがゆえに（ヨーロッパ
監護権条約 7 条）、ヨーロッパ監護権条約 10 条 1 項 a の例外構成要件は制限されねばなら
ない。例えば、嫡出子に対する非嫡出子の不利益や宗教または国籍による不利益が観察に
現れる。同様にこれには、離婚の帰責事由の考慮が属するが、親の監護に関する判決にお
ける子供の福祉の考慮は、第一義的にはこれには属しない。見うる限り、ヨーロッパ監護
権条約 10 条 1 項 a は、一時的監護権の手続におけるとは異なり、返還手続において従来単
に副次的な役割を演じてきたにすぎない27。 
 それを越えて、外国判決の承認は、それに判決以来の時間の経過もまた数えられる、事
情の変更に基づいて、当初の判決の効力が明らかにもはや子供の福祉に適合しない場合は、
拒否されうる（ヨーロッパ監護権条約 10 条 1 項 b）28。条約の規定は、明示的に、子供を
連れた単なる住居の変更がそれ自体としては、許容されない連れ去りの結果として事情の
重要な変更を理由づけえないと述べる。その規定は、状況に条件づけられた監護権判決の
                                                   
21 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.95. 
22 Erläuterunder Bericht,BT-Drucks.11/5314,S.64;Bach/Gildenast,a.a.O.,S.95-96. 
23 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.96. 
24 BGBl. 1991 Ⅱ 392;国際家族法手続法（IntFamRVG）19 条（旧監護権条約施行法 7 条 4 項）. 
25 外国の判決の承認がドイツ法の本質的原理、特に基本権と相容れないことが明らかである場
合は、外国判決の承認は認められない。 
26 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.96. 
27 AmtsG Freiburg,Beschl.v.10.10.1997,43 F 128/97;Bach/Gildenast,a.a.O.,S.96-97. 
28 Erläuternder Bericht,BT-Drucks.11/5314,S.65;OLG Frankfurt AM Main,Beschl. v. 25. 2. 
1997,6 UF 284/96. 
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修正の要求を考慮に入れる。したがって、一旦なされた判決の存在に対する、それによっ
て利益を受ける者の利益は、子供が外国にいるがゆえに、いかなる得点も享受しない。も
ちろん子供の母国の官署が、変更した事情の事物に適った判決に関して、逃亡国の官署よ
りも良い状況にないかどうかの問題が残る。ハーグ条約は、母国の官署に常に正当にもよ
り大きな事物の近さを与えるが、ヨーロッパ監護権条約は、その例外規定により連れ去っ
た者にその法律違反の正当化の可能性の選択権を与える29。 
 従って、子供の連れ去りの場合その親には、ハーグ条約の援用が勧められうる30。事情の
変更により外国判決の承認が拒否されるとすれば、これがその年齢および思考の能力によ
り実行しえないものでない限り、あらかじめヨーロッパ監護権条約 15 条 1 項 a により子供
の意見が確定されるべきである。この確定義務と、同時に子供の見解に常に優先権を与え
る義務とは一致しない31。 
 
② ヨーロッパ監護権条約 9 条 
 ヨーロッパ監護権条約 8 条 1 項 a に従って関係者の母国との狭い人的および物的結合が
存在しない場合は、申立てが許容されない連れ去り後 6 ヶ月の間に中央当局または家庭裁
判所になされたときは、外国判決は原則として承認されうる（ヨーロッパ監護権条約 9 条 1
項、2 項）： 
［事例２－２］コペンハーゲンに住んでいるオーストリアの申立人（女性）に、オースト
リアの裁判所により彼女と暮らしている子供のために親の監護が与えられた。アイルラン
ド人の父親は、子供を 1998 年 3 月 21 日に彼の一時的監護権の枠内でドイツ連邦共和国に
連れ去った。母親は、1998 年 9 月 20 日に家庭裁判所に返還の申立てをした。 
 
 ヨーロッパ監護権条約 9 条 1 項の要件が［事例２－２］では存在する。ヨーロッパ監護
権条約 7 条によれば、締約国（オーストリア）の監護権判決で十分であり、居所地国（デ
ンマーク）の監護権判決は必ずしも必要ではない。［事例２－２］ではさらに申立てが期間
内になされている。ヨーロッパ監護権条約 8 条の場合とは異なり、これは選択的に中央当
局または直接に家庭裁判所になされる（ヨーロッパ監護権条約 9 条 2 項）。実質的に有利な
ヨーロッパ監護権条約 8 条の規定は、これが不可避的に中央当局の介在を前提にするがゆ
えに、申立人の憲法上の不利益を包含する32。家庭裁判所がヨーロッパ監護権条約８条の事
例状況の中で直接に申立てを受ける場合、その条項の適用は排除される。実体的に存在す
る有利な事実状況にもかかわらず、ヨーロッパ監護権条約 9 条の承認のみが存続する。こ
の手続法上の違いのための共感しつつ理解しうる根拠は見出しえない33。 
                                                   
29 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.97. 
30 ここの事例でハーグ条約またはヨーロッパ監護権条約に基づく子供の引渡が問題になる場合、
申立人が明示的にヨーロッパ監護権条約の適用を求めない限り、まず第一にハーグ条約の規定が
適用されるべきである（ヨーロッパ監護権条約 12 条）。 
31 High Court(London),v.19.5.1989,Family Law Review 2(1990)p.325 では、その母国への 10
歳の子供の帰還の拒絶にはいかなる意味も帰しえないとされた。 
32 これはヨーロッパ監護権条約 9 条 2 項の反対解釈ならびに同条約 8 条 1 項 b の一義的文言か
ら導かれる(Bach/Gildenast,a.a.O.,S.99 Anm.278)。 
33 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.98-99. 
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 ヨーロッパ監護権条約 9 条に従った承認には、五つの拒絶原因が対立している。欠席判
決における送達の欠缺34（ヨーロッパ監護権条約 9 条 1 項 a）、欠席判決における発生地国
の裁判所の国際的管轄権の欠缺35（ヨーロッパ監護権条約 9 条 1 項 b）、様々な監護権判決
の不調和（ヨーロッパ監護権条約 9 条 1 項 c）と並んで、ドイツ連邦共和国では、ヨーロッ
パ監護権条約 8 条におけるように、基本的価値との不調和（ヨーロッパ監護権条約 17 条 1
項、10 条 1 項 b）や事情の変更（ヨーロッパ監護権条約 17 条 1 項、10 条 1 項 b）という
拒絶原因が観察に現れる。拒絶原因の確定のために、職権探知主義が適用される（FamFG 
26 条（旧 FGG 12 条））36。 
 ヨーロッパ監護権条約 9 条 1 項 a～c の拒絶原因が形式的な瑕疵に関するがゆえに、外国
判決の実体的な検討は、内容上の正当さに従って排除される（ヨーロッパ監護権条約 9条）。
もちろん判決が依拠する事実は、ヨーロッパ監護権条約 10 条 1 項 a，b に従ったさらなる
拒絶原因の場合役割を果たしうる37。 
 ヨーロッパ監護権条約 9 条 1 項 a の送達の欠缺は、判決国の法に従って申立ての相手方
（被告）に手続を開始し、またはこれと同視される文書が適時に送達されないため、応訴
のための相当期間が存在する場合に存在する。その場合、郵便による送達や翻訳なしの送
達が許容されるかどうかの問題もまた検討されうる38。 
 ヨーロッパ監護権条約 9 条 1 項 b による欠席判決における発生地国の裁判所の国際的管
轄の欠缺から出発されうるのは、判決をなすに際して、申込みの相手方（被告）（ヨーロッ
パ監護権条約 9 条 1 項 a）または子供（ヨーロッパ監護権条約 9 条 1 項 b）が判決国に常居
所地を有さず、または子供の親（ヨーロッパ監護権条約 9 条 1 項 b）が判決をなすに際して、
判決国にその最後の共同の常居所地をかつ少なくとも一方の親がそのようなものを承認手
続きのときにそこに有しない場合である39。 
 ヨーロッパ監護権条約 9 条 1 項 c による様々な判決の不統一は、承認されるべき外国の
監護権判決の主文が、法論理的に国内で連れ去り前になされた、執行可能な監護権判決の
主文と併存しえない場合に存在する40。単に部分的に不調和の場合は、場合によって部分的
承認が確定されるべきである41。 
 
③ ヨーロッパ監護権条約 10 条 
                                                   
34 外国の手続の開始についての通知が適時に送達されなかった者は、承認に反対する者と同一
である必要はない。その間に監護権者の交代が生じたときは、当初の当事者に秩序に適って送達
されなかったことが立証されるべきである(Erläuternder Bericht,BT-Drucks.11/5314,S.64f.)。 
35 不完全な文言にもかかわらず、国境を越える事例では発生地国の国内裁判管轄のみの考慮の
保護に値する利益は認められえないがゆえに、国際的な管轄のみが問題となる(Staudingers 
Komm.z.BGB.,2009,Vorbem.C-H zu Art.19 EGBGB.,S.357[J.Pirrung])。 
36 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.99. 
37 Bach/Gildenast,a.a.O.,99-100. 
38 OLG Karlsruhe,Beschl.,v.2.10.1997,5 UF 176/97;OLG Celle,Beschl.v.14.7.1997,19 UF 261/ 
96;Bach/Gildenast,a.a.O.,S.100. 
39 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.100. 
40 この国内判決に既判力があることが必要かどうかは議論があるが、バッハ／ギルデナストは
不要とする(Bach/Gildenast,a.a.O.,S.100 Anm.285)。 
41 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.100. 
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 ヨーロッパ監護権条約 8 条、9 条に列挙された事例とは異なった事例で、外国判決の承認
は、単にヨーロッパ監護権条約 10 条の厳格な要件のもとでのみ可能である： 
 ［事例２－３］母親から、スペインの判決により 10 歳の子供についての親の監護が奪わ
れた。父親が子供とともにドイツ連邦共和国に移住した後で、彼はスペインの判決の承認
を請求した。 
 
 ［事例２－４］1997 年 10 月 25 日のキプロスの裁判所の判決により、母親に 5 歳の子供
についての単独の親の監護が付与された。両親と子供はキプロスの国籍を有した。母の知
らない間に父親は子供を連れて、母親と住んでいたニコシアから 1997 年 12 月 14 日にドイ
ツ連邦共和国に旅立った。1998 年 6 月 19 日に母親は、ドイツの中央当局に、彼女に新し
い子供の居所がすでに長い間知られていたにもかかわらず、当初の監護権関係の回復を申
し立てた。 
 
 スペインおよびキプロスの判決の承認は、［事例２－３］および［事例２－４］において
ヨーロッパ監護権条約に従って決せられる。［事例２－３］では、これらの規定が子供の連
れ去りをヨーロッパ監護権条約 1 条 d に従って前提とするがゆえに、ヨーロッパ監護権条
約 8 条、9 条の適用は排除される。同時に返還を可能にする外国の令状が存在していなけれ
ばならない。それに対して、ほかの外国の監護権判決の承認が問題になる場合は、ヨーロ
ッパ監護権条約 10 条、国際家族法手続法（IntFamRVG 32 条）（旧監護権条約施行法 7 条
3 項）が適用されうる。［事例２－４］で子供の連れ去りが存在するとしても、申立てが連
れ去りから 6 ヶ月が経過してからなされたがゆえに、ヨーロッパ監護権条約 8 条 1 項、9
条の適用は観察に現れない。かような事例では、当該親は、静観により当初の監護権関係
の回復が無条件の優位を享受しないことを認めさせる。それに一致して彼は、数多くの拒
絶理由の適用可能性を受け入れなければならない42。 
 承認にはヨーロッパ監護権条約 10 条の枠内で全部で七つの拒絶原因が対立している。そ
の確定のために職権探知主義が適用される（FamFG 26 条（旧 FGG 12 条））。すでに言及
された、ヨーロッパ監護権条約 9 条 1 項 a～c、10 条 1 項 a，b の拒絶原因に、子供と要請
された国とのより近い関係という拒絶原因（ヨーロッパ監護権条約 10 条 1 項 c）およびよ
り早く開始された手続に基づく判決の不調和（という拒絶原因）（ヨーロッパ監護権条約 10
条 1 項 d）が付け加えられる43。 
 子供と要請された国とのより近い関係という拒絶原因は、ヨーロッパ監護権条約 10 条 1
項 c によれば、子供が判決国における手続開始のときに要請された国の国籍を有し、または
そこに通常居住している場合に存在する（ヨーロッパ監護権条約 10 条 1 項 c，ⅰ）。この場
合子供の判決国（発生地国）との結びつきは、要請された国との結びつきよりも弱く感じ
られるのだから、外国の判決には国内の効力は拒絶されるべきである44。同じことは、子供
                                                   
42 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.101. 
43 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.102.Vgl.OLG Frankfurt/Main,Beschl.v.10.7.1995 IPRspr.1995,Nr. 
97（ハーグ条約 10 条 1 項 b 号は、ハーグ条約同様重大な明らかに子の福祉を強く危険にさらす
事情のみが引渡拒絶理由たりうると解すべきである）. 
44 ピルングは、ヨーロッパ監護権条約の立証された拒絶事由が強制的に申立ての棄却に導き、
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と判決国との唯一の結びつきが、手続開始のときにその国籍を有したが、同時に当地の常
居所と結びついた要請された国の国籍もまた有したことの中にある場合にも、あてはまる
（ヨーロッパ監護権条約 10 条 1 項 c，ⅱ）45。 
 ヨーロッパ監護権条約 10条 1項 dに従ってより早く開始された手続に基づく判決不調和
という拒絶原因は、外国の監護権判決が、要請された国においてなされたが、必ずしも執
行されえない、監護権判決とは必ずしもいえない判決46と不調和である場合に認められうる。
要請された国の判決は、承認の申立てがなされる前に開始された手続においてなされなけ
ればならない。そして拒絶は子供の福祉に一致しなければならない（ヨーロッパ監護権条
約 10 条 1 項 d 後段）。要請された国で執行しうる第三国の判決との不調和もまた、承認の
拒絶に導く（ヨーロッパ監護権条約 10 条 1 項 d 前段）47。 
 ヨーロッパ監護権条約 10 条 1 項 d により、要請された国においてその影響領域の中に子
供が見出される者は、彼が要請された国で承認手続の開始後新しい手続を開始することに
よって、外国判決の効力を除去することが妨げられる48。 
 ヨーロッパ監護権条約 10条 1項の事例では、承認手続は三つの理由により停止されうる。
停止の法的構成は、その場合国内手続法に従う49。停止の可能性を利用するかどうかは裁判
所の裁量である50。 
 まず第一に、外国判決に対して通常の上訴がなされる場合は、停止が観察に現れる（ヨ
ーロッパ監護権条約 10 条 2 項 a）。破棄や再開、ならびに当初の判決の変更の申立ては通常
の上訴に属しない。要請された国で監護権手続が継続しており、これが判決国家における
監護権手続よりも早く開始されたときも、同様に停止される（ヨーロッパ監護権条約 10 条
2 項 b）。要請された国の裁判所に係属している監護権手続が、同じ子供に関して必ず承認
の拒絶に導くことも避けられるべきである51。結局もう一つの監護権判決が、要請された国
の執行または承認手続の対象である場合に、承認手続が停止されうる（ヨーロッパ監護権
条約 10 条 2 項 c）52。 
 
④ ヨーロッパ監護権条約 12 条 
 連れ去りのときに監護権判決が存在しないときは、ヨーロッパ監護権条約 8 条、9 条、10
条の適用可能性は排除される。これらの法的保護における欠缺を、それが条約を基本事例
とは異なり、各々の当初国における連れ去りの後に実現した監護権判決に適用することに
                                                                                                                                                     
裁判所には裁量も判断の余地も許容されないと指摘する(Staudingers Komm.z.BGB.,Vorbem. 
zu Art.19 EGBGB.,2009,S.355-356[J.Pirrung])。 
45 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.102. 
46 これはヨーロッパ監護権条約 9 条 1 項 c、10 条 1 項 d の異なった文言から導かれる。手続は、
管轄官署への申立てとともに開始される(Bach/Gildenast,a.a.O.,S.102 Anm.291)。 
47 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.102-103. 
48 Erläuternder Bericht,BT-Drucks.11/5314,S.65;AmtsG.Velbert,Beschl.v.23.11.1993,3 F 211 
/93. 
49 Erläuternder Bericht,BT-Drucks.11/5314,S.65. 
50 Erläuternder Bericht,BT-Drucks.11/5314,S.66;OLG Stuttgart,Beschl.v.2.7.1996,17 WF 
242/96. 
51 Erläuternder Bericht,BT-Drucks.11/5314,S.65. 
52 OLG Braunschweig,Beschl.v.11.5.1993,2 UF 53/93;Bach/Gildenast,a.a.O.,S.103-104. 
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より、ヨーロッパ監護権条約 12 条は埋めた53： 
［事例２－５］フィンランドに住んでいるやもめとなった父親が法律上当然にその 6 歳の
子供の親の監護の権利者になった。その内縁の妻が子供をドイツ連邦共和国に連れて行っ
た。 
 
［事例２－６］彼に不利な監護権判決を出し抜くために、スコットランドに住んでいる父
親が 7 歳の子供をインヴェルネスからドイツ連邦共和国に連れ去った。 
 
 これら二つの事例は、ヨーロッパ監護権条約 12 条により解決される54。まず第一に、［事
例２－５］のように監護権を有しない者による連れ去りがなされる状況が存在しうる。［事
例２－６］のように離婚手続の過程で共同監護権を有する親による連れ去りがしばしばな
される。［事例２－５，６］では、フィンランドまたはスコットランドの当該親が執行しう
る監護権判決を実現する場合に、ヨーロッパ監護権条約が適用される。判決は、連れ去り
を許容されないものと表明し、監護権者を指名するに違いない55。［事例２－５］では単に
法律上存在する監護権の確証が必要であろう。これに対して、［事例２－６］では、事実判
決が求められる56。 
 発生地国における判決の言渡し後子供の引渡は、ヨーロッパ監護権条約 8 条、9 条の優先
権を与える構成要件により、またはすべての拒絶原因を有するヨーロッパ監護権条約 10 条
によりなされる。実務上ヨーロッパ監護権条約 12 条の援用を思いとどまるように勧告し、
できるだけハーグ条約に優先権を与えるべきである。正当にも批判されるように、ヨーロ
ッパ監護権条約 8 条、9 条の適用は、ヨーロッパ監護権条約 8 条、9 条の枠内で返還申立て
が連れ去りの日から 6 ヶ月内になされることに依存する。このときに少なくとも発生地国
で執行しうる監護権判決が、特に子供のいないときに、惹起されうることが明らかである。
通例返還申立ては、かくして 6 ヶ月の経過後始めてなされうるのだから、返還は広範囲に
効力のないヨーロッパ監護権条約 10 条に従ってなされるべきであろう57。 
 
（ロ）ドイツ連邦共和国における一時的監護権の要請 
 一時的監護権に関する外国の判決は、ドイツ連邦共和国では他の監護権判決と同じ条件
のもとで認められる（ヨーロッパ監護権条約 11 条 1 項）。ヨーロッパ監護権条約 9 条、10
条の拒絶原因が適用される。その確定については、職権探知主義が適用される（FamFG 26
条（旧 FGG 12 条））。ドイツ中央当局では 1998 年には 15 件の手続がなされた58。ドイツ
の中央当局はその際に支援を与えるが、自らドイツの裁判所で手続を開始する法定の代理
                                                   
53 スペインによってヨーロッパ監護権条約 18 条に従って表明された適用の留保は後で撤回さ
れた(BGBl.1991 Ⅱ 668)。 
54 Erläuternder Bericht,BT-Drucks.11/5314,S.66. 
55 Erläuternder Bericht,BT-Drucks.11/5314,S.66. 
56 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.105. 
57 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.105. 
58 ヨーロッパ監護権条約による面会交流権の可能性は、ピルングにより積極的に評価されてい
る(Pirrung,Sorgerechts- und Adoptionsubereinkommen der Haager Konferenz und des 
Europarats,RabelsZ 57(1993),S.124f.)。 
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権は有しない。外国の監護の決定が、ヨーロッパ監護権条約にも、またヨーロッパ連合に
も属しない国またはデンマークに由来するときは、それにもかかわらず国内法に従ったド
イツでの承認および執行が可能である。しかし、ドイツの中央当局は、これらの場合に援
助を差し伸べるために同様に代理権を有しない59。 
 ヨーロッパ監護権条約 11 条 2 項は、ドイツの裁判所に、貫徹－および行使条件を確定す
ることによって、国内の関係への柔軟な適用を許容する： 
［事例２－７］ポルトガルに住んでいる申立人（女性）が、そのドイツ連邦共和国に住ん
でいる以前の夫に対する当地でなされた判決を援用して、8 歳の子供との面会交流の付与を
求めた。ポルトガルの判決では、彼女に 1998 年のクリスマスまたは 1999 年の新年の 1 週
間における一時的監護が許容された。 
 
［事例２－８］フランスの判決は、父親にフランスの夏季休暇期間中一時的監護権を与え
た。ドイツ連邦共和国で 11 歳の子供とともに生活している母親に対して、彼はこの判決の
承認を求めた。 
 
 その条約は、非常に形式的なヨーロッパ監護権条約 4 条、13 条の申立てを越えて、外国
の監護権判決が執行可能な内容を有することを要求する（IntFamRVG 32 条（旧監護権条
約施行法 7 条 1 項））。執行可能性は、この関係で外国判決の執行可能性を意味する。［事例
２－７］では、基礎となった判決の執行可能性についてすでに疑問が存在しうるため（ク
リスマスまたは新年）、ヨーロッパ監護権条約 9 条、10 条の例外規定に立ち戻ることなしに
承認が拒絶されうる60。この見解はヨーロッパ監護権条約の基礎に依拠しうる。一時的監護
の選択肢の相互的な排除により同様に十分な程度の執行可能性が認められえないかどうか
が検討されるべきである。［事例２－７］では申立人（女性）に一時的監護が上記期間の一
つについてのみ与えられることが確定している。申立人（女性）が一時的監護の選択肢の
一つの事実上の許容を主張する場合、同時にそれからこの選択肢に関する執行可能性およ
び他方に関する非執行可能性が生じる61。 
 ［事例２－８］では、フランスの夏季休暇はドイツ連邦共和国の夏季休暇と時間的に同
じである必要はないから、不調和は考えられない。拒否された承認という結果を伴った外
国判決の文言上の解釈は、監護権の分野の判決の最も広い相互的な顧慮という規範目的に
背馳する。したがって、夏季休暇中の期間の面会交流というフランスの判決の実体上の言
明は、ドイツの裁判所によりヨーロッパ監護権条約 11 条 2 項に従って当地の夏季休暇への
適合により効力が作り出されねばならない62。ヨーロッパ監護権条約 11 条 2 項の枠内でド
イツの裁判所は、場合によっては少年局の支援を得て（IntFamRVG 9 条（旧監護権条約施
行法 6 条 1 項））、彼に必要なようにみえる一時的監護の条項－旅券の預託、時間的ならび
                                                   
59 http://www.bundesjustizamt.de/nn_258946/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S. 
8. 
60 AmtsG Velbert,Beschl.,v.23.11.1993,3 F 211/93,9. 
61 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.107. 
62 Erläuternder Bericht,BT-Drucks.11/5314,S.66. 
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に場所的な制限－を定めうる63。 
 外国でしばしば、ヨーロッパ監護権条約 10 条 1 項 a による拒否事由の過早な適用により
不合理が喚起されている： 
 ［事例２－９］子供の祖父母にベルギーの判決によりその孫と面会交流する権利が与え
られた。家庭裁判所は、外国判決の効力が、ドイツ連邦共和国の家族法および子供法の基
本的価値と調和しないという理由で、承認を拒絶した。 
 
 バッハ／ギルデナストは、［事例２－９］の判決は、支持しえないという。ヨーロッパ監
護権条約 10 条 1 項 a に従った公然たる不調和は、実体的または形式的な法の本質的原則と
の著しい矛盾を前提とする。ドイツ連邦共和国は、その他の締約国では国内法とは異なっ
た条項が存続しうることを知りつつヨーロッパ監護権条約に加入した。これらにはヨーロ
ッパ監護権条約 7 条を越えて国内で法的効力が帰属する。すべてのドイツ法とは異なった
外国のルールが、家族法改正以前にすでに当地の基本的価値と矛盾していたわけではない。
一時的監護権の子供の親を越えた他の親類への直線的な拡大には、ベルギーの法秩序に従
って事実上近い結合関係が基礎になっている。祖父母の一時的監護権は、子供に離婚後残
りの家族へのコンタクトが維持されるがゆえに、むしろ明示的な子供の福祉の利益におい
て存した64。［事例２－９］で一時的監護権に関する法律上の新ルールにより当時の条約特
殊的な問題が喪失しうる場合でも、実体的な外国の家族法がドイツ連邦共和国の家族法と
は異なる場合はすでに、それから、ヨーロッパ監護権条約 10 条 1 項 a の拒絶原因が存在し
ないという、これからもずっと効力を有する原則が引き出されうる65。 
 ヨーロッパ監護権条約5条4項による場合のように、ヨーロッパ監護権条約11条3項は、
一時的監護権の手続に鑑みて、承認の拒否の場合に、要請された国の中央当局により新し
い国内の一時的監護権の規定を手に入れる可能性を定めた。いかなる外国の一時的監護権
の判決も存しないが、他の監護権判決が存在するときは、中央当局により直接に国内の（一
時的監護に関する）判決が入手されうる66。すなわち、外国で生活している親または他の者
がドイツで生活している子供を監護したいと思う場合は、その者は、当該他国の中央当局
またはドイツの中央当局に申立てをなしうる。まだ監護上のルールがないときは、通例、
子供がドイツに居住している場合は、ドイツの裁判所が管轄権を有する。ドイツの中央当
局は、場合によっては弁護士により支援されて、管轄ドイツ裁判所において外国に居住す
る申立人の名前で監護手続を開始しうる（ハーグ条約 21 条、ヨーロッパ監護権条約 11 条 3
項、IntFamRVG 6 条 2 項）67。 
 
（ハ）裁判費用、訴訟費用扶助、助言補助 
 裁判上の代理の費用、強制執行費用ならびに中央当局の費用を含む、裁判費用は、要請
                                                   
63 Erläuternder Bericht,BT-Drucks.11/5314,S.66;Bach/Gildenast,a.a.O.,S.107-108. 
64 ド民 1685 条は、それゆえにドイツにおいても祖母のために面会交流権の付与を認めている。 
65 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.108-109. 
66 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.109. 
67 http://www.bundesjustizamt.de/nn_258946/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S. 
8. 
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される国家により負担される（ヨーロッパ監護権条約 5 条 3 項）。ハーグ条約 26 条 3 項と
は異なり、ヨーロッパ監護権条約は、留保の表明の可能性を知らない。費用の免除は、相
手方のためにではなく、申立人のためにあてはまる。それは、申立てが中央当局を通じて
なされることを前提する。それに対して、申立人が直接に弁護士に委任したときは、それ
により生じた費用自体が彼の負担に帰する。その場合訴訟費用扶助が申し立てられうる。
費用免除の原則は、返還ないし一時的監護権の手続のためにあてはまる。ヨーロッパ監護
権条約 10 条 1 項 b の拒絶の理由（関係の変更）の検討に際してさらなる探求が必要となる
とすれば、発生した費用は、その領域で探求が貫徹された締約国により負担される（ヨー
ロッパ監護権条約 15 条 2 項）。これらの費用は、彼がその申立てを中央当局の介在なしに
直接裁判所になした場合にも、申立人により負担されえない68。 
 子供の返還のための費用は、要請された国家により引き受けられない（ヨーロッパ監護
権条約 5 条 3 項）。両親のいずれもこの旅行の負担をなすべき状況にないときは、これらは
例外的に要請された国家によって負担され、または最も緊密な子供との結合が存在する締
約国によって引き受けられるべきである69。 
 ドイツ連邦共和国に居住する申立人のために外国で解決されるべき申立ての場合、必要
な翻訳のための費用は、ヨーロッパ監護権条約 4 条、6 条、13 条に従って、これらの者自
身により負担されねばならない（IntFamRVG 5 条 1 項、42 条 2 項（旧監護権条約施行法
11 条 2 項 1 文））。しかし、この場合、訴訟費用扶助の付与のための要件が存在する場合は、
償還義務の免除が可能である（IntFamRVG 5条 2項（旧監護権条約施行法 11条 2項 2文））
70。 
外国に向けられた要請の場合、助言援助の要請は、すでにハーグ条約について述べられ
たように、申立人のために可能である。しかし、ドイツの中央当局が費用なしで手続経過
について情報提供するのだから、それには小さな実際上の意味しか帰属しない71。 
 
（ニ）上訴、強制執行 
 ヨーロッパ監護権条約に基づく判決は、上訴および強制執行に関してハーグ条約に従っ
た判決と同じ規定に服する72。 
 
（３）ドイツ連邦共和国からの子供の連れ去り 
（イ）子供の引渡の要請 
 ドイツまたはこの場合それ以外の承認された監護権判決に基づく当初の監護権関係の回
復のために、外国において、それが家庭裁判所の活動のために述べられたと同じ原則があ
てはまる。子供の返還は、ヨーロッパ監護権条約 8 条、9 条、10 条または 12 条による事例
                                                   
68 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.110. 
69 かような費用の引き受けのための法的基礎は、ヨーロッパ監護権条約には含まれていないよ
うに思われる(Bach/Gildenast,a.a.O.,S.110 Anm.319)。 
70 司法補助官法 29 条により司法補助官の管轄権が存在する。 
71 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.111. 
72 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.112. 
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形成に従ってなされる。1998 年にドイツの中央当局は一つの手続に関与した73。 
 外国におけるドイツの監護権判決の承認は、国内における外国の判決の承認のために当
てはまるのと同じ拒絶事由に服するのだから、手続の大幅な効力の喪失の場合、それは当
地の申立人の負担に帰する。子供の連れ去りは、できる限りハーグ条約によってなされる
べきである74。 
 外国の中央当局に向けられた申立ては、ヨーロッパ監護権条約 13 条の厳格な形式的な要
件に一致していなければならない75。添付されるべき監護権判決は、執行条項および理由づ
けを必要とする（IntFamRVG 20 条 1 項（旧監護権条約施行法 9 条））。理由は、場合によ
っては外国における承認の目的のために追完されうる者とされていたが（旧監護権条約施
行法 9 条）、国際家族法手続法ではこの理由の追完は明記されていない。 
 申立人は、申立てをすべての同封物と並んで自己の費用で、要求される外国の公用語に
おいて翻訳させなければならない（ヨーロッパ監護権条約 6 条、IntFamRVG 5 条 1 項（旧
監護権施行法 11 条 2 項 1 文））。国際家族法手続法（IntFamRVG 5 条 2 項）（旧監護権条
約施行法 11 条 2 項 2 文）の要件のもとで地区裁判所は、償還義務の免除を与えうる76。 
 
（ロ）ドイツ連邦共和国外の一時的監護権の要請 
 一時的監護権に関するドイツの判決は、ヨーロッパ監護権条約の他の締約国において他
の監護権判決と同じ条件のもとで承認され、かつ執行される（ヨーロッパ監護権条約 11 条
1 項）。ドイツの中央当局では、これまでわずかな手続きしか行われなかったがゆえに、そ
の限りで乏しい経験しか存しない77。 
 申立てならびに翻訳の要件の形式性のために、上記の記述が指示される。外国裁判所の
判決は、ヨーロッパ監護権条約 9 条、10 条の拒絶理由を含む、ヨーロッパ監護権条約 11
条の枠内の各々の国内の一時的監護権の指針を適用する。述べられた事情を越えていかな
る条約特殊的特別規定も適用されない78。 
 ヨーロッパ監護権条約は、外国の決定の承認および執行の可能性を与える。しかし、（デ
ンマークを除く）ヨーロッパ連合のその他の加盟国との関係では、今日ではブリュッセル
Ⅱａ規則により大規模にとって代わられている。したがって、監護決定の承認および執行
のために、ドイツの視点からは通例なおデンマーク、アイスランド、リヒテンシュタイン、
かつてのユーゴースラヴィアのマケドニア、モルドヴァ、モンテネグロ、ノルウェー、ス
イス、セルヴィアおよびトルコとの関係でのみ意味を有する。 
 当事者の一人が監護の決定に固執しない場合は、相手方は、決定が執行される国（加盟
執行国）の管轄部局に執行を申し立てうる。その国の裁判所は、それによって決定の本質
的内容が変わらない限り、監護権の実際上の態様を確定しうる（ヨーロッパ監護権条約 11
条 2 項）79。 
                                                   
73 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.113.相手方は子供をルクセンブルクに連れ去った。 
74 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.113. 
75 OLG Celle,Beschl.v.14.7.1997,19 UF 261/96. 
76 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.114. 
77 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.115. 
78 Bach/Gildenast,a.a.O.,S.115. 
79 http://www.bundesjustizamt.de/nn_258946/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S. 
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 なお、監護の決定が存在せず、または監護の決定のヨーロッパ監護権条約の他の加盟国
での承認および執行の表明が拒絶されるときは、当該国の中央当局は、新しい監護決定の
許容を求める手続を開始しうる（ヨーロッパ監護権条約 11 条 3 項）80。 
 
３ ブリュッセルⅡａ規則 
（１）ブリュッセルⅡａ規則によるハーグ条約の修正 
 2005 年 3 月 1 日以降（デンマークを除く）ＥＵ加盟国、すなわち、ベルギー、ドイツ、
エストニア、フィンランド、フランス、ギリシャ、アイルランド、イタリア、ラトビア、
リトアニア、ルクセンブルク、マルタ、オランダ、オーストリア、ポーランド、ポルトガ
ル、スウェーデン、スロバキア、スロベニア、スペイン、チェコ、ハンガリー、イギリス
およびキプロスには、ブリュッセルⅡａ規則(ABl.L 338/1 v.23.12．2003)が適用される81。
2007 年 1 月 1 日にはブルガリアとルーマニアが加わった。その規則により国境を越えた婚
姻および監護事件についてはどの裁判所が管轄権を有するかに関してヨーロッパ共同体内
の統一的ルールが作られた。監護法および一時的監護法に関する判決は、できるだけ摩擦
なしに他のヨーロッパ共同体の加盟国においても照覧され、かつ必要ある場合は、貫徹さ
れるべきである。当該加盟国の中央当局は、その場合特に子供が他のヨーロッパ共同体の
加盟国に移されるべきときは、勧告的かつ支援的に活動することになろう。かような場合
中央当局は、子供の状況および手続状況について情報を提供し、それを相互に交換する82。 
 ヨーロッパ共同体の他の加盟国との関係においては、子供の返還のために今でもハーグ
条約が適用される。しかし、2005 年 3 月 1 日以来それはいわゆるブリュッセルⅡａ規則に
より補完され、かつより効果的に拡大されている。その規則は、裁判所が子供の即座の返
還を命じるという原則を強化する。ＥＵ構成国においては、ブリュッセルⅡａ規則とハー
グ子供連れ去り条約、ヨーロッパ監護権条約の優劣が問題になるが、ブリュッセルⅡａ規
則がこれらに優先して適用される（ブリュッセルⅡａ規則 60 条 d 号、e 号、ハーグ条約 36
条、ヨーロッパ監護権条約 19 条）。もっともハーグ条約は多数の締約国をもつ成功した条
約であることから、子の返還手続には基本的にはハーグ条約を適用し、必要な範囲でブリ
                                                                                                                                                     
7. 
80 http://www.bundesjustizamt.de/nn_258946/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S. 
8. 
81 ブリュッセルⅡａ規則は、第２婚姻規則(EheVO Ⅱ)とも称される。このブリュッセルⅡａ規
則は、その前身であるブリュッセルⅡ規則(Verordnung(EG)Nr.1347/2000)（第１婚姻規則）を
廃止して、それに代わるものとして制定された。その契機となったのは、別居、離婚夫婦間の面
会交流に関する判決の認可手続(Exequaturverfahren)の廃止とヨーロッパ面会交流権名義の創
設に関するフランスの提案、ヨーロッパ委員会の親の責任に関する判決の管轄、承認、執行に関
する一般規定の提案および共同体外の事実関係もまた把握しうるための、ハーグ子供保護条約に
署名する加盟国の授権に関する幹部会の決定に関する提案である。ブリュッセルⅡａ規則は、同
Ⅱ規則よりもヨーロッパ国際手続法において子供の利益をより強く考慮している(I.Buren,Das 
auf die Regelung der elterlichen Sorge anzuwendende Recht,2010,S.44-45)。ブリュッセルⅡ
ａ規則については、関西国際民事訴訟法研究会｢婚姻事件における裁判管轄並びに裁判の承認お
よび執行に関する条約（ブラッセルⅡ条約）公式報告書（全訳）｣際商 34 巻 9 号（2006 年）1216
頁、10 号 1376 頁、11 号 1518 頁参照。 
82 http://www.bundesjustizamt.de/nn_258946/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S. 
4. 
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ュッセルⅡａ規則により補完または修正されるものとされている83。ハーグ条約によれば、
それが子供の肉体的または精神的な損害の危険を惹起し、または子供がそれ以外の方法で
期待されえない（耐えられない）状況にもたらされるときは、子供の返還は拒否されうる。
ブリュッセルⅡａ規則によれば、それにもかかわらず、子供を返還後に通常の居住の状態
において保護するために相当な措置がなされたことが証明されたときは、裁判所は子供の
返還を拒絶しえない84。 
 2005 年 3 月 1 日以来適用されているブリュッセルⅡａ規則は、本規則加盟国相互の関係
においてハーグ条約の手続をかなり修正した。ブリュッセルⅡａ規則 10 条、11 条は、ハー
グ条約を斟酌しつつも、幾つかのルールを規定している。まず、子が奪取される直前まで
加盟国に常居所を有していたとき、子が別の加盟国において常居所を有するまで、前者の
加盟国裁判所が子に対して管轄権を有するが、これ以外でも監護権を有する者全てが連れ
去りまたは留置を黙認していたか、若しくは、監護権を有する者が子の所在を知りまたは
知るべきであったときから少なくとも 1 年以上子が新しい国に滞在しており、その期間内
に返還の請求が求められておらず、かつ子が新しい環境になじんでいる等の場合を除いて、
前者の加盟国裁判所は管轄権を有する（ブリュッセル規則 10 条）。この 1 年間の期間の開
始時点に関するルールは、ハーグ条約 12 条における連れ去りまたは留置後 1 年の経過の要
件を修正しているものともみられる85。そしてこのようなブリュッセルⅡａ規則による修正
は、ドイツの多くの学者によって支持されている86。規則 11 条 1 項によるとハーグ条約 12
条 1 項の子供の返還のための法的基礎は維持されている。 
 規則 11 条 2 項は、これが子供の年齢または成熟度に基づいて不適切であるように思われ
ない限りにおける子供からの聴取を規定する。これは非訟事件手続法 50b 条87（現在では家
事事件および非訟事件手続法（FamFG）159 条）がハーグ条約手続には適用されないがゆ
                                                   
83 C.Holzmann,Brüssel Ⅱa VO:Elterliche Verantwortung und international 
Kindesentfuhrungen,2008,S.167-168.西谷・前掲論文民事月報 65 巻 11 号 70 頁。この EU に
おける裁判管轄、承認、執行、行政協力に関する規定は基本的に 1996 年のハーグ親責任条約に
依拠したものである。 
84 http.//www.bundesjustizamt.de/nn_258946/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S. 
5. 
85 樋爪誠｢国際的な子の引渡し｣立命館法学 319 号 12 頁。 
86 C.Holzmann,a.a.O.,S.185;C.Tödter,Europäisches Kindschaftsrecht nach der Verordnung 
(EG)Nr.2201/2003,2010,S.170 など。 
87 旧 FGG 50b 条（監護手続における子供または被後見人の個人的な聴聞）｢（１）裁判所は、
身上または財産管理権に関する手続において、子供の性向、つながりまたは意思が判決にとって
意味を有し、または事実関係の確定に関して裁判所が子供から直接の印象を得ることが示される
ように見える場合は、子供を個人的に聴聞する。（２）子供が 14 歳を満了しかつ行為無能力で
ないときは、裁判所は身上監護に関する手続で子供を常に聴聞する。財産法上の事件においては、
これが事件の種類に従って示されるように見えるときは、子供は個人的に聴聞されるべきである。
聴聞に際して子供は、発育または養育にとって不利益のおそれがない限り、手続の対象およびあ
りうる顛末について適当な方法で教示されるべきである。彼には意思表明の機会が与えられるべ
きである。（３）1 項および 2 項 1 文の場合、裁判所は、重大な理由がある場合にのみ聴聞を省
略しうる。聴聞がもっぱら遅滞の危険のためにのみなされないときは、それは遅滞なく追完され
るべきである。（４）1～3 項は被後見人に準用される。｣ 
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えに88重要である。規則の枠内における子供からの聴取が重要な役割を占めることが認めら
れる89。この聴聞が裁判官により直接になされるか、それとも例えば社会福祉士によりなさ
れ、引き続いて裁判所により聴聞されるかは、規則が加盟国の国内法に委ねる90。 
 ハーグ条約 11 条 1 項の迅速化の命令は、規則 11 条 3 項により先鋭化されている。ドイ
ツの施行規定は国際家族法手続法（IntFamRVG）38 条に見出される。手続は原則として
各審級において 6 週間より長く係属することはできない。フェルカーによれば、この場合
ドイツではなお進展が可能である。しかしドイツでは 2007 年以来既判力をもった判決まで
の平均的な手続期間は 6 週間を僅かに越えるだけであることを歓迎すべきである。強制執
行を含む総ての審級についての全部の手続が 6 週間以内に完結しなければならないという
ような読み方は否定されるべきである。規則 11 条 3 項の文言はこのような理解には導かな
い。さもなければこれを実行することは実際上困難であろう91。もっとも迅速な手続を確保
するために、心理学的な鑑定が必要な場合にそれを得ることを省略してもよいというわけ
ではない92。 
 規則 11 条 4 項は、いずれにせよ非常に制限的に適用されるハーグ条約 13 条 1 項 b をさ
らに制限する。ハーグ条約法廷は、子供の返還をこれらの例外規定の要件が存在するが、
残された親が子供の保護を確保するために、発生国で相当な措置がなされた場合にも、拒
絶しえない93。これはハーグ条約の判事にアンダーテイキングおよびセーフハーバーまたは
ミラーオーダーのための広い領域を開く。フェルカーによれば、裁判官は、コモンロー諸
国において慣用されている実務に従ってその限りで、返還申立てを棄却する代わりに返還
の障害を除去するために積極的に取り組むことができるし、そうすべきである。アンダー
テイキングとは、当事者の一方が自ら裁判所および（または）申立ての相手方に対する譲
歩を可能にするためになす約束である。ハーグ条約事件では特に、そこで執行されるべき
監護権手続の期間発生地国に子供とともに帰還する事例のために申立ての相手方に扶養お
よび住居を確保し、または刑事訴追を取り下げる義務が観察に現れる。セーフハーバーオ
ーダーまたはミラーオーダーは、発生国の裁判所に注意を向ける。発生国においてハーグ
条約の枠内で取り残された親が与える約束またはハーグ条約裁判官の命令が発生国でいわ
ば当地で管轄権を有する裁判所に反映され、それによりそこでも執行可能となる。この場
合特別に発生国で管轄権を有する裁判所もまた子供の返還の事件のために措置、例えば暴
力を振るう後に残された親とのコンタクトの阻止を命ずることも考えられうる。それは、
連れ去った親が今や（相対的に）安全にその子供とともに発生国に帰還しうるがゆえに（安
全な港）、ハーグ条約裁判官が規則 11 条 4 項を適用して始めて可能となったものである。
                                                   
88 BVerfGe 99,S.145,FamRZ 1999,S.85. 
89 M.Völker,Die wesentlichen Aussagen des Bundesverfassungsgerichts zum Haager 
Kindesentführungsübereinkommen,FamRZ 2010,S.158（執筆者は上級ラント裁判所判事であ
る）. 
90 http://www.bundesjustizamt.de/nn_258956/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S. 
5. 
91 M.Völker,FamRZ 2010,S.158. 
92 C.Holzmann,a.a.O.,S.220. 
93 OLG Brandenburg,Beschl.v.22.9.2006,15 UF 189/06.Klentzeris v.Krentzeris[2007]EWCA 
Civ 533;[2007]2 FLR 996;[2007]3 FCR 580（イギリス）は、家事事件報告所の報告に基づき返
還先であるギリシャにおいて十分な手配がなされていないとして返還を拒否したものである。 
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しかし、残された親は彼の側でもまた、連れ去った親により提出されまたは期待されるべ
き、子供のための返還の期待可能性に対する抗弁を弱めるためにあらゆることを試みる。
それゆえに彼は、同時に規則 11 条 4 項により要求される立証をなすためにも、場合により
中央当局の援助を得て特にその母国の少年局に支援（意見など）を求める。立証の負担は
この明らかな文言により、ハーグ条約の裁判官が明らかに法律上当然に調査しなければな
らず、かつ自らのイニシアティブでもまた可能性を探ることができる場合でも、連れ去っ
た親に帰する94。 
 ミラーオーダーのためのさらなる適用領域は、両関係国において執行可能で内容の同じ
一時的監護のルールの惹起である。なぜならば、ハーグ条約事例の少なからざるものでは、
後に残された親にとって、子供の返還後子供のために監護権を得ることではなく、彼がこ
れからもその子供と定期的に面接交渉の機会をもつことの確保のみが問題になるからであ
る。裁判官は同じ手段を用いうるが、それを越えて直接に外国の同僚（裁判官）と接触を
もつこともできる。それは実務上非常に重要な可能性である95。ホルツマンは、規則 11 条
4 項におけるアンダーテイキング、ミラーオーダーおよびセーフハーバーオーダーの採用が、
裁判所の判決の単純な承認および執行により子供の素早い返還に寄与するがゆえに、歓迎
すべきこととし、これらの制度をこれまで知らなかったＥＵ加盟国もまたこれらを利用す
ることが前提となっているとする。しかし、ブリュッセルⅡａ規則の下でも、発生地国で
なされ、またはなされるべき措置が事実上子供の福祉を保証するものではないときは子供
の返還が拒否されるべきことを付言する96。テッターも、このような規則 11 条 4 項の規定
を歓迎すべきものとするが、各々の加盟国が様々な可能性を試みうるような差別化された
ルールが必要となる、またこの規定は、起草者がはっきりとしたルールを定めていないか
ら、ヨーロッパ裁判所がそれを明らかにすべきだと主張する97。 
 規則 11 条 5 項は、返還申立てを棄却しようとする裁判所に、申立人に聴聞の機会を与え
ることを義務づけている。この場合関係国家の間の部分的に大きな隔たりに基づいてビデ
オ会議の介在がおそらく将来においてますます意味を取得するであろう98。 
 ハーグ条約によるＥＵの他の国への子供の返還が拒絶されたときは、規則は、子供の（従
来の）常居所地国における監護権手続の即時の実行の可能性に道を開いている。監護権決
定を伴うかような監護権手続が後に残された親のためにその国で終了する限り、当初子供
が連れ去られた他の国で許容されたハーグ条約による子供の返還の拒絶に反する決定が貫
徹され、執行されうる（ブリュッセルⅡａ規則 11 条 6～8 項）99。すなわち、ハーグ条約に
基づき返還を拒否した裁判所は、直接または中央当局を介して審問結果を含めた関連資料
を違法な留置、連れ去り直前まで子が常居所を有していた国の裁判所または中央当局に 1
ヶ月以内に送付し（ブリュッセル規則 11 条 6 項）、そして発生地国と連れ去り国の判断が
異なっても、連れ去り国の判断が域内における機械的な執行可能対象となる（同規則 11 条
                                                   
94 M.Völker,FamRZ 2010,S.158-159. 
95 M.Völker,FamRZ 2010,S.159. 
96 C.Holzmann,a.a.O.,S.220-221. 
97 C.Tödter,a.a.O.,S.181. 
98 M.Völker,FamRZ 2010,S.159. 
99 http://www.bundesjustizamt.de/nn_258956/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S. 
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8 項）。この第 8 項の規定は、イギリスで二度目のチャンスまたは返還拒否命令に対する切
り札と称されており、改正の目玉であるとともに問題の多い規定と評されている100。 
 規則は、それと並んで特に家庭裁判所の国際管轄権およびＥＵ加盟国でなされた決定を
他のＥＵ加盟国で承認し、執行する義務を定めている。すなわち、ＥＵ加盟国の監護権お
よび一時的監護権の決定は、原則として法律上当然に（デンマークを除く）他のすべての
ＥＵ加盟国で承認されうる（ブリュッセルⅡａ規則 21 条 3 項）。もちろんその場合外国の
決定が提出される各々の部局は、承認を拒絶するための理由があるかどうかを再び新たに
吟味する（規則 23 条は、かような理由を包含する）。したがって、法的安定の利益におい
て決定の承認を裁判上既判力を持って確定させうる（ブリュッセルⅡａ規則 21 条 3 項）。
デンマーク、アイスランド、リヒテンシュタイン、かつてのユーゴースラヴィア共和国の
マケドニア、モルドヴァ、モンテネグロ、ノルウェー、スイス、セルヴィアおよびトルコ
との関係では、これはヨーロッパ監護権条約によれば、同様に可能である。当該申立ては、
直接に、決定が向けられるべき国の裁判所になされ、もしくはドイツまたは当該他国の中
央当局に向けられうる101。 
 さらにブリュッセル規則Ⅱａは、一時的監護権（面会交流権）および規則 11 条 6～8 項
の手続でなされる監護権判決の国境を越えた執行を容易にする。これらは、それらに規則
により定められた当初の発生国の裁判所の証明が与えられる限り、強制執行をなしうると
いう表明なしに（デンマークを除く）すべてのＥＵ加盟国において直接に執行可能である
（ブリュッセルⅡａ規則 40 条以下）。それにもかかわらず通例、執行措置を命じる強制執
行国の裁判所が関与しなければならない。大抵のＥＵ国家でこれは実務上、外国の決定を
執行しうる者が自ら当地の弁護士を選任する必要があり、その者が当該国で強制執行手続
にあたることを意味する102。ホルツマンは、一方的な申立て手続によってなされた決定の
迅速な執行を可能にするかようなルールを歓迎すべきことだとする103。 
 前記の規則 11 条 6 項～8 項は、前記のように新しいメカニズムを包含する。規則参加国
の裁判所がハーグ条約の手続で条約 13 条に基づいて子供の返還を拒絶する場合、それは 1
ヶ月以内に監護権手続について管轄権を有する発生国の裁判所に判決およびさらなる書類
（特に聴取の記録、意味があればさらに、存在する限りでの少年局の報告書）の転達によ
り知らせられねばならない。その場合ドイツでは判決の外国への直接の転達の場合そのコ
ピーが中央当局に送られる（IntFamRVG 39 条）。少年局の報告書は、特にありうる執行を
考えてあらかじめ少年局を巻き込むことが非常に意味をもつとしても、ハーグ条約手続で
は緊急の必要に鑑みて常にあるとは限らない104。 
 発生国でいずれにせよすでに当該子供に関する監護権手続が係属しているのでなければ、
裁判所は、他の裁判所からの報告の受領に際して当事者に監護権の申立てをするように勧
めなければならない。規則 11 条 7 項の報告の送達から 3 ヶ月以内に当事者の誰も監護権の
                                                   
100 樋爪・前掲論文立命館法学 319 号 12 頁。 
101 http://www.bundesjustizamt.de/nn_258956/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S. 
8. 
102 http://www.bundesjustizamt.de/nn_258956/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S. 
5. 
103 C.Holzmann,a.a.O.,S.278. 
104 M.Völker,FamRZ 2010,S.159. 
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申立てをしないときは、裁判所は手続を終結する。さもなければ監護権手続を行う。そこ
で連れ去った親が単独の居所指定権を判決で得たときは、逃避国における裁判所の判決は
変わらない。後に残された親が居所指定権を得たときは、発生国の裁判所は同時にこの親
への返還を命じる。この他国の返還を拒絶する判決に反する判決が結局貫徹され（オーバ
ールーリング）、その場合また、それに規則 42 条および付則Ⅳ（子供の返還判決に関する
規則 42 条 1 項に適った証明書の書式）により証明が与えられている限り、自動的に総ての
他の規則参加国で執行可能である。IntFamRVG 44 条によりなされるべき執行は実務上通
例、以前子供の返還を拒絶した裁判官に課される。このような手続が規則の理由 21105に述
べられた相互的信頼の原則を相対化しないかどうかを問題となしうる。もちろんこの時折
存在する発生国の最終判決権は、返還判決またはその拒絶は、ハーグ条約 19 条により監護
権を定めるものではなく、かつ返還手続がその迅速化の要求および制限された立証の可能
性のために常に長期間の子供の福祉に向けられうるとは限らないがゆえに、監護権判決に
とってその国際的な管轄権から正当化されうる106。 
 ハーグ条約裁判所が返還をハーグ条約 12 条 2 項（違法な連れ去りから 1 年経過した後の
返還申立ての到着）またはハーグ条約 20 条（公序の留保）により拒絶した場合に、規則 11
条 6 項～8 項のメカニズムが類推されるかどうかが問題になる。これはすでに、特に６項の
明確な法文から否定されるべきである107。 
 近時ヨーロッパ裁判所は、規則 11 条および 42 条に従って交付されるべき、返還判決の
自動的な執行可能性に関する証明書について態度を表明し、特に、規則 11 条 8 項および 42
条に従った発生加盟国の返還判決の執行可能性に関する証明書の付与は、以前加盟国でな
され、ハーグ条約に従った子供の返還を拒絶する判決が既判力を有することを前提としな
いと決した108。 
 さらに規則 8 条 1 項の常居所の概念の解釈に関するヨーロッパ裁判所の長い間期待され
た判決が報告されるべきである。これは子供のある社会的および家族的統合の表現である
場所である。このためには特に加盟国での居住の期間、通常性および事情ならびに居住の
理由、この国への家族の移転、子供の国籍、入学の場所および状況、話せる言語ならびに
当該国における子供の家族的および社会的きずなが考慮されるべきである。個々の事例の
総ての事実上の状況の顧慮のもとに子供の常居所を確定するのは国内裁判所の問題である
109。 
 ハーグ条約の手続に関する規則 10 条及び 11 条が、規則加盟国相互の関係でハーグ条約
に優先する規則の同じ章内に見出されるがゆえに、この概念規定が規則の適用領域におい
てハーグ条約の手続についてもまた標準となる110。 
 
                                                   
105 ブリュッセルⅡａ規則 理由 21：「加盟国で下された判決の承認および執行は、相互的な信
頼の原則に基づくべきであり、かつ不承認の理由は必要最小限度に制限されるべきである。」 
106 M.Völker,FamRZ 2010,S.159. 
107 M.Völker,FamRZ 2010,S.159.反対:Thomas/Putzo,Komm.z.ZPO.,30.Aufl.,Art.11 Rz.7 
[Husstege]. 
108 EuGH,FamRZ 2008,S.1729. 
109 Vgl.EuGH,FamRZ 2009,S.843. 
110 M.Völker,FamRZ 2010,S.160. 
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（２）一時的監護権（面会交流権）の問題 
 ブリュッセルⅡａ規則は、特に、両親が将来的に異なったＥＵ加盟国に住む場合にも、
子供が両親の別離後も両者とコンタクトを維持することを保証する。それゆえに、ある加
盟国でなされた監護権に関する執行しうる決定は、他の加盟国でも承認され、かつ当地で
執行されうる。それに際して強制執行の命令は不要であり、承認は取り消されることがな
い（ブリュッセルⅡａ規則 41 条 1 項 1 文）。その要件は、概ね、当該裁判所が一定の手続
法上のルールを維持し、それを当該証明書の中で個々的に確認することである（ブリュッ
セルⅡａ規則 41 条 2 項）。かように総ての当事者およびその年齢ないし成熟度に応じて子
供もまた、聴聞される権利を有したのでなければならない。欠席手続の場合は、手続を主
導する書類が適時かつ相手方が防御可能なやり方で送達されたのでなければならない。こ
れがなされていないときは、当該当事者（通例監護している親）が裁判所の決定を一義的
に理解していることが確定されねばならない111。 
 証明書の付与に対して法的救済は申し立てられえない。監護に関する決定が他の国でも
直接的に執行されうるという状況は、それが当地でも国内の決定のように取り扱われ、同
じ要件のもとで執行されうることを意味する。監護の決定を執行しようとする当事者は、
決定の謄本および証明書をブリュッセルⅡａ規則 41条 2項に従って提出しなければならな
い（ブリュッセルⅡａ規則 45 条 1 項）112。 
監護決定が証明書を伴わない場合は、それが認められた国とは異なったＥＵ加盟国での
直接的な執行は観察に現れない。しかしその場合、当事者がブリュッセルⅡａ規則 28 条以
下の執行可能性表明手続をとるかどうかはその自由である113。 
 当事者の一人が監護の決定に固執しない場合は、相手方は、決定が執行されるべき国（加
盟執行国）の管轄部局に執行を申請しうる。大多数のＥＵ加盟国ではこれは実務上、外国
の決定を執行しようとする者は、自ら、当該国で執行手続を行っている当地の弁護士に依
頼しなければならないことを意味する。この加盟国の裁判所は、それによって決定の内容
が変更しない限り、監護権の執行の実際上の態様を確定しうる（ブリュッセルⅡａ規則 48
条 1 項）。中央当局は、決定の承認および執行を実現しようとする親の責任の担い手に手続
のいかなる段階であれ勧告し、かつ支援する（ブリュッセルⅡａ規則 55 条 b）114。 
 
（３）裁判管轄と簡易化された強制執行 
（イ）裁判管轄 
 裁判管轄の問題については、子供の連れ去りの分野では原則として親の責任に関する規
則 19 条及び 16 条のルールが適用される。それは、手続中に子供の連れ去りが生じた場合、
特に、規則 10 条の意味における親の責任の手続について適用される。ハーグ子連れ去り条
                                                   
111 http://www.bundesjustizamt.de/nn_258956/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S. 
7. 
112 http://www.bundesjustizamt.de/nn_258956/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S. 
7. 
113 http://www.bundesjustizamt.de/nn_258956/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S. 
7. 
114 http://www.bundesjustizamt.de/nn_258956/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S. 
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約に従った子の返還に関しては、規則の裁判管轄のルールは適用されない。規則は、ハー
グ子連れ去り条約に従って保証された手続を規則 11 条に述べられた点並びに規則 40 条以
下の執行に関してのみ補完しようとするからである。かくしてこの場合ハーグ子連れ去り
条約のルールの適用を受けることになる115。 
 
（ロ）簡易化された強制執行 
（ａ）適用範囲 
 規則 10 条の意味における親の責任の手続について、強制執行は、概ね親の責任の他の手
続と同じように規定されている。規則 40条 1項 b号によれば、簡易化された執行の枠内で、
単に規則 11 条による返還判決が、すなわち、ハーグ子連れ去り条約 13 条の意味の返還の
拒絶の後で子の返還を命じる規則の本案手続の枠内の返還判決のみが意図される。それと
ともに、ハーグ子連れ去り条約による総ての返還判決について簡易化された執行が認めら
れない。これは支持されるべきである116。なぜならば、ヨーロッパ連合にとって子供連れ
去りの枠内で簡易化された強制執行を導入し、検討する試みがなされているからである。
従って、問題になる返還判決を規則 11 条 8 項の本案判決の枠内でなされたものに制限する
ことは意味がある。なぜならば、ハーグ子連れ去り条約は、事実状態を単に概括的に検討
し、以前の状況を回復しようとする補助条約だからである117。 
 
（ｂ）子返還の要件 
 規則 40 条 1 項 b 号の意味の子返還判決は、それが加盟国内でなされ、執行可能であり、
かつ発生国において規則 42 条 2 項の証明書が作成された限り、強制執行宣言なしに執行さ
れる。この判決の承認は更に、取消の可能性なしになされる。要件が存在する場合、かく
して承認の障害も主張されず、また強制執行宣言も必要ではない118。規則 40 条 1 項 b 号の
意味の執行しうる判決は、まず第一に判決が執行可能な内容を備えることが必要である。 
 裁判所は、大抵は、判決がすでに執行可能な時点で、すなわち、執行可能な内容の存在
と並んで上訴期間もまた徒過したときに証明書を発行する。それがまだ徒過しておらず、
判決が当該国の法に従ってまだ執行可能でないときは、発生国の裁判所は、判決を執行可
能と宣告しうる（規則 42 条 1 項 2 文参照）。規則 40 条 1 項 b 号により判決を下した発生国
の裁判官は証明書を発行する。それに際して規則 42 条 2 項 1 文 a 号～c 号の三つの要件（①
子の法定の聴聞、②当事者の法定の聴聞、③証拠の顧慮）を考慮しなければならない。 
 
（ｃ）証明書の作成 
 裁判官は、規則 42 条 4 項の不足に記載された書式を用いて証明書を作成しなければなら
ない。その場合彼は判決の用語を用いる（規則 42 条 2 項 3，4 文）。判決の対象となってい
る子の氏名と並んで、とりわけ子の返還が命じられたかどうか、判決が発生加盟国で執行
可能かどうか、そして子及び当事者に法定の聴聞の可能性が保証されたかどうかが留意さ
                                                   
115 C.Tödter,a.a.O.,S.182. 
116 C.Tödter,a.a.O.,S.183. 
117 C.Tödter,a.a.O.,S.183. 
118 C.Tödter,a.a.O.,S.183. 
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れるべきである。この書式の 14 には、これが命じられる限りにおいて、子の保護に関する
措置の記載が定められている。これは、返還判決が子の保護に関する措置が予め保証され
ているがゆえにのみなされるために、重要な意味を有する（規則 14 条 4 項参照）。この証
明書は、それが簡易化された執行のための要件の存在を可能な限り確保するがゆえに非常
に重要である119。 
 
４ ハーグ親責任条約 
（１）はじめに 
 1980年の子供の連れ去りまたは留置に関するハーグ条約とは別に1996年には1961年の
未成年者保護条約(MSÜ)に取って代わる「親の責任および子供の保護のための手段に関す
る管轄、適用されるべき法律、承認、執行および協力に関するハーグ条約(KSÜ)」が制定さ
れた（1996 年 10 月 19 日成立、2002 年 1 月 1 日発効）。本条約は、1980 年の条約よりも
子供の保護に関して広い内容を有し、1980 年条約を補完するものとして期待されているが
120、親の責任および子供の保護に関して非常に広い適用範囲を有しているため、批准をむ
ずかしくしているといわれている。このハーグ親責任条約は、1980 年条約もまた批准して
いる国の間では、これら二つの条約の適用を受けると規定している(50 条)。しかし、ヨー
ロッパ連合加盟国は、2003 年 11 月 27 日のブリュッセルⅡａ規則の適用を受け、その限り
で 1980 年、1996 年の両ハーグ条約の適用に優先する（ブリュッセルⅡａ規則 60 条、61
条 a）。 
 2011年1月1日にドイツでこのハーグ親責任条約(KSÜ)（BGBl 2009 Ⅱ 602；BGBl 2010 
Ⅱ 1527）が施行された。ドイツのように｢未成年者の保護の分野における官署の管轄およ
び適用されるべき法に関する 1961年 10月 5日のハーグ条約｣を批准した国の間では同条約
に代るものである。MSÜ に代わって KSÜ が制定された最大の理由は、MSÜ では監護事
件の国際管轄に関するルールが不備なところにあり121、KSÜ では国際的管轄権の大幅な統
一が図られている。KSÜ の下では、唯一の国が管轄権を持つとすることにより、異なった
締約国間の矛盾する監護権判決が避けられる。2011 年 1 月 1 日にはこの新条約は 28 の参
加国を数える。親責任条約の多くのルールは、問題が両者に規定されている限り、ヨーロ
ッパ連合国家の間では親責任条約に優先するブリュッセルⅡａ規則に基づいて実務に委ね
られている。従ってこの場合本条約に関する概観と並んで同規則との違いが強調されるべ
きである。これは適用されるべき法に関する規則にない条章だけでなく、国際的な管轄、
承認および執行ならびに子供の国境を越えた養育に関わる122。 
 ハーグ親責任条約は、子供の保護の分野で官署および裁判所の国境を越えた共助のため
                                                   
119 C.Tödter,a.a.O.,S.184. 
120 織田・前掲論文国際法外交雑誌 109 巻 2 号 51 頁。 
121 ハーグ未成年者保護条約(MSÜ)では子の常居所地国機関の保護措置が本国機関の保護措置
によって後退させられる余地があり、また子が二重国籍の場合は、複数の本国機関の管轄権が衝
突する等の問題があった（MSÜ 1 条～4 条）（小出邦夫｢ヘーグ国際私法会議第 18 会期の概要｣
民事月報 52 巻 6 号（1997 年）76 頁参照）。 
122 A.Schulz,Inkrafttreten des Haager Kinderschutzübereinkommen v. 19. 10. 1996 für 
Deutschland am 1. 1. 2011,FamRZ 2011,S.156（執筆者は、ドイツ司法省国際監護権紛争中央
当局勤務である）．本条約の概観をすでに小出・前掲論文民事月報 52巻 6号 73頁以下が与える。 
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に大きな利益を約束している。それは国際的な管轄、適用されるべき法および外国判決の
承認および執行に関する包括的かつ明確なルールを含む。本条約は各国で異なっている公
法と私法の間の境界を越える。しかし、これはドイツでは問題を生じない。この場合他の
ＥＵ諸国においても、ヨーロッパ裁判所の判決により支持された必要な先駆的作業が部分
的にすでに極めて類似した、2005 年以来効力を生じているブリュッセルⅡａ規則のもとで
なされているからである。もちろんこの国際条約の事物に適った適用にとって、これまで
の思考様式および協力方式から離れて新しい道を進むことがしばしば必要である。国際的
な裁判所の共助および少年局と裁判所の間の国境を越えた協力は総ての参加国の標準的な
作品になるに違いない。従来の経験は、中央当局および当該官署と裁判所を結びつける裁
判官による支援が通例感謝の念をもつて承認されることを示す。国内および国外における
他の関係部局との共助は、規定の実り多い適用のための前提である123。 
 
（２）適用領域 
 ハーグ親責任条約は、子供の身上または財産の保護に関する措置の国際管轄、適用され
るべき法および承認および執行、ならびにこの分野における裁判所および官署の国際的共
助を定める（1 条）。親責任条約は、その誕生から 18 歳の満了までの子供に適用されうる（2
条）。これらの措置には、特に親の責任に関する割り当て、移転および剥奪ならびにその行
使に関する措置、監護、一時的監護および居所指定権のルール、後見、養育ならびにそれ
以外の 3 条に述べられた措置が含まれる。ホームまたは里親による子供の養育、ならびに
カファーラ（養子に代わるシャリア法の養育関係）およびこのために責任を負う者による
子供の世話に関する官署の監督も含まれる。親責任条約は私法上および公法上の措置を包
含する。ブリュッセルⅡａ規則はその 1 条 1 項によれば民事事件に制限されるが、この概
念はヨーロッパ裁判所の判例によれば自治的に定義されるべきであり、例えば、特定の公
法的な少年保護措置もまた含む124。 
 4 条は、排除される素材および措置の適用領域の包括的なリストを包含する。それには例
えば、父の確定、取消のような身分判決、成年宣告、氏名権、扶養義務、信託および相続、
社会保障、教育および健康に関する事項の一般的性質を有する公的な措置、子供により犯
された刑事事件による措置、ならびに庇護および移民に関する判決が属する。ブリュッセ
ルⅡａ規則にもあるさらなる排除がそれに加わる：親責任条約および同規則は養子縁組事
件、養子縁組の準備に関する措置、ならびに養子縁組の無効、取消しには適用されない（4
条 b）。その理由は国際養子縁組の分野における子供の保護および共助に関する 1993 年 5
月 29 日のハーグ条約(HAÜ)との厳密な区別への努力であった。しかし、子供が他国で里親
のもとで育てられるべき場合であって（KSÜ 33 条、ブリュッセルⅡａ規則 56 条）、調査の
結果養子縁組が問題となることが明らかにならないときは、実務上限界問題が生じる。限
界問題は、中央当局を通じて子供に関する社会的調査報告が入手されるべき場合で（KSÜ 
32 条 a、ブリュッセルⅡａ規則 55 条 aⅰ）、調査報告からこの調査が養子縁組手続きの枠
内で必要とはされないときも生じる。条約起草者の意図によれば上記の事例は KSÜ によっ
                                                   
123 A.Schultz,FamRZ 2011,S.162. 
124 EuGH,27.11.2007,Rs.C-435/06©.Rz.46,53,FamRZ 2008,S.125; 2.4.2009,Rs.C-523/07 
(A),Rz.29,FamRZ 2009,S.843. 
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てではなく、HAÜ のもとで解決される125。HAÜ はすでに 83 の参加国があるのだから、法
的な空白域は少ない126。 
 
（３）国際管轄 
（イ）規定の管轄：子供の常居所地 
 親責任条約の管轄規定は子供中心的である。基本原則は、ブリュッセルⅡａ規則のよう
に本案のために同じ時期に一つの国家のみが管轄権を有するというものである。保護手段
のために管轄権を有するのは常居所地国の裁判所である（5 条）。6 条は単なる居住国に逃
亡者たる子供およびその常居所が確定されえない子供のための国際的管轄を許容する127。 
 
（ロ）子供の常居所の変更 
 常居所の適法に変更されると管轄もまた直ちにその国が新たに常居所地国になったとい
う理由で変更される（5 条 2 項）。なされた措置は、それが新たな常居所地国の官署により
変更されまたは代替されるまで効力を維持する（14 条）128。 
 交渉に際して不適法な居所の変更に関する調整を試みることは極めてわずらわしい。
1980 年のハーグ条約 16 条は、子供が連れ去られた国の官署に、ハーグ条約に基づく返還
手続きが継続している間または裁判所に子供の違法な連れ去りまたは留置が伝えられたと
きから相当期間それが開始されうる限りにおいて、監護措置をなすことを禁じた。しかし、
管轄は規定されてもいないし、禁止されてもいない。これは国内法ならびに場合によって
は他の条約に委ねられている。その規定対象が管轄権をも含む KSÜ は、かような条約であ
り、それゆえにブリュッセルⅡａ規則のように子供連れ去り後の国際管轄権に関する規定
を定めるのでなければならない。7 条では、連れ去った親が過早に、新しい常居所地国の裁
判所が監護権判決をなす機会を利用しえないハーグ条約16条の考えを継承しようとした129。
子供の不法な連れ去りまたは留置の場合には、以前の常居所地の機関が管轄権を有し、子
供が連れ去られた国の国際裁判管轄の理由づけの要件は、新しい常居所地の設定と総ての
監護権者の同意または（共同）監護権者が認識しまたは認識すべかりしとき、地位の喪失
または返還申立ての係属から少なくとも１年間の居住および新しい環境への子供の慣れで
ある（7 条、同旨：ブリュッセルⅡａ規則 10 条（ＥＵにつきもっと広い範囲で））。ブリュ
ッセルⅡａ規則は、それとならんで、二つのさらなる、同規則 11 条により実現されたより
強い法的包摂に遡る管轄の変更のための要件を包含する。新しい居所地国の管轄は、従来
の常居所地国で親にハーグ条約手続きにおける子供の返還の拒絶に続いて規則 11 条 7項の
監護権手続きが申し立てられたが不奏功に終わり、またはそこで子供の返還が命じられな
い監護権判決がなされた場合にも生じる。上記の要件が発生するまでこの国の官署は、11
条に従って子供の身上または財産の保護に関して必要な緊急の措置のみをなしうる（7 条 3
                                                   
125 Lagarde-Bericht,Rz.28,BR-Drucks.14/09,S.35f. 
126 A.Schulz,FamRZ 2011,S.156-157. 
127 A.Schulz,FamRZ 2011,S.157. 
128 A.Schulz,FamRZ 2011,S.157. 
129 Lagarde-Bericht,Rz.46f. 
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項）130。子の問題はわが国では、子の奪取事件においては裁判管轄の決定に際して子の住
所、常居所の所在に加えて累積的な要件を備えることを必要とするという問題としても議
論されている131。 
 
（ハ）離婚した国の国際管轄 
 親責任条約の子供中心的な管轄規定の唯一の例外は 10 条である。それによれば、その常
居所を他の締約国に持っている子供の親の離婚、別居、婚姻の取消しまたは無効宣告の申
立てが係属している国の裁判所は、この国の法がこれを許容する限りにおいて、手続きの
開始に際して、①親の一方がこの国にその常居所を有する場合で、かつ親の一方（同一人
とは限らない）が子供について親の責任を有し、②国際管轄が親の責任の担い手により受
諾され、かつ③この管轄が子供の福祉に適合する場合に、監護権についても決定し（かつ
一般的に子供の身上または財産に関する措置をなし）うる。これはその当時、今日のブリ
ュッセルⅡａ規則となった法律文書に関するブリュッセルでの交渉の内容と一致する。若
干の派遣団は、当時なお第一次的に離婚および別居に向けられた（親を中心とする）ブリ
ュッセルⅡ条約に監護権判決がともに規定され、子供がその常居所を裁判所国に有してい
なかったとしても、親責任条約にも離婚裁判所の管轄が必要であるとの立場を主張してい
た。調整として両者が重なり合う領域のために規則と親責任条約の中に可能な限り同様の
ルールを取り入れることになった。ブリュッセルⅡａ規則では後でこれは婚姻事件とは独
立した監護事件における親の管轄合意の可能性として拡大された（ブリュッセルⅡａ規則
12 条 3 項）132。 
 離婚した国の管轄は、親責任条約によれば、婚姻事件判決が既判力を取得しまたは手続
きが他の理由で終了すると直ちに終了する（10 条 2 項）。条約の成立後直ちにこれは、合意
離婚における短い手続き期間のためにこの付属管轄を監護権および一時的監護権ルールの
ために実際上利用することができないスカンジナビア諸国から批判された。それゆえに 10
条に極めて類似したブリュッセルⅡａ規則 12 条は、2 項 b で、離婚した国における裁判所
の付属管轄に基づく親の責任に関する手続きが、婚姻事件が以前に既判力をもって終結し
た場合でも終わりまでなされうると規定する。その限りでドイツの申立人にとって、他の
ＥＵ参加国との関係において規則が親責任条約に優先することが再び意味を持つ133。 
 
（ニ）管轄の国際的放棄ないし引き受け 
 通例の管轄としての国籍管轄（MSÜ 4 条）134は親責任条約にはもはや存在しない。しか
                                                   
130 A.Schulz,FamRZ 2011,S.157. 
131 高橋宏司｢判評｣戸籍時報 674 号（2011 年）59 頁、海老沢美広・前掲論文朝日法学論集 25
号 18-19 頁参照。 
132 A.Schulz,FamRZ 2011,S.158. 
133 A.Schulz,FamRZ 2011,S.158. 
134 MSÜ 4 条（母国の官署の関与）「（１）未成年者が帰属する国の官署が未成年者の健康がそ
れを要求するとの見解であるときは、それは、未成年者がその常居所を有する国の官署に知らせ
た後でその国内法に従って未成年者の身上または財産の保護のために措置をなしうる。（２）本
法は、この措置の命令、変更および終了のための要件を定める。それは、未成年者と彼が託され
る者または施設との間の関係ならびに第三者との関係においてその効果もまた定める。（３）当
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し常居所地国機関が他国の機関の管轄権行使を許容する 8 条と 9 条は、裁判所の指示によ
る管轄の放棄または引き受けを規定する。5 条及び 6 条によって管轄権を有する子供の常居
所地または単なる居所地の国の裁判所の代わりに、①母国の裁判所、②子供の財産の所在
地国の裁判所、③離婚、別居、婚姻の取消しまたは婚姻無効宣言が係属している国の裁判
所、ならびに④子供が密接な関係を有している国の裁判所が管轄権を有しうる135。 
 これらのドイツの法律家にはすでにブリュッセルⅡａ規則 15条により知られている規範
は、コモンローの（不）便宜管轄（forum (non) conveniens）の法的思考を法典化したもの
である。規則におけると同様に裁判所は、親責任条約によってもまた他国の裁判所自体に
（場合によっては中央当局の助けを得て）放棄または引き受けを求め、またはそこで申立
てをなすために当事者を招請しうる。文言によれば手続きではなく、国際的管轄権が放棄
される。さもなければ首尾一貫して引き受け裁判所が第一審裁判所の手続き費用について
も決しなければならなくなるであろう。しかし、ブリュッセルⅡａ規則 15 条の放棄の場合
に、裁判所がむしろ手続きの放棄から出発し、引き受け裁判所がしばしば第一審裁判所の
手続き書類のコピーを翻訳とともに請求することが示された。規則も親責任条約もこれに
つき相当な規定を包含しない136。 
 ブリュッセルⅡａ規則と親責任条約の違いは当事者の合意に関する要件に関して存在す
る：親責任条約によれば、裁判所は、職権で当事者の合意なしに放棄または引き受けを導
くことができ、他国の裁判所の同意のみが必要である。規則 15 条 2 項によれば少なくとも
一当事者の同意が必要である137。 
 これらのルールは通知義務の制裁なき違反を伴った MSÜ の母国および居住国の管轄の
併存に対して大きな進歩を意味する。両国の裁判所の同意なしに 8 条及び 9 条に述べられ
た国の管轄は理由づけられえない（8 条 4 項、9 条 3 項）（10 条の離婚裁判所の管轄の例外
がある）138。 
 
（ホ）緊急および特別管轄 
 11 条は、子供または彼に属する財産のいる（ある）国に緊急の場合の保護措置のための
国際管轄権を与える。1980 年条約の返還手続が行われている間の訴訟のための後見人の選
任手続の管轄も本条の問題となる139。12 条は、それに加えて、緊急性なしにも一時的かつ
この国の高権に制限された、子供の身上または財産の保護のための措置をなすことを許容
する。12 条の管轄権は、もちろん子供の違法な連れ去りまたは留置の場合に 7 条に述べら
れた要件のもとでのみ生じる。さらにその措置は、すでに 5 条から 10 条に従って管轄権を
有する部局によってなされた措置と調和していないとはいえない140。 
                                                                                                                                                     
該措置の実行のために未成年者が帰属する国の官署が手当てしなければならない。（４）第 1 項
から第 3 項までの規定に従ってなされた措置は、未成年者がその常居所を有する国の官署がな
した措置に代わるものである。」 
135 A.Schulz,FamRZ 2011,S.158. 
136 A.Schulz,FamRZ 2011,S.158. 
137 A.Schulz,FamRZ 2011,S.158. 
138 A.Schulz,FamRZ 2011,S.158. 
139 織田・前掲論文国際法外交雑誌 109 巻 2 号 63 頁。 
140 A.Schulz,FamRZ 2011,S.158. 
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 5 条から 10 条に従って管轄権を有する国の特典は、他の関係でも示される：11 条及び
12 条の各 2 項によれば、その措置は、子供がその常居所を（他の）締約国に有し、かつ 5
条から 10条により管轄権を有する官署が申し立てられた措置をなした場合にはこれらの条
章により効力を失う。MSÜ 11 条141におけるとは異なり親責任条約では、なされた措置に
関して他国の官署に通知する管轄官署の明示的義務は包含されていない。親責任条約は、
ブリュッセルⅡａ規則が優先しない限りにおいて両条約の締約国の関係において親責任条
約に代わるがゆえに、2011 年 1 月 1 日に民事事件における通知に関する指令もまた順応さ
せられた。しかし、なされた措置の効力の継続または無効に関する親責任条約の規定（11
条 2 項、3 項、12 条 2 項、3 項、14 条、15 条 3 項）は、親責任条約の意味ある適用のため
に相当な通知が必要なことを示す。これは国際的共助を強調する親責任条約の精神にも一
致する。 
 子供がその常居所を非締約国に有している場合、11 条 1 項、12 条 1 項に従ってなされた
措置は、常居所地国が要求された措置をなし、かつこれが当該締約国で承認された限り、
各々の国で効力を失う（11 条 3 項、12 条 3 項）142。 
 
（ヘ）親責任条約と永久裁判籍 
 管轄権にとって重要な時点はブリュッセルⅡａ規則によれば原則として裁判所への申立
ての時点である（8 条 1 項、12 条 1 項 b，2 項 b）。親責任条約は、幾つかのコモンロー諸
国の提案が代表者会議により拒絶された後で、この問題については沈黙している。それに
よってこの欠缺が国内訴訟法により満たされ、その問題が各締約国において異なって判断
されるか、または条約作成者が永久裁判籍を欲しなかったと結論づけるかのいずれかであ
る。ドイツの見解によれば、MSÜ のもとでは判決がなされる場合は、永久裁判籍が存在す
るのではなく、管轄を基礎づける事情が存在するのでなければならなかった143。この見解
が親責任条約についても貫徹されることが期待されうる。これに対して MSÜ について、例
えば、BGH,FamRZ 2005，1540 の基礎になっている判決におけるイタリアの見解は異な
っている。 
 ラガルデの親責任条約に関する解説は、代表者会議では両理由づけが主張されたと述べ
る。条約の国際的に統一された解釈に関してラガルデは、永久裁判籍の排除を主張する144。
しかし MSÜ の経験に鑑みて、この場合国際的にはそんなに早くは統一的解釈に到達しない
ことが懸念されうる145。 
 
（ト）パラレルな裁判所への係属 
 13 条はさらなる MSÜ の欠缺を埋める。それは、手続きの開始に際して、そこでの手続
                                                   
141 MSÜ 11 条（母国の官署への通知）｢（１）本条約に基づいて措置をなした官署は、これを
遅滞なく未成年者が帰属する国の官署および場合によってはその常居所地国の官署に通知しな
ければならない。（２）各締約国は、第 1 項に述べられた通知を直接に授受しうる官署を表明す
る。それはこの表明をオランダの外務大臣に通告する。｣ 
142 A.Schulz,FamRZ 2011,S.158. 
143 BGH,FamRZ 2002,SS.1182,1184. 
144 A.Schulz,FamRZ 2011,S.158. 
145 A.Schulz,FamRZ 2011,S.159. 
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きの開始に際して 5条から 10条に従って管轄権を有した他の締約国の官署に相当な措置が
申し立てられ、かつこの措置が検討される場合に、5 条から 10 条に従って管轄権を有する
締約国の裁判所および官署がその管轄権を行使することができないと規定する。これに対
して他の措置（例えば、ある裁判所で離婚後の監護権が、他の裁判所で財産保護措置が係
争中）が問題になる場合は、より早い外国の裁判所への係属は第二の手続きを妨げない146。
13 条の規定は二つの理由により必要である：第一に、親責任条約はあまり競合する管轄を
知らない（10 条の離婚した国の管轄がそうである）。第二に、総ての国が、永久裁判籍が存
在せず、かつ管轄を理由づける事情が喪失する場合に、手続き継続中国際管轄権が喪失す
るというドイツの考えに与するわけではない。最初に申し立てられた裁判所がこれからも
管轄権を有するとしても、親責任条約はそれを除去するための拘束的な規定を用意してい
ない。最初の裁判所の判決がなされ、後で申し立てられた裁判所のルールが、最初に申し
立てられた裁判所とは異なり、親責任条約のもとで永久裁判籍の排除の立場をとっている
とすれば、要請された国が最初の国が条約に従って管轄権を有した場合、承認および執行
宣言の場合の問題が期待されうる。しかし、13 条 2 項は、最初に申し立てられた裁判所に、
その管轄権を放棄することを可能にする147。 
 
（４）適用されるべき法 
（イ）措置の命令 
 自治的衝突規範としてのドイツ民法施行法21条148はドイツへの親責任条約施行により意
味を失う。条約のもとでなされる措置の場合に国際的管轄及び適用されるべき法の併存の
みを主張する MSÜ とも、またいかなる衝突規範をも包含しないブリュッセルⅡａ規則とも
異なり、親責任条約は包括的な衝突法体系を提供する。それはいかなる法に従って締約国
の管轄裁判所および官署が措置をなさねばならないかを定めるが、いかなる法が個々の措
置とは独立して法律上当然に監護関係を支配するかもまた規定する。同様に衝突規範は移
動する衝突についても、すなわち、子供の他国への法に適った移動の場合にも見出される149。 
 MSÜにおけると同様、第2章の管轄権の行使に際して官署はその固有の法を適用する（15
条）。しかし、管轄権がブリュッセルⅡａ規則のような他の法規に基づく場合にも併存原則
が適用されるか、または適用されるべき法がその場合国内法に従って探求されるべきかど
うかという MSÜ に関する議論は解消されうる。それは特に、子供が裁判所の国で聴聞され
てもまたそこに常居所を有してもいない事例における、ブリュッセルⅡａ規則 12 条 1 項の
離婚した国の管轄に関わる。しかしこの管轄権は親責任条約 10条もまた知るところであり、
そのために15条において離婚の管轄が多数あるにもかかわらず明示的に併存を主張する150。 
                                                   
146 Lagarde-Bericht,Rz.79. 
147 A.Schulz,FamRZ 2011,S.159. 
148 ドイツ民法施行法(EGBGB)21 条（親子関係の効力）｢子供とその親との間の法律関係は、子
供がその常居所を有する国の法に従う。｣ 
149 A.Schulz,FamRZ 2011,S.159. 
150 A.Schulz,FamRZ 2011,S.159.ビューレンによれば、親責任条約 15 条とブリュッセルⅡａ規
則とが競合する場合、①ブリュッセルⅡａ規則に基づく手続に親責任条約 15 条 1 項が無制限に
適用される。②親責任条約の管轄の要件が仮定的に満たされる場合にのみ同条約 15 条 1 項が適
用される。③親責任条約 15 条 1 項は居住地法が原則的に適用されるという意味で理解される。
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 子供の常居所地が他の締約国に変更した場合、従来管轄権を有した国によりなされた措
置は、それが今や管轄権を有する官署により変更され、代替されまたは廃止されるまで効
力を維持する（14 条）。それが効力を維持する限り、その措置は新しい常居所地国の法の条
件に従って適用される（15 条 3 項）。その規定は、その当時ブリュッセルⅡａ規則のもとで
ドイツの中央当局に課された問題を解決した。従来の子供の常居所地国で選任された後見
人がその被後見人とともにドイツに来た場合、様々な国の法秩序は、後見人を選任した裁
判所に 3 ヶ月または 6 ヶ月毎に子供の健全な生活に関する社会的調査報告がなされること
を要求する。しかし、かような報告が求められたドイツの少年局は、しばしば遅くとも第
二報告後、いかなる子供の健康の危殆化が確定されえないがゆえに、更なる家庭訪問のた
めの法的基礎が欠けていると伝える。将来的には 15 条 3 項の援用のもとに、ドイツ法がそ
れをこれらの場合に規定していない限り、さらなる報告の要求を拒否することが可能であ
る151。 
 
（ロ）法律上の親の責任 
 裁判所または官署の関与のない法律上の親の責任の割り当てまたは消滅は、16 条 1 項に
より原則として子供の常居所地国の法に従う。同じことは、合意または一方的法律行為に
よる親の責任の割り当てまたは消滅についてあてはまる。標準となるのは、合意または一
方的法律行為が有効となる時点における子供の常居所である（16 条 2 項）152。 
 子供の（従来の）常居所国の法に従った親の責任は、他国への常居所の変更後存続する
（16 条 3 項）。これは新常居所地国の法に従った親の責任の（共同）帰属者が、例えば、こ
の法が婚姻していない父親に法律上共同監護権を与えないという理由で、共同監護権を有
しない場合にもあてはまる。子供の常居所地の他の国への変更は、かように最初に法律上
取得した監護権の喪失には導きえないが、逆に監護権者に引越しにより更なるものが付加
される可能性がある。これは例えば、子供の従来の常居所地国の法に従ってもっぱら監護
権を有する母親がその非嫡出子とともに、法律上当然に未婚の父親に共同監護権が帰属す
る国に引っ越した場合である。実務にとってこのことは、将来特に、ハーグ条約に従った
事例で、子供が違法な連れ去りまたは留置の前にその常居所を有した国における監護権の
状況の探求がより複雑となり、従来よりも監護権を侵害される者が潜在的に増えるかもし
れないことを意味する。以前の常居所地国の法に従った監護権者の権利が考慮されるべき
                                                                                                                                                     
④親責任条約 15 条 1 項の適用は排除され、自治的な衝突法が適用されるという四つの選択肢が
考えられるが、国際的管轄権に関しては親責任条約に優先するブリュッセルⅡａ規則が管轄の問
題に適用され、かつブリュッセルⅡａ規則に従って管轄権を有する裁判所が適用すべき法は、親
責任条約 15 条 1 項、15 条 2 項、3 項および 16 条に従って無制限に定められる。MSA とは異
なり、自治的な衝突法の適用の排除のために常居所地管轄権と適用されうる法との併存の支障の
危険を親責任条約は冒している。かような障害は、両管轄規定の類似性に基づいて個々の事例（ブ
リュッセルⅡａ規則の永久裁判籍など）においてのみ生じ、実務上は稀な場合にしか子供の福祉
の事実上の侵害に導かない。それを越えて不当な帰結は、親責任条約１５条２項の例外規定によ
って常に補われうる(I.Büren,a.a.O.,S.209f.)。したがって、基本的には上記選択肢の①が支持さ
れるべきことになる。 
151 A.Schulz,FamRZ 2011,S.159. 
152 A.Schulz,FamRZ 2011,S.159. 
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である153。 
 親の責任の行使は子供の常居所地国の法に従って決せられる。従って引越しの場合同様
に変更し得る（17 条）。 
 20 条および 21 条はある国の法の指示が事実規範の指示であること、およびそれが原則と
して非締約国の法が指示される場合にもあてはまることを明らかにする。その固有の法を
適用するであろう、更なる非締約国の法の更なる指示の場合に、この他の非締約国の法の
適用を宣言する 21 条 2 項はその例外である。19 条は、法定代理人の代理権限に関する第
三者の信頼保護規定であり、22 条は、子供の福祉に向けられた衝突法上の公序の留保を規
定する154。 
 
（５）承認と執行可能宣告 
 親責任条約の規定によりなされる判決は、他の締約国でも法律上当然に承認される（23
条 1 項）。14 条によりそれは他の締約国で管轄権を理由づける事情が後で喪失した場合にも、
条約に従って管轄権を有する部局がそれを変更し、他のものをもってそれに代え、または
取り消すまで効力を有する。24 条は法的安定性のためにそれとならんでブリュッセルⅡａ
規則のように宣言的な承認確定手続きを許容する。23 条 2 項は承認拒絶事由の完結的なリ
ストを包含する。それには規則とは異なり、親責任条約に従った第一審の管轄コントロー
ルが属する。（デンマークを除く）ＥＵ国家との関係では、親責任条約に代わり、ＥＵ法（こ
の場合ブリュッセルⅡａ規則）に従って他のＥＵ加盟国の判決が執行される。52 条および
親責任条約の署名および批准に際してなされたＥＵ加盟国の表明参照155。 
 更なる拒否理由は、（これが要請された国の本質的な手続き原則に違反している限りでの）
子供または親の責任の担い手の聴聞の欠缺（緊急の場合は法律上の聴聞の違反は問題とは
ならない）、子供の福祉の顧慮のもとにおける公序の違反ならびにこれらが要請された国で
承認可能である限りにおける、非加盟国である子供の常居所地国でなされた措置との不調
和である。 
 執行のためには執行宣言が必要である（26 条 1 項、28 条）。この場合もまた 23 条 2 項に
述べられた拒否事由が当てはまる（26 条 3 項）156。 
 
（イ）執行可能な名義 
 それが執行可能な内容を有している場合にのみある名義に基づいて執行されうる。それ
はドイツ法によれば子供の引渡命令なしの監護権の割り当てまたは剥奪には適合しない。
しかし、多くの法秩序ではこれは異なっている。したがって、外国の監護権判決に基づく
監護権者はしばしばそれに基づいてドイツで子供の引渡を執行することを期待する。これ
がドイツの監護権判決の場合は不可能であるとしても、ドイツで外国の監護権判決に基づ
く引渡の執行がなされうる。国際法上の条約およびヨーロッパ連合法によれば、外国の執
行名義の承認は原則として、それに内国でそれが発生国で有するのと同じ効力が付与され
                                                   
153 A.Schulz,FamRZ 2011,S.159-160. 
154 A.Schulz,FamRZ 2011,S.160. 
155 A.Schulz,FamRZ 2011,S.160. 
156 A.Schulz,FamRZ 2011,S.160. 
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ることを意味する157。それとともに外国の債務名義に内含されている引渡義務は承認され
れば内国でも存在する（IntFamRVG 3 条の明確にしてくれる新しい条文の理由参照158）。
もちろんそれに連邦最高裁の判例は反対する159。それに加えてドイツの立法者は正当にも、
外国の執行名義がこの引渡命令を包含するかどうかを検討することが執行官に期待されえ
ないことを認める。したがって 2011 年 1 月 1 日の IntFamRVG 33 条は、「執行名義が規則
（EG）Nr.2201/2003、ハーグ親責任条約またはヨーロッパ監護権条約の適用領域内でそれ
が作成された国の法に従って子供の返還を包含する場合は、家庭裁判所は返還命令を執行
条項または４４条に従ってなされる命令の中に明示的に受け入れうる」と規定する。従来
はこれは IntFamRVG 33 条にヨーロッパ監護権条約(ESÜ)についてのみ規定されていた160。 
 
（ロ）強制執行 
 執行手続き自体は子供の福祉を顧慮して執行国の国内法に従って定められる（２８条）。
子供の引渡または一時的監護の実行に向けられ、かつブリュッセルⅡａ規則第３章、子供
保護条約または ESÜ に従ってドイツで執行されるべき外国の債務名義の執行は、まず第一
に IntFamRVG 44 条により定められる。補充的に家事事件および非訟事件手続法
(FamFG)89 条以下（人の引渡に関する判決の強制執行の方法に関する規定）が適用される
が、IntFamRVG 44 条の特別規定が優先する（FamFG 97 条 2 項）161。 
 
（６）国境を越える共同作業 
 MSÜ のもとでの国際的共助の不十分な経験に鑑みて、子供保護条約のもとではこれにつ
き詳しい規定が置かれている（29 条～39 条）。ドイツは 29 条の中央当局としてボンの連邦
司法省を指定している。それはこの任務をすでにハーグ条約、ESÜ およびブリュッセルⅡ
ａ規則に従って遵守している162。 
 親責任条約に基づく中央当局の任務は、特に法的状態および存在する子供保護サービス
に関する情報の伝達（30 条 2 項）、8 条および 9 条に基づく管轄権の移転に際しての裁判所
の支援、和解合意の容易化（31 条 b）および子供が要請された国におり、かつ保護を必要
としている外観が存在する限りにおける、子供の居所の探求である（31 条）。中央当局また
は子供が密接な関係を有している締約国の管轄官署の正当な要請に基づいて、子供がその
常居所を有するとともにそこに見出される締約国の中央当局は、直接またはその他の部局
の助けを得て子供の社会的状態に関する報告を作成し、かつ子供の身上または財産のため
の保護措置が必要かどうかの検討をその国の管轄官署に要請しうる（32 条）。 
 ブリュッセルⅡａ規則におけるとは異なり、判決および手続き状況ならびに係属の時点
に関する情報の入手は明示的に言及されていない。しかしこの活動は 30 条 1 項のもとで理
解されうる。同条項によれば、中央当局は共同で作業し、条約の目的を実現するために管
                                                   
157 Jan Kropholler,Internationales Privatrecht,6.Aufl.,2006,para.60 V.1. 
158 BR-Drucks.8/09,S.14. 
159 BGH.Beschl.v.22.6.2005,FamRZ 2005,SS.1540,1542. 
160 A.Schulz,FamRZ 2011,S.160. 
161 A.Schulz,FamRZ 2011,S.160. 
162 A.Schulz,FamRZ 2011,S.160.ドイツ中央当局のウェブサイト:www.bundesjustizamt.de/ 
sorgerecht. 
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轄官署の共同作業を促進すべきである163。 
 ドイツの中央当局のブリュッセルⅡａ規則の同様な規定の 5 年間にわたる実際上の経験
の後、その固有の活動の重心が社会的行動の報告の国境を越えた追完にあるといわれうる。
これは、一つは、特に監護権および一時的監護権に関する浮動的手続きにおいて追完され
る。しかしそれと並んでさらなる適用領域がある：両親から子供の福祉の考慮に基づいて
家庭裁判所により親の監護が剥奪され、かつ少年局が子供の後見人に指定されたが、子供
が同様に両親のもとにいる場合、少年局は、それがそのことを知りまたはそれを了解する
ことなしに、親が子供を外国に連れ去ったときは、ハーグ条約に基づく返還の申立てをな
しうる。親が子供とともに帰還しようとしない場合は、それは子供が返還後他人により引
き取られねばならないことおよび場合によっては親とほとんどコンタクトを取れないこと
に導く。しかし、ヨーロッパ裁判所(EuGHMR)は繰り返し、他人に引き取られる場合でも
実の親と子供がコンタクトを有していることがいかに重要かを明らかにした164。結局少年
局は、監護権を有しない親の子供との他のＥＵ加盟国への違法な移転の場合に、今や時折
まず社会的調査報告を求める。このようにして新しい居所地国の子供保護官署は、家庭訪
問をなし、子供保護のありうる危殆化を確定し、場合によっては自己の管轄で（ブリュッ
セルⅡａ規則 20 条）それを除去する。子供保護官署の更なる共同作業が、新しい居所地国
の官署が子供の福祉を同様によく保護しうることを生ぜしめた場合は、少年局は時折従来
の常居所地国への子供の返還を拒否する165。 
 32 条によれば、社会的調査報告の入手のために、子供が密接な関係を有する締約国の中
央当局または他の管轄官署の正当な要請で十分である。これは歓迎すべきことである。な
ぜならば比較しうるブリュッセルⅡａ規則 55 条 aⅰによれば、表面的には他の参加国の中
央当局および親の責任の担い手のみが相当な要請をなす権限を有するからである。この場
合明らかに編集上のミスが問題になる。なぜならばこの申立て権能の制限は文言によれば
規則 11 条 6 項～8 項、15 条および 56 条による裁判所と官署の間の共同作業の、規則 55
条 c 及び d に言及された支援のためにも適用されるからである。しかしそこで裁判所およ
び官署は、援助を必要とし、そこから通常の場合に相応の要請が生じる部局なのだから、
その規定が誤って狭く定式化されたことが明らかである。 
 したがって例えば、従来外国で暮らしてきた子供が居住している地区のドイツの裁判所
がある措置をなし、そのためにその外国から社会的調査報告を得ようとするときは、本来
はまず後見人を選任し、次いでその要求によりその外国から社会調査報告を入手する。し
かし奇妙にも、その文言にもかかわらず他のＥＵ加盟国の官署は、要請が単に監護権の保
持者（私人）に由来し、裁判所または官署に由来しない場合は、社会調査報告を与えるこ
とを拒絶する。この問題は 32 条では生じない。もちろんこの場合もまた再び、（デンマー
クを除く）他のＥＵ加盟国との関係で規則が親責任条約に優先することが想起されるべき
である166。 
                                                   
163 A.Schulz,FamRZ 2011,S.160-161. 
164 EuGHMR,26.2.2002,Rs.46544/99,(Kutzner/Deutschland),Rz.59,77-82,FamRZ 2002,S. 
1393. 
165 A.Schulz,FamRZ 2011,S.161. 
166 A.Schulz,FamRZ 2011,S.161. 
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 若干のＥＵ参加国（例えばフランスおよびオーストリア）は、規則 55 条が子供に関する
報告についてのみ述べるがゆえに、ブリュッセルⅡａ規則 55 条のもとで、ドイツで適用さ
れている監護権または面接交渉手続きの枠内で外国で生活している親の一方に関する社会
的調査報告を作成することを拒絶した。ヨーロッパ連合に加わっていない親責任条約加盟
国との関係での部分解決のみを、その限りで親責任条約 35 条 2 項が提供する。それによれ
ば、要求する親の面接交渉に関する報告が作成され、伝達されうる。したがって、将来的
にも、「国際的社会サービス」を通じての、監護権または一時的監護権に関する、特に親に
関する社会的調査報告の国境を越えた入手は、中央当局を通した情報の調達と並ぶ更なる
道として意味を有するであろう。これは、ブリュッセルⅡａ規則のもとで明らかに、「国際
的社会サービス」が報告のために費用を要求する一方では、中央当局を通じての社会調査
報告の入手が無料であるという事実が協力に作用する場合より一層あてはまる。しかし、
親責任条約によれば、要請が裁判所または官署に由来するのではない限り、ドイツの中央
当局の活動は有料である（38 条、司法行政の分野における費用に関する法律(JVKostO)2
条 2 項167）。基本料金は 10 ユーロ～300 ユーロ168。 
 
（７）子供の国境を越えた収容 
 33 条は中央当局の活動のさらなる要点である：それによれば、子供の他の締約国のホー
ムまたは里親のもとでの国境を越えた収容は、子供の福祉の考慮のもとに要請された国の
官署のあらかじめの同意に依存する。これはすでにブリュッセルⅡａ規則 56 条に基づいて
2005 年 3 月 1 日以来（デンマークを除く）ＥＵ加盟国の間の関係にあてはまるが、この場
合違いがある169。ブリュッセルⅡａ規則では、ドイツの裁判所または官署が（デンマーク
を除く）他のＥＵ加盟国の養護施設または里親のもとでの収容を意図する場合、子供が収
容される国の管轄官署のあらかじめの同意を必要とするかどうか、またその場合どのよう
な手続によるかは、子供が収容される国の国内法によるとされ、その要請は、直接に管轄
の外国官署に向けられ、またはドイツ中央当局に送達されうる。あらかじめの同意が必要
でない場合も、いずれにせよ当該国の中央当局または管轄官署に収容について情報提供さ
れるべきであり、この場合もまた連邦司法省が援助に協力するものとされている170。 
ブリュッセルⅡａ規則の作成に際して協議に加わった国は、かような手続きを同意の要
件から外すことを決めた。この場合純粋に内国の事例ではいかなる官署も協力するに及ば
ない（ドイツでは例えば、社会法典(SGB)Ⅷの同時に援助する必要のない場合の親族の扶養
の事例）。その原因は、国内であれば官署と関わりのない扶養のために付加的な国際的な官
僚機構を導き入れたくないという点にあった。しかし、実務はブリュッセルⅡａ規則の 5
年間に、連れ去り国で官署が収容について協力しなければならないかどうかを最初にみつ
けるためには多額の費用を要することを示した。ブリュッセルⅡａ規則に従った収容にお
                                                   
167 JVKostO 2 条 2 項｢枠費用の場合は、費用義務を伴う官庁の行為を行った官署が費用の額を
定める。官署は、その場合特に当事者にとっての事件の意味、官庁の行為の実行と結びついた尽
力および費用義務者の経済的関係を考慮しなければならない。｣ 
168 A.Schulz,FamRZ 2011,S.161. 
169 A.Schulz,FamRZ 2011,S.161. 
170 http://www.bundesjustizamt.de/nn_258946/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S. 
10. 
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ける更なる問題は、56 条が必要な証拠資料に関してもまた要請された国の法を指示してい
ることである。それに対して親責任条約は自主的なルールを包含する。収容がなされるべ
き国の同意が常に必要であり、かつ子供の福祉の留保に服する。要請のために子供に関す
る報告および収容提案の理由が伝達されるべきである。これは歓迎すべきことである171。 
 民事事件に制限されたブリュッセルⅡａ規則のもとで、先ず第一に、それが外国で実行
される場合、SGB Ⅷに従ったドイツ少年局による個人教育的な個別的措置もまた 56 条に
服するかどうかは不確かである。その場合親の監護権における判決により干渉されるので
はなく、身上監護権者には給付行政の方法により申立てに基づいて公法上の教育に関する
援助が与えられる。しかし、その間に大抵のＥＵ諸国は助言手続きが実行されるべきこと
から出発する。推測上この解釈は、本来公法上の措置もまた定める親責任条約においても
貫徹される。しかし、SGB Ⅷ 27 条以下の（教育の援助に関する）措置、特に個人教育的
な個々の措置における問題は、社会的安全確保、教育および健康事件における一般的性質
の公的措置および子供により犯された刑事事件による措置が（規則におけると同様）親責
任条約の適用領域から排除されることである。従って、SGB Ⅷ 27 条以下の個々の措置が
親責任条約に服するか否かは個々的に判断されるべきである172。 
ドイツの少年局およびそれらにより委託された任意の少年援助の担い手にとって、条約
が何が明らかにされるべきかを明確に規定しているがゆえに、SGB Ⅷ 5 条173に従った個
人教育的な計画に際して助言手続きを行うことはより簡単である。SGB Ⅷ 33 条174に従っ
た調和ある標準が、規則 56 条に従って設けられうる、自治的な法に従った要求にも作用す
ることが期待されうる175。 
 （デンマークを除く）他のＥＵ加盟国の管轄官署が、子供をドイツの養護施設または里
親のもとで収容する意図である場合は、IntFamRVG 45条～47条が詳しいことを規定する。
収容は、その地区で子供が収容されるべきラント少年局のあらかじめの同意を必要とする。
管轄家庭裁判所による同意の付与がこれを認めさせるのでなければならない。IntfamRVG 
46 条 1 項によれば、通例①国内での意図された収容の遂行が、特に国内への特別のこだわ
りがあるがゆえに、子供の福祉に適合し、②外国の官署が報告および必要な限りにおいて、
それから意図された収容の原因が生じる医師の証明または鑑定を提出し、③聴聞が子供の
年齢または成熟度に基づいてもたらされないようにはみえない限りにおいて、外国の手続
で子供が聴聞され、④適当な施設または里親の同意が存在し、かついかなる原因もそこで
の子供の世話に反せず、⑤必要な外国法上の同意が付与または確言され、⑥費用の引き受
                                                   
171 A.Schulz,FamRZ 2011,S.161-162. 
172 A.Schulz,FamRZ 2011,S.163. 
173 SGB Ⅷ 35 条（充実した社会教育的な個別的世話）「充実した社会教育的な個別的世話が、
社会的な収容および自己責任的な生活に関する充実した支援を必要とする若年者に与えられる
べきである。援助は原則として長期間与えられ、若年者の個別的な必要を考慮すべきである。」 
174 SGB Ⅷ 33 条（一日中の世話）｢一日中の世話における教育に関する援助は、子供または若
年者の年齢および成長段階およびその個人的なつながりならびに他の家族の中での子供および
若年者の出身家族における教育条件の改善の可能性に一致して期限の定められた教育援助また
は長期間の生活様式を提供すべきである。特別に成長の障害を受けた子供および若年者について
は、家族の世話の適当な形式が創設されかつ拡充されるべきである。｣ 
175 A.Schulz,FamRZ 2011,S.163. 
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けが規定される場合に、要求に適合したものとなる。 
 ドイツでの自由を奪う（閉鎖的な）収容は、それを超えて、要求する国で収容について
裁判所が判断し、かつ伝えられた事実関係の基礎付けに際して国内法に従って自由の剥奪
と結びついた収容が同様に許容されるであろう場合にも許容されうる。 
 外国からの収容の要求は、直接に管轄ドイツラント少年局に向けられうる。要求はドイ
ツの中央当局または他の関与する国にも送達されうる176。 
 
（８）移行規定 
 親責任条約はその条約がその国で効力を生じた後でのみ、その国で行われた措置に適用
されうる（53 条 1 項）。措置の承認および執行には、その条約がもといた国と要請された国
との間で効力を生じた後でその措置がなされた場合に適用されるべきである（53 条 2 項）177。 
 
５ 結び 
 本稿で解説した三つの条約ないし規則の各々の特徴について記したい。ハーグ子連れ去
り条約と同時期にドイツで批准されたヨーロッパ監護権条約は、ＥＵ加盟国に属する国の
国民の間で起こった事件にしか適用がなく、しかもドイツでは、ハーグ子連れ去り条約が
適用される場合は、ヨーロッパ監護権条約の適用はないとされているため、ドイツでは適
用事例が多くなく、かつ今日ではブリュッセルⅡａ規則に取って代わられている。ブリュ
ッセルⅡａ規則は、婚姻事件及び親の子に対する責任に関してＥＵ加盟国の一つで下され
た判決の効力や執行力が一定の場合に他のＥＵ加盟国で効力を有することを定めたもので
あるが、親の一方による国境を越えた子の連れ去りの場合の子の常居所地国への返還を定
めるハーグ子連れ去り条約に関するルールも含まれている。そして同規則は、ハーグ条約
が制定された後 15 年経ったときに制定されたものであるため、特に子の連れ去りの場合の
子の返還の要件や返還手続に関するルールは、ハーグ子連れ去り条約の理念に沿った形で
その不十分な点を様々な点で補正しており、今日のＥＵ諸国間の子連れ去り事件ではもっ
ぱらこのブリュッセルⅡａ規則の定めるところによっている。 
 これに対して、ハーグ親責任条約は、ハーグ子連れ去り条約とは異なり、子の連れ去り
の場合の子の返還手続に関するルールだけを定めるものではなく、親の子に対する責任に
関する包括的ルールを定めるものである。そのためハーグ子連れ去り条約後展開した親に
よる子の監護に関する新たなルールを数多く含み、親子関係を律するルールとして我々に
とってもきわめて参考価値が高い。ハーグ子連れ去り条約に加盟した後は、このハーグ親
責任条約の批准が問題とされるであろうと考えられる。 
 子をめぐる親の監護の問題は、特に国境を越えた子の連れ去りとその回復が世界的な問
題となってからは、数多くの世間の耳目を集める事件が報道され、多くの家族法関係者に
よって議論が深められることによって新たなルールが形成され、かつヨーロッパだけでな
く、世界中の人々によってこのような新たなルールが受け入れられつつある。我々もこの
ような世界の趨勢に従って、日本人と外国人との間で問題となる子の連れ去りとその回復
                                                   
176 http://www.bundesjustizamt.de/nn_258946/DE/Themen/Zivilrecht/HKUE/HKUEInha,S. 
10-11. 
177 A.Schulz,FamRZ 2011,S.162. 
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の問題だけでなく、親による子の監護一般の問題について知見を新たにし、普遍的なルー
ルを探求して、合理的な解決が得られるように努力する必要があると考える。法の国際化、
平準化、これがこれからの我々の課題であろう。 
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（資料） 
１ ハーグ子連れ去り条約 
２ ヨーロッパ監護権条約 
３ 監護権条約施行法 
４ 国際家族法手続法 
５ ブリュッセルⅡａ規則 
６ ハーグ親責任条約 
 
 
 
１ ハーグ子連れ去り条約 
 
 
ハーグ国際的子供の連れ去りの民事的側面に関する条約
（1980 年 10 月 25 日採択、1983 年 12 月 1 日発効）） 
 
 本条約の署名国は、子供の福祉が監護権のあらゆる状
況において優先的な意味をもつという確信において、子
供を違法な連れ去りまたは留置の不利益から国際的に保
護し、その通常の滞在国への即時の返還を確保するため
の手続きを導入し、かつ子供の一時的監護権の保護を確
保するという意図において、この目的のために条約を締
結することを決し、以下の規定を合意した。 
 
 第１章 本条約の適用範囲 
 
第１条（本条約の目的）本条約の目的は、ａ）違法に締
約国に連れ去られまたはそこで留置されている子供の即
時の返還を確保し、かつｂ）締約国に存在する監護権お
よび他の締約国における一時的監護権が事実上考慮され
ることを確保することである。 
 
第２条（締約国の義務）締約国は、その特権領域におい
て条約の目的を実現するために、すべての適切な措置を
とる。この目的のために締約国は、その最も迅速に可能
にする手続きを適用する。 
 
第３条（連れ去りまたは留置の違法性）（１）子供の連れ
去りまたは留置は、ａ）子供が、それにより連れ去りま
たは留置の直前にその常居所を有していた国の法律に従
って、ある者、官署またはその他の部局にもっぱらまた
は共同して帰属する監護権が侵害され、かつｂ）この権
利が連れ去りまたは留置のときにもっぱらまたは共同し
て行使され、または連れ去りまたは留置がなされなかっ
たとしたら、現実に行使されたであろう場合に、違法と
みなされる。（２）ａ）で言及されている監護権は、特に
法律上当然に、裁判所または官署による決定に基づいて
または当該国家の法に従って有効な合意に基づいて存在
しうる。 
 
第４条（子の身分における要件）本条約は、監護権また
は一時的監護権の侵害の直前にその常居所を締約国に有
した総ての子供に適用される。本条約は、子供が 16 歳を
超えている限りもはや適用がない。 
 
第５条（監護権および一時的監護権）本条約の趣旨にお
いて、ａ）監護権は、子供の身上監護、特に子供の居所
を定める権利を、ｂ）一時的監護権は、一定期間その常
居所以外の場所で子供を育てる権利を包含する。 
 
 第２章 中央当局 
 
第６条（決定）（１）各締約国は、本条約によりそれに与
えられる任務を遵守する中央当局を定める。（２）連邦国
家、多数の法体系を有する国家または自治的な領域体か
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ら成る国家は、自由に多数の中央当局を定め、かつその
地域的な管轄を定めることができる。国家がこの可能性
を用いる場合は、それは、この国における管轄中央当局
への伝達に関する申立てが向けられる中央当局を定める。 
 
第７条（任務）（１）中央当局は、共同して作業し、子供
の即時の期間を確保し、かつ本条約の他の目的もまた実
現するために、それらの国の管轄官署の共同作業を促進
する。（２）特にそれらは、ａ）違法に連れ去られまたは
留置された子供の居所地を発見し、ｂ）一時的な措置を
なしまたは惹起するために、子供の更なる危険または当
該当事者の不利益を回避し、ｃ）子供の自由な返還を確
保し、または状況の穏便な取り決めをもたらし、ｄ）目
的に適っている限り、子供の社会的状況に関する情報を
交換し、ｅ）条約の適用との関係においてそれらの国の
法に関する情報を獲得し、ｆ）子供の返還を実現し、な
らびに場合によっては一時的監護に関する権利の実行ま
たは有効な行使を確保するために、裁判所または官署の
手続きを開始し、またはかような手続きの開始を容易に
し、ｇ）必要な限りにおいて、弁護士の付与を含む訴訟
費用および助言の援助の承認を惹起しまたは容易にし、
ｈ）必要かつ適切な官署の事前の措置により子供の安全
な返還を確保し、ｉ）条約の効果について相互に教示し、
かつその適用を妨げる支障を可能な限り排除するために、
直接または他の援助を得てあらゆる適切な措置をなす。 
 
 第３章 子供の返還 
 
第８条（申立て）（１）人、官署またはその他の部局が、
子供が監護権の侵害のもとで連れ去られまたは留置され
ていると主張する場合、それは、その支援を得て子供の
返還を確保するために、子供の常居所地を管轄する中央
当局または他の加盟国の中央当局に申し立てうる。（２）
申し立ては、ａ）申立人、子供および子供を連れ去りま
たは留置したとされている者の同一性に関する言明、ｂ）
それが確定されうる限りにおける、子供の生年月日、ｃ）
申立人が子供の返還請求のために主張する論拠、ｄ）子
供の居住地および子供を連れているとされる者の同一性
に関するすべての公にしうる言明を包含する。（３）申し
立ては、以下のように補充され、またはそれに以下のも
のが付加されうる：ｅ）事件のために重要な決定または
合意の信頼すべき謄本、ｆ）その国の当該法規定に関す
る証明書または宣誓に代わる表明（宣誓供述書）（それは
子供が常居所を有している国の中央当局またはその他の
管轄官署またはその権限を有する者に由来するものでな
ければならない）、ｇ）すべてのその他の事件にとって重
要な文書。 
 
第９条（他の中央当局への申立ての移送）第 8 条に従っ
て申し立てが届けられる中央当局が、子供が他の締約国
にいることを認めるべき理由を有する場合は、それは申
し立てを直接かつ遅滞なくこの国の中央当局に伝達する。
それはそのことを、要求する中央当局または場合によっ
ては申し立て人に伝達する。 
 
第１０条（任意の返還）子供がいる国の中央当局は、子
供の任意の返還を実現するために、すべての適切な措置
をなし、または惹起する。 
 
第１１条（緊急性の要請）（１）子供の返還手続きにおい
て各々の締約国の裁判所または行政官署は、要求された
迅速さをもって行為しなければならない。（２）事件を扱
っている裁判所または行政官署が申し立て到着後 7 週間
以内に決定をなさなかったときは、申し立て人または要
求された国の中央当局が自らまたは要求する国の中央当
局の請求に基づいて遅延の理由の説明を求めうる。要求
された国の中央当局が解答を入手したときは、その中央
当局はこれを要求する国の中央当局または場合によって
は申し立て人に伝達する。 
 
第１２条（返還命令）（１）子供が第 3 条の趣旨において
違法に連れ去られまたは留置され、かつ子供がいる締約
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国の裁判所または行政官署への申し立ての到達が、連れ
去りまたは留置のときから 1 年も経過していないときは、
管轄裁判所または管轄行政官署は、即時の子供の返還を
命じうる。申し立てが第 1 項に述べられた期間経過後に
初めて到達したときは、裁判所または行政官署は、（２）
子供がその新しい環境の中で住み慣れたことが証明され
ない限り、同様に子供の返還を命じうる。（３）要請され
た国の裁判所または行政官署が、子供が他の国に連れ去
られたことを認めるに足る論拠を有するときは、手続き
が中止され、または子供の返還を求める申し立てが棄却
される。 
 
第１３条（拒否理由）（１）第 12 条にもかかわらず、要
請された国の裁判所または行政当局は、子供の返還に抵
抗する者、官署またはその他の部局が、ａ）子供の身上
監護権が帰属する者、官署またはその他の部局が、連れ
去りまたは留置のときに監護権を事実上行使せず、連れ
去りまたは留置に同意し、またはこれに後で同意し、ま
たはｂ）返還が子供の肉体的または精神的な損害の重篤
な危険と結びついており、または子供を他の方法で期待
しえない（耐え難い）状況に置くことを証明するときは、
子供の返還を命じる義務を負わない。（２）裁判所または
行政当局は、さらに、子供が返還に抵抗し、彼の考えを
考慮することが適切であるようにみえる年齢および成熟
度に達していることが確定される場合は、子供の返還を
命じることを拒絶しうる。（３）本条に述べられている事
情の評価に際して、裁判所または行政当局は、子供の常
居所国の中央当局または他の管轄官署により与えられた、
子供の社会的状況に関する情報を考慮しなければならな
い。 
 
第１４条（外国法および他国の判決の顧慮）要請された
国の裁判所または行政当局が、3 条の意味における違法
な連れ去りまたは留置が存在するかどうかを確定したと
きは、それは、子供の常居所地国において適用される法
および裁判所または官署の判決を、それらがそこで形式
的に承認されているかどうかを問わず、直接に考慮しう
る。それに際してそれは、この法律の証明またはさもな
ければ遵守されるべきであろう外国判決の承認に関する
特別の手続きを考慮するに及ばない。 
 
第１５条（違法性に関する証明）締約国の裁判所または
行政当局が子供の返還を命じる前に、それは、申し立て
人に、当該国家においてかような判決または証明が実効
を有しうる限り、それから連れ去りまたは留置が第 3 条
の意味で違法であることが生じる、子供の常居所地国の
官署の判決またはその他の証明の提出を請求しうる。締
約国の中央当局は、かような判決または証明の入手に際
して可能な限り申し立て人を支援すべきである。 
 
第１６条（監護権に関する本案判決の禁止）子供が連れ
去られまたは留置されている、締約国の裁判所または行
政当局に、第 3 条の意味の子供の違法な連れ去りまたは
留置が伝えられたときは、それは、子供が本条約に基づ
いて返還されえないことが決定され、または、通知後相
当期間内に本条約に基づく申し立てがなされない場合に
初めて、監護権についての事件の判決をなしうる。 
 
第１７条（要請された国における監護権判決の存在）要
請された国において監護権に関する判決がなされ、また
はそこで承認されうるという事情は、それ自体としては
本条約の基準に従って子供の返還を拒絶する理由とはな
らない。しかし、要求された国の裁判所または行政当局
は、条約の適用に際して判決の理由を考慮しうる。 
 
第１８条（いつでも返還を命じうる可能性）裁判所また
は行政当局は、本章の規定によりいつでも子供の返還を
命じることを妨げられない。 
 
第１９条（返還判決の射程距離）本条約に基づいてなさ
れた子供の返還に関する判決は、監護権に関する判決と
はみなされえない。 
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第２０条（人権の抵触）第 12 条に基づく子供の返還は、
それが要求される国で妥当している人権および基本的自
由の保護に関する基本的価値に従って許容されない場合
は、拒絶されうる。 
 
 第４章 一時的監護権（面会交流権） 
 
第２１条（一時的監護権の遂行および行使）一時的監護
権（面会交流権）の遂行または有効な行使の申し立ては、
子供の返還の申し立てと同じ方法で締約国の中央当局に
向けられうる。中央当局は、第 7 条に述べられている共
同作業義務に基づいて一時的監護権の妨げられない行使
ならびにこの権利の行使の基礎になっている総ての条件
の履行を促進しなければならない。中央当局は、可能な
限りにおいてこの権利の行使と対立するすべての障害を
排除するために、措置をとる。中央当局は、直接にまた
は他の援助を得て、手続きの開始を準備し、または一時
的監護権を遂行しまたは保護し、かつこの権利の行使が
依存している条件が考慮されることを確保するという目
的をもって支援することができる。 
 
 第５章 一般規定  
 
第２２条（手続費用のための担保の提供）本条約で問題
になる裁判所または官署の手続きにおいて、費用および
負担の支払いのために、いかなる名称によるものであれ、
担保または供託金は課されえない。 
 
第２３条（文書の真正さの証明）本条約の枠内でいかな
る真正の証明または類似した様式も必要とされない。 
 
第２４条（公式の言語）（１）申し立て、通知またはその
他の書類は、要請された国の中央当局に当初の言語で送
付される。それらは、要請された国の公用語または公用
語の一つへの翻訳、かような翻訳が困難であるときは、
フランス語または英語への翻訳を伴うものでなければな
らない。（２）しかし、締約国は、第 42 条の留保を持ち
出し、その中央当局に交付される申し立て、通知または
その他の書類の中でフランス語または英語の使用に異議
を申し立てうるが、両言語の使用に異議を申し立てるこ
とはできない。 
 
第２５条（訴訟費用および助言の扶助）締約国の一員お
よびその常居所をかような国に有する者には、すべての
本条約の適用と関連する事件において、各々の他の締約
国における訴訟費用および助言の援助が、そこにその常
居所を有する当該国の一員と同じ条件で認められる。 
 
第２６条（費用）（１）各々の中央当局は、本条約の適用
に際して発生する固有の費用を負担する。（２）本条約に
よりなされた申し立てのために、締約国の中央当局およ
び他の官署は、費用を主張しない。特にそれらは、申し
立て人から手続き費用の支払いも、場合によっては弁護
士の付与により発生する費用の支払いも請求しえない。
しかし、それらは、子供の返還により発生したまたは発
生する負担の償還を請求しうる。（３）しかし、締約国は、
４２条により留保を持ち出しうる。そしてそこにおいて、
それは、この費用が訴訟費用および助言の援助の体系と
一致する限りにおいてのみ、弁護士の付与または裁判手
続きから生じる第２項の意味における費用を引き受ける
義務を負うことを表明しうる。（４）裁判所または行政当
局が本条約に基づいて子供の返還を命じ、または一時的
監護に関する権利について命令をなす場合、届けられた
限りにおいて、子供を連れ去りまたは留置し、あるいは
一時的監護に関する権利の行使を挫折させた者に、申し
立て人自らまたはその計算で出捐した必要費の償還を負
担させうる。それに属するのは、特に旅費、子供の捜索
のためのすべての費用または負担、申し立て人の法的代
理費用および子供の返還のための費用である。 
 
第２７条（条約の要件の欠缺）本条約の要件が満たされ
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ておらず、または申し立てが他のなんらかの方法で理由
がないことが明らかな場合は、中央当局は、申し立てを
受け入れる義務を負わない。この場合中央当局は、申し
立て人、または場合によってはそれに申し立てを伝えた
中央当局に即時にその理由を伝える。 
 
第２８条（代理）中央当局は、申し立てに、それによっ
て申し立て人のために活動すること、または彼のために
活動する代理人を選任することが授権される、文書によ
る代理が付与されることを要求しうる。 
 
第２９条（直接の申立て）本条約は、第 3 条または第 21
条の意味における監護権または一時的監護権に関する権
利侵害を主張する者、官署またはその他の部局が、これ
が条約の適用によるものか、それともそれとは独立した
ものであるかを問わず、締約国の裁判所または行政官署
を直接に相手にすることを妨げない。 
 
第３０条（文書の許容）本条約により中央当局または直
接に締約国の裁判所または行政当局に向けられる各々の
申し立て、ならびにすべての申し立てに付加され、また
は中央当局により作成された文書およびその他の通知は、
締約国の裁判所または行政官署により直ちに受け取られ
うる。 
 
第３１条（地域的に法が分かれている場合の指示）ある
国で子供の監護権の領域において、様々な地域に適用さ
れる二つまたはそれ以上の法体系が存在するときは、ａ）
この国における常居所の指示は、この国のある地域にお
ける常居所の指示と、ｂ）常居所国の法の指示は、子供
がその常居所を有するこの国の地域の法の指示とみなさ
れる。 
 
第３２条（人的に法が分かれている場合の指示）ある国
に子供の監護権の領域において、異なった人のグループ
に適用される二つまたはそれ以上の法体系が存在すると
きは、この国の法の指示は、この国の法秩序から生じる
法体系の指示と理解されうる。 
 
第３３条（地域的に法が分かれている場合の外国の関係）
様々な地域が子供の監護権の領域においてその固有の法
規定を有する国は、統一的な法体系をもったある国がそ
の義務を負わなかったとすれば、この条約を適用する義
務を負わない。 
 
第３４条（異なった条約との関係）この条約は、その客
観的な適用領域の枠内で、国家が本条約の締約当事国で
ある限りにおいて、官署の管轄および未成年者の保護の
領域において適用されるべき法に関する 1961 年 10 月 5
日の条約に優先する。その他の点では本条約は、それに
より違法に連れ去られまたは留置された子供の返還が実
現され、または一時的監護に関する権利の実行が目的と
される場合、発生国と要求される国との間に効力を生じ
ている他の国際条約の適用も、また要求される国の条約
外の法の適用も制限しない。 
 
第３５条（時間的な適用領域）（１）本条約は、締約国の
間でその発効後これらの国で発生した違法な連れ去りま
たは留置にのみ適用される。（２）第 39 条または第 40
条に従って表示がなされたときは、本条第 1 項に含まれ
る締約国の指示は、条約が適用される地域または地域の
集合の指示と理解されうる。 
 
第３６条（特別の合意）本条約は、二つまたはそれ以上
の締約国が、子供の返還が服しうる制限を、それらが、
かような制限となりうる条約のかような規定とは相違す
ることを相互に合意することによって限定することを妨
げない。 
 
 第６章 終章 
 
第３７条（署名と批准）（１）本条約は、国際私法のため
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のハーグ会議第 14 回会議において会議の構成員であっ
た国の署名のために供されている。（２）批准、承認また
は認可が必要である。批准、承認または認可の証書は、
オランダ王国の外務大臣に預託される。 
 
第３８条（加入）（１）すべての他の国はその条約に参加
しうる。（２）加盟証書は、オランダ王国外務大臣に付託
される。（３）本条約は、加盟証書の預託後 3 ヶ月目の最
初の日に加盟国のために効力を生じる。（４）かような表
明は、加盟後に条約を批准し、承認し、または認可する
各々の参加国によっても与えられうる。この表明は、オ
ランダ王国外務大臣に預託される。この大臣は、各締約
国に外交的方法で認証謄本を手交する。（５）本条約は、
参加国と参加を承認することを表明した国との間で承認
の表明の預託後 3 ヶ月目の最初の日に効力を生じる。 
 
第３９条（高権領域への拡大）（１）各国は、署名、批准、
承認、認可または加盟に際して、本条約が、その国際的
な関係を各国が保証するすべての高権領域または高権領
域の各々に拡大されることを表明しうる。かような表明
は、本条約が当該国家で効力を生じる限り、有効である。
（２）かような表明ならびに各々の後の拡張は、オラン
ダ王国の外務大臣に通知される。 
 
第４０条（法が分かれている場合の拡張）（１）この条約
において扱われている事件のために異なった法体系が適
用されている、二つまたはそれ以上の領域から成る締約
国は、署名、批准、承認、認可または加盟に際して、本
条約がすべてのその領域またはその一つまたはいくつか
にのみ拡張されることを表明しうる。加盟国は、この表
明を新しい表明の表示によりいつでも変更しうる。（２）
各々のかような表明は、オランダ王国外務大臣に、本条
約が適用される領域の明示的な表示のもとに通知される。 
 
第４１条（連邦国家の秩序）締約国が、それに基づいて
当該国家内の中央機関と他の機関との間で執行権、司法
権および立法権が分割されている国家形式を有するとき
は、本条約の署名または批准、承認または認可、または
本条約への加盟、または第 40 条による表明の表示は、こ
の国の中の権力の分割に影響を与えない。 
 
第４２条（留保）（１）各国は、遅くとも批准、承認、認
可または第 39 条または第 40 条の宣言の表示に際して第
24 条および第 26 条第 3 項に規定された留保の一つまた
は両方を持ち出しうる。更なる留保は許容されない。（２）
各国は、それによってもたらされた留保をいつでも撤回
しうる。撤回はオランダ王国外務大臣に通知される。留
保の効力は、第 2 項に述べられた通知後 3 ヶ月目の最初
の日に終了する。 
 
第４３条（発効）（１）本条約は、第三の批准、承認、認
可または加盟証書の第 37 条および第 38 条に規定された
預託後 3 ヶ月目の最初の日に発効する。（２）その後は、
本条約は、１．後で批准し、承認し、認可し、またはそ
れに後で加盟した国家について、その批准、承認、認可
または加盟証書の預託後 3 ヶ月目の最初の日に、２．各々
の高権領域または第 39 条または第 40 条により拡張され
た各々の領域については、当該条文において規定された
通知後 3 ヶ月目の最初の日に、発効する。 
 
第４４条（通知）（１）本条約は、第 43 条 1 項の発効の
日から計算して 5 年の期間有効である。後で批准し、承
認しまたは認可し、またはそれに後で加盟した国につい
ても同様である。②条約の有効期間は、解約の場合を除
き、黙示的に 5 年間延期される。（２）解約は、遅くとも
5 年の経過前の 6 ヶ月内にオランダ王国の外務大臣に通
知される。（３）解約は、本条約が適用される特定の高権
領域または領域に制限されうる。（４）解約は、それを通
知した国についてのみ有効である。他の締約国について
は条約は有効である。 
 
第４５条（通告）オランダ王国外務大臣は、会議の参加
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国ならびに第 38 条により加盟した国に、１．第 37 条の
各々の署名、批准、承認および認可、２．第 38 条の各々
の加盟、３．本条約が第 43 条により発効する日、４．第
39 条の各々拡張、５．第 38 条および第 40 条の各々の表
明、６．第 24 条および第 26 条第 3 項の各々の留保およ
び第 42 条の留保の各々の撤回、７．第 44 条の各々の解
約を通知する。その証拠としてこれについて正当な権限
を有する本条約の署名者が付記した。ハーグで 1980 年
10月 25日にフランス語および英語で原本に記述された。
それらの言語のいずれも正式なものである。原本は、オ
ランダ王国政府公報に預託され、国際私法のためのハー
グ会議の第 14 回会議の間中会議の参加国であった各々
の国に外交的な方法で認証証書が伝達された。 
 
＊本条約の邦訳としてはつとに、早川眞一郎｢国境を越え
る子の奪い合い｣名古屋大学法政論集 164 号（1996 年）
63 頁以下、早川眞一郎・道垣内正人・織田有基子・神前
禎・早川吉尚｢国際的な子の奪取の民事面に関する条約の
実施に関する法律試案および解説｣民商 119巻 2号（1998
年）312 頁以下、横山潤｢国際的な子の奪取に関するハー
グ条約｣一橋大学研究年報法学研究 34 号（2000 年）5 頁
以下（詳細な注釈が付されている）がある。現在では法
務省訳もある（ハーグ条約（子の返還手続き関係）部会
参考資料 1（法務省のホームページ）参照）。本文の邦訳
はドイツ語の法文からの邦訳である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ ヨーロッパ監護権条約 
 
ヨーロッパ監護権条約（子供の監護権及び監護権の回復
に関する判決の承認および執行に関するヨーロッパ条約）
（1980 年） 
 
 この条約に署名するヨーロッパ会議の参加国は、ヨー
ロッパ会議の参加国の中で監護権に関する判決に際して
子供の福祉が決め手を与える意味を有することを認識し、
子供の監護権に関する判決の承認および執行を容易にす
るルールの導入が、子供の福祉のためにより大きな保護
を保障することを考慮し、それに鑑みて、親の子供の一
時的監護に関する権利が監護権の標準的な結果としての
現象であることの強調が望ましいことを考量し、子供が
許容されない方法で国境を越えて移される事例の数の増
加およびそれに際して生ずる問題を相当な方法で解決す
ることの困難さに鑑み、恣意的に中断された子供の監護
関係を回復することを可能にする、適切な措置をとると
いう希望の中で、この目的のために様々な必要および
様々な事情に適したルールを作ることが望ましいことを
確信する。それらの官署の間で法的な領域における共同
作業を実現することを望んで、以下のように条約を定め
る。 
 
第１条 本条約の意味において、ａ）子供とは、国籍が
なんであるかを問わず、16 歳を満了していない場合であ
って、かつその常居所地の法、その者が属する国の法ま
たは要求された国の国内法に従ってその固有の居所を定
める権利を有しない者をいう。ｂ）官署とは、裁判所ま
たは行政官署である。ｃ）監護権の判決とは、それがそ
の居所の決定権またはその一時的監護権（面接交渉権）
を含む、子供の身上監護に関する限りでの官署の判決で
ある。ｄ）許容されない連れ去りとは、それにより締約
国でなされ、かつかような国で執行可能な監護権の判決
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が侵害される場合の、国境を越えた連れ去りである。許
容されない連れ去りとして、ⅰ）子供が、監護権が行使
される高権地域とは異なった高権地域における訪問期間
またはその他の一時的な居住の終了に際して国境を越え
て返還されず、ⅱ）連れ去りが後で第 12 条により違法と
表明された事例もまた含まれる。 
 
 第１部 中央当局 
 
第２条（１）各締約国は、この条約の中で定められた任
務を遵守する中央当局を定める。（２）多数の法体系を有
する連邦国家または国家は、自由に多数の中央当局を定
めることができる。それらはその管轄を定める。（３）こ
の条項の各々の名称は、ヨーロッパ議会の総務長官に伝
えられる。 
 
第３条（１）締約国の中央当局は、共同して作業し、そ
の国の管轄中央当局の共同作業を促進する。それらはあ
らゆる要求された緊急性をもって活動しなければならな
い。（２）この条約の遂行を容易にするために、締約国の
中央当局は、ａ）管轄官署に由来し、かつ継続中の手続
における権利または事実の問題に関する情報の要求の伝
達を確保し、ｂ）相互に要求に応じて、子供の監護権の
領域におけるその権利およびその変更についての情報を
与え、ｃ）相互に条約の適用に際して生じうるすべての
困難について教示し、かつその適用に対立する渉外を可
能な限り排除する。 
 
第４条（１）締約国で監護権の判決を実現し、それを他
の締約国で承認または執行させようとする者は、この目
的で各々の任意の締約国の中央当局に申立てをなしうる。
（２）申立てには第 13 条で言及されている書類が添付さ
れる。（３）申立てがなされた中央当局が要求される国の
中央当局ではないときは、申立てがなされた中央当局は
その書類を直接かつ遅滞なく後者の中央当局に伝達する
（４）申立てがなされた中央当局は、本条約の要件が明
らかに満たされていないときは、活動を拒否しうる。（５）
申立てがなされた中央当局は、申立人に遅滞なくその申
立ての進展について通知する。 
 
第５条（１）要求された国の中央当局は、ａ）子供の居
住地を発見し、ｂ）特に、すべての必要な一時的措置に
より、子供または申立人の利益が侵害されることを回避
し、ｃ）判決の承認または執行を保障し、ｄ）要求する
官署がなされた措置およびその結果について教示するた
めに、それが適切と考えるすべての措置を遅滞なくなし、
または惹起し、必要な場合はその管轄官署での手続を開
始する。（２）要求された国の中央官署が、子供が他の締
約国の高権地域にいることを認める理由があるときは、
要求された国の中央当局は書類を直接かつ遅滞なくこの
国の中央当局に伝達する。（３）各締約国は、申立人から
申立人のために第 1 項に基づいて当該国の中央当局によ
りなされる措置のためにいかなる支払も要求しない義務
を負う。それには手続費用および場合によっては弁護士
費用も含まれるが、子供の返還費用は含まれない。（４）
承認または執行が拒否され、かつ要求される国の中央当
局が、それがこの国でその事件の判決を自ら惹起すると
いう申立人の要求を聞き届けるという見解であるときは、
この官署は、この国に居住しかつその国籍を有する者と
同様の条件のもとで手続中の申立人の代理を保障するこ
とに最大限努める。この目的のためにそれは特にその管
轄官署での手続を開始しうる。 
 
第６条（１）関係中央当局の間の特別の合意および第 3
項の規定を留保して、ａ）要求された国の中央当局への
通知は、この国の公用語または公用語の一つで作成され、
またはこの言語への翻訳により開始されねばならない。
ｂ）しかし、要求される国の中央当局は、英語またはフ
ランス語で作成され、またはこの言語の一つへの翻訳に
より開始される通知もまた認めなければならない。（２）
要求される国の中央当局から出された、捜索の結果を含
む通知は、公用語またはこの国の公用語の一つまたは英
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語もしくはフランス語で表記されうる。（３）締約国は、
第 1 項 b）の適用の全部または一部を排除しうる。締約
国がこの留保を持ち込んだときは、各々の他の締約国は、
それに対してその留保もまた適用しうる。 
 
 第２部 判決の承認および執行および監護関係の回復 
 
第７条 締約国でなされた監護権の判決は、各々の他の
締約国で承認され、かつそれが発生国で執行可能である
ときは、執行可能なものと表明される。 
 
第８条（１）許容されない連れ去りの場合、要求される
国の中央当局は、ａ）判決がなされる国における手続の
開始時、またはこれがより早くなされた場合は、許容さ
れない連れ去りのときに、子供および両親がもっぱらこ
の国の一員であり、かつ子供がこの国の高権領域にその
常居所を有し、かつｂ）許容されない連れ去りの後 6 ヶ
月以内に回復を求める申立てが中央当局になされたとき
は、即時に監護関係の回復をもたらさなければならない。
（２）要請される国の法律に従い、第 1 項の要件が裁判
手続なしに満たされえないときは、この手続において条
約に述べられている拒絶原因は適用されない。（３）管轄
官署により認められた監護権者と第三者の間の合意にお
いてこの者に一時的監護権が許容され、かつ外国に連れ
去られた子供が合意された期間の終了時に監護権者に返
還されなかった場合は、監護関係は第 1 項 b）および第 2
項により回復される。同じことは、管轄官署の決定によ
りかような権利が監護権を有しない者に認められない場
合にもあてはまる。 
 
第９条（１）第 8 条に述べられている許容されない連れ
去りの事例以外の場合において、申立てが連れ去りの後
6 ヶ月内に中央当局になされたときは、承認および執行
は、以下の場合においてのみ拒絶されうる：ａ）被告ま
たはその法定代理人が不在なのになされた判決の場合に、
被告に手続を開始する書類またはそれと同じ効力を有す
る書類が適切にもまた適時にも届けられておらず、彼が
抗弁をなしえない場合。しかし、届けられないことは、
届けられることが、被告がその居所を、手続を原因発生
国で開始した者に隠したがゆえに、実現しなかった場合
は、承認または執行の拒絶の理由とはなりえない。ｂ）
被告またはその法定代理人の不存在の場合になされた判
決に際して、判決をなした官署の管轄が、ⅰ）被告の常
居所地、ⅱ）少なくとも親の一方がその常居所をなおそ
こに有する限りにおいて、子供の両親の最後の共通の居
所、またはⅲ）子供の常居所において理由づけられない
場合。ｃ）子供が連れ去りの前に、要求される国の高権
領域に常居所を有した場合を除いて、判決が、要求され
る国で子供の連れ去りの前に執行可能であった監護権判
決と調和しない場合。（２）申立てが中央当局になされな
い場合、第 1 項は、許容されない連れ去りの後 6 ヶ月内
に承認および執行が申し立てられる場合にも適用される。
（３）いかなる場合にも外国判決の内容は吟味されるべ
きではない。 
 
第１０条（１）第 8 条および第 9 条に述べられた事例以
外の場合に、承認および執行は、第 9 条に定められた理
由からだけでなく、以下の理由によっても拒絶されう
る：ａ）判決の効力が要求される国の家族法および子供
法の基本的価値と明らかに矛盾する場合、ｂ）時間の経
過も含まれるが、許容されない連れ去りによる子供の居
所の単なる変更は含まれない、事情の変更に基づいて、
当初の判決の効力がもはや子供の福祉には適合しない場
合、ｃ）発生国の手続の開始のときに、ⅰ）子供が、要
求された国の国民であり、またはそこに常居所を有し、
かつ発生国とのかような関係が存在せず、ⅱ）子供が発
生国ならびに要求される国の国民であり、かつ要求され
る国に常居所を有する場合、ｄ）判決が、要求される国
でなされ、またはそこで執行されうる第三国の判決と調
和しない場合。この場合判決は、承認または執行の申立
てがなされる前に開始された手続においてなされねばな
らず、かつ拒絶は子供の福祉に適合していなければなら
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ない。（２）これらの場合承認または執行の手続は、以下
の理由に基づいて停止されねばならない：ａ）当初の判
決に対して正規の上訴がなされた場合、ｂ）要求された
国で子供の監護権についての手続が係属し、かつこの手
続が発生国における手続の開始の前に開始した場合、ｃ）
子供の監護権に関する他の判決が執行手続または他の判
決承認手続の対象である場合。 
 
第１１条（１）子供の一時的監護権についての判決およ
び監護権判決に含まれている一時的監護権についてのル
ールは、他の監護権判決と同じ条件のもとで承認され、
かつ執行される。（２）しかし、要求される国の管轄官署
は、一時的監護権の遂行および行使のための条件を定め
うる。それに際して特に当事者により負担される、これ
に関する義務が考慮されねばならない。（３）一時的監護
権について判決がなされず、または監護権判決の承認ま
たは執行が拒絶されたときは、要求される国の中央当局
は、かような判決を実現するために、一時的監護権を要
求する者の申立てに基づいてその国の管轄官署に問い合
わせうる。 
 
第１２条 子供が国境を越えて連れ去られるときに、締
約国でなされた執行しうる監護判決が存在しないときは、
本条約は、当事者の申立てに基づいて、連れ去りが違法
と表明される、各々の後になって締約国でなされる判決
に適用されうる。 
 
 第３章 手続 
 
第１３条（１）以下のものは、他の締約国における監護
権判決の承認または執行の申立てに添付されうる：ａ）
要求される国の中央当局が、申立人のために活動し、ま
たはこの目的のために他の代理人を定めることを授権さ
れた書類、ｂ）その証明力のために必要な要件を満たす、
判決の謄本、ｃ）被告またはその法定代理人の欠席の場
合になされた判決においては、手続が開始された文書ま
たは同じ価値のある文書が被告に秩序に適って届けられ
たことが示される書類、ｄ）場合によっては、判決が発
生国の法に従って執行しうることが示される書類、ｅ）
場合によっては、要求される国における子の居住地また
はありうる居住地に関する言明、ｆ）子供の監護関係が
どのようにして回復されるかについての提案。（２）上記
の書類には必要のある場合は第 6 条の標準に従った翻訳
が添付されるべきである。 
 
第１４条 各締約国は、監護権の判決の承認および執行
のために単純および迅速な手続を適用する。この目的の
ためにそれは、単純な申立ての形で執行可能宣言がなさ
れうることを確保する。 
 
第１５条（１）要求される国の官署が第 10 条第 1 項 b）
の判決をなす前に、ａ）それは、これが特別にその年齢
および理解力のために実行しえないものではない限り、
子供の見解を確定しなければならず、ｂ）適切な捜査が
行われることを要求しうる。（２）締約国で行われる捜査
のための費用は、それが行われる国の官署により負担さ
れる。（３）捜査の試みおよび捜査の結果は、中央当局を
通じて捜査をする官署に伝えられうる。 
 
第１６条 本条約の目的のために真正の証明または類似
した様式性は要求されえない。 
 
 第４章 留保 
 
第１７条（１）各締約国は、第 8 条および第 9 条または
これらの条文の一つに含まれる事例において、留保にお
いて示される、第 10 条において規定された原因に基づい
て、監護権判決の承認および執行が拒絶されうることを
留保しうる。（２）第 1 項に規定された留保を持ち込んだ
締約国においてなされた判決の承認および執行は、各々
の他の締約国において、この留保の中に示された付加的
な原因の一つに基づいて拒絶されうる。 
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第１８条 各締約国は第 12 条により拘束されないこと
を留保しうる。かような留保を持ち込んだ締約国でなさ
れた、第 12 条に述べられた判決には、本条約は適用され
えない。 
 
 第５章 他の条約 
 
第１９条 本条約は、発生国と要求された国の間の他の
国際条約または要求された国の間の他の国際条約または
要求された国の条約になっていない法が、判決の承認ま
たは執行を実現するために適用されることを排除しない。 
 
第２０条（１）本条約は、締約国が非締約国に対して、
本条約に規定された事件に拡大される、国際条約に基づ
いて有する義務に影響しない。（２）二つまたはそれ以上
の締約国が子供の監護権の領域で統一的な法規定を制定
し、またはこの領域で判決の承認または執行に関する特
別の体系を作り、またはそれらがこれを将来においてな
す場合には、それらは任意に条約またはその一部の代わ
りにこれらの法規定またはこの体系を相互に適用するこ
とができる。この規定を利用しうるために、これらの国
は、その判決をヨーロッパ会議の総務長官に通知しなけ
ればならない。この判決の各々の変更または廃止も同様
に通知されねばならない。 
 
第６章 終局規定 
 
第２１条 本条約は、ヨーロッパ会議の加盟国の署名に
供される。批准、承認または認可が必要である。批准、
承認または認可証書は、ヨーロッパ会議の総務長官に預
託される。 
 
第２２条（１）本条約は、ヨーロッパ会議の三つの加盟
国が第 21 条に従って、本条約により拘束されるという同
意を表明した日から 3 ヶ月の期間に続く月の最初の日に
効力を生じる。（２）後になって本条約により拘束される
ことの同意を表明したすべての国家については、批准、
承認または認可証書の預託の後 3 ヶ月の期間に続く最初
の日に効力が生じる。 
 
第２３条（１）本条約の発効後ヨーロッパ会議の大臣委
員会は、条約第 20 条に規定された多数および委員会への
出席請求権を有する締約国の代理人の一致した同意をも
ってまとめられた決定により、条約に加盟する会議のす
べての非構成国家を招請しうる。（２）すべての加入国家
について本条約は、ヨーロッパ会議の総務長官への加入
証書の預託後 3 ヶ月の期間に続く月の最初の日に発効す
る。 
 
第２４条（１）各国は、その批准、承認、同意または加
盟証書の署名または預託に際して、本条約が適用される
個々のまたは複数の高権地域を指示しうる。（２）各国は、
その後いつでもヨーロッパ議会の総務長官に向けられた
表明により、本条約適用を各々の更なるその表明に示さ
れた高権領域に拡大しうる。本条約は、この高権領域に
ついて、総務長官への表明の到着後 3 ヶ月の期間に続く
月の最初の日に効力を生じる。（３）各々の第 1 項および
第 2 項に従って表明は、各々のその中に表示された高権
領域に関して、総務長官に向けられた通知により撤回さ
れうる。撤回は、総務長官への通知の到着後 6 ヶ月の期
間に続く月の最初の日に効力を生じる。 
 
第２５条（１）子供の監護事件および監護権判決の承認
および執行について異なった法体系が妥当している、二
つまたはそれ以上の領域から成る国家は、批准、承認、
同意または加盟証書の署名または預託に際して、この条
約がすべてのその適用領域またはその一つまたはそれ以
上に適用されることを表明しうる。（２）かような国家は、
その後いつでもヨーロッパ議会の総務長官に向けられた
表示によりこの条約の適用を、各々の更なるその表明に
記された領域に拡大しうる。本条約は、この領域につい
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て、表明の総務長官への到達後 3 ヶ月の期間に続く月の
最初の日に効力を生じる。（３）各々の第 1 項および第 2
項に従って表示された表明は、各々のその中に表示され
た領域に関して、総務長官に向けられた通知により撤回
されうる。撤回は、総務長官への通知の到達後 6 ヶ月の
期間に続く月の最初の日に効力を生じる。 
 
第２６条（１）ある国において子供の監護権の領域につ
いて、空間的に異なった適用領域を有する二つまたはそ
れ以上の法体系が存在するときは、ａ）ある者の常居所
地または国籍地の法の指示は、この国に適用されている
法規定によって定められる法体系、かような規定が存在
しないときは、その者が最も密接な関係を有する法体系
の指示と、ｂ）発生国または要求される国の指示は、判
決がなされ、または判決の承認または執行または監護関
係の回復が申し立てられる領域の指示と理解されうる。
（２）第 1 項 a）は、監護法の領域で人的に異なった適
用領域をもった二つまたはそれ以上の法体系を有する国
に準用される。 
 
第２７条（１）各国は、批准、承認、認可または加盟証
書の署名または預託に際して、それが第 6 条第 3 項およ
び第 17 条および第 18 条に規定されている留保の一つま
たはそれ以上を利用することを表明しうる。さらなる留
保は許容されない。（２）第 1 項により留保を持ち込んだ
各締約国は、それをヨーロッパ議会の総務長官に向けら
れた通知の全部または一部を撤回しうる。撤回は、通知
の総務長官への到達とともに効力を生じる。 
 
第２８条 ヨーロッパ議会の総務長官は、本条約の発効
の日に続く 3 年の終了時に、かつ自らいつでもその後締
約国によって指定された中央当局の代理人は、本条約の
作用の仕方を議論し、かつ軽減するために、会議に招請
しうる。本条約の締約国ではないヨーロッパ議会の各加
盟国は、オブサーバーによって代理されうる。各会議の
作業については報告が準備され、ヨーロッパ会議の大臣
委員会に提出される。 
 
第２９条（１）各締約国は、この条約をいつでもヨーロ
ッパ議会の総務長官に向けられた通知により解約しうる。
（２）解約は、総務長官への通知の到達後 6 ヶ月の期間
に続く月の最初の日に効力を生じる。 
 
第３０条 ヨーロッパ議会の総務長官は、会議の加盟国
およびこの条約に加入したすべての国に、ａ）各々の署
名、ｂ）批准、承認、認可または加盟証書の各々の預託、
ｃ）第 22 条、第 23 条、第 24 条および第 25 条による本
条約の発効の時期、ｄ）この条約と関連する各々の他の
行為、通告または通知を知らせる。 
 
 その証拠としてこの条約の正当な権限を有する署名者
が署名した。 
 1980 年 5 月 20 日にルクセンブルクで、いずれも同様
に義務的である英語またはフランス語の文書が作成され、
それは、ヨーロッパ議会の議事録に収録された。ヨーロ
ッパ議会の総務長官は、すべてのヨーロッパ議会の加盟
国およびすべての本条約への加入のために招請された国
に、認証謄本を伝えた。 
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３ 監護権条約施行法 
 
 
監護権条約施行法（（旧）監護権条約の施行および非訟事
件手続法並びに 1990 年 4 月 5 日の他の法律の改正に関
する法律（最終改正は、1999 年 4 月 13 日の監護権条約
施行法による管轄の変更に関する法律による）
（BGBl.1990 Ⅰ S.701） 
 
 連邦衆議院は連邦参議院の同意を得て以下の法律を議
決した。 
 
 Ａｒｔ．１ 国際的子供の連れ去りの民事的側面に関
する 1980 年 10 月 25 日のハーグ条約および子供の監護
権および監護関係の回復に関する判決の承認及び執行に
関する 1980年 5月 20日のヨーロッパ条約の施行に関す
る法律（監護権条約施行法（SorgeRUbkAG））は、以下
のような内容である。 
 
 第１部 中央当局 
 
第１条（規定） 中央当局の任務（1980 年 10 月 25 日の
条約（ハーグ条約）(BGBl.1990 Ⅱ S.206207)6 条、1980
年 5 月 20 日の条約（ヨーロッパ条約）(BGBl.1990 Ⅱ 
S.206220)2 条）を連邦最高裁の連邦検察長官が請合う。
連邦警察長官は直接に本法の適用領域を管轄する裁判所
および官署と交渉する。 
 
第２条（要請があった場合の翻訳）（１）ヨーロッパ条約
の他の締約国から申立てがなされた中央当局は、通知ま
たは添付された文書がドイツ語で書かれておらず、また
はドイツ語への翻訳が伴っていない限り、審査をするこ
とを拒否しうる（条約第 6 条 1 項および第 3 項、第 13
条第 2 項）。（２）文書がハーグ条約第 24 条第 1 項により
例外的にドイツ語の翻訳を伴っていない場合は、中央当
局は翻訳をなさしめる。 
 
第３条（中央当局の措置）（１）中央当局は、これが申立
てから生じない場合は、子供の居住地を捜索するために、
警察官署の介入を含むすべての必要な措置をなす。第 1
文の要件のもとで、中央当局は、連邦刑事局による居所
の捜索に関する公告もまたなさしめうる。他の部局が関
与する限り、中央当局は、それらに特に、措置の実行の
ために必要な人に関する情報をも伝達する。これらの情
報は、それが伝達された目的のためにのみ用いられるべ
きである。それらは、その地区に子供がいる少年局に、
１．子供の社会的状況について通知をなし、２．子供の
任意の返還を実現するために、適切な措置をなし、また
は３．身上監護権の妨げられない行使を促進することを
要求しうる。（２）その他中央当局は、遅滞なく他の締約
国からの申立てを、そのもとにある資料に従って管轄権
を有する裁判所に伝達し、すでになされた措置について
報告する。（３）中央当局は、申立人の名前で子供の返還
の目的で自らまたは代理人による復代理の方法で裁判上
または裁判外で活動する権限を有するとみなされる。条
約の遵守の確保のために自己の名前でそれに一致して活
動するその権限は、影響を受けない。 
 
第４条（上級ラント裁判所への申立て）（１）中央当局が
ハーグ条約第 27 条を援用して申立てを承認せず、または
それがヨーロッパ条約第 4 条第 4 項によりまたは他の理
由に基づいて審査することを拒絶したときは、上級ラン
ト裁判所の判決が申し立てられうる。（２）上級ラント裁
判所は、非訟事件手続で判決する。その地区に中央当局
がある上級ラント裁判所が管轄権を有する。非訟事件手
続法第 21 条第 2 項、第 23 条および第 24 条、第 25 条お
よび第 28 条第 2 項、第 3 項、第 30 条第 1 項第 1 文なら
びに第 199 条第 1 項が意味に適って適用される。上級ラ
ント裁判所の判決は取り消しえない。 
 
 第２章 裁判手続 
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第５条（場所的管轄；管轄の集中）（１）その地区に上級
ラント裁判所がある家庭裁判所が、１．子供の返還また
は監護関係の回復および一時的監護に関する権利に関す
る裁判上の命令、ならびに２．ヨーロッパ条約の他の締
約国からの判決の強制執行の宣言または承認の特別の確
定について、この上級ラント裁判所の地区のために判決
する。 
 ラント政府は、この管轄権を第 1 文とは異なって、条
例により上級ラント裁判所の地区の一つの家庭裁判所に、
または一つのラントに複数の上級ラント裁判所が設立さ
れているときは、すべてのまたは複数の上級ラント裁判
所の地区のために一つの家庭裁判所に与える権限を有す
る。（２）その管轄領域に、第 1 項に従って、１．中央当
局への申立ての到達に際して子供が居住しており、また
は２．第 1 号による管轄の欠缺の場合に世話の必要が存
在する家庭裁判所は、場所的に管轄権を有する。 
 
第６条（一般的手続規定）（１）裁判所は、非訟事件手続
において家事事件としての第 5 条に列挙された事件につ
いて判決する。民訴第 621a 条（適用されるべき手続規定）
および第 621c 条（最終判決の送達）が準用される。裁判
所は、少年局に適切な措置、特に、１．子供の社会的状
況について情報を与え、２．子供の一時的監護について
命令を実行し、または３．子供の確実な返還の確保のた
めの措置をなすことを委ねうる。（２）裁判所は、委託に
よりまたは職務上当然に、子供から危険を防除し、また
は関係者の利益の侵害を回避するために、一時的命令を
なしうる。1 文の判決は取り消しえない。その他民訴第
620a 条（仮処分手続）、第 620b 条（決定の取消しおよび
変更）および第 620d 条から第 620g 条までの規定（理由
を付した異議申立ておよび抗告、執行の停止、仮処分の
失効、仮処分の費用）が意味に適って適用される。 
 
第７条（ヨーロッパ条約に従った承認と執行の宣言）（１）
ヨーロッパ条約の他の締約国に由来し、かつそこで執行
可能な、特に子供の返還に向けられた令状は、それに申
立てにより執行条項が付与されることにより強制執行が
許容される。（２）強制執行の可能な令状が第１項に従っ
て存在しないときは、監護権判決または管轄官署により
同意された、他の締約国からの合意が承認されるべきこ
とが確定され、かつ監護関係の回復に関する申立てに基
づいて、申立ての相手方が子供を返還すべきことが命じ
られる。（３）申立てに基づいて、他の締約国からの監護
権の判決が承認されるべきことが特別に確定されうる。
（４）他の締約国からの判決の承認または強制執行の宣
言は、ハーグ条約第 10 条第 1 項 a）または b）の要件が
存在する場合、特に判決の効力が子供または監護権者の
基本権と調和しない場合は、ヨーロッパ条約第 8 条及び
第 9 条の事例でも排除される。 
 
第８条（判決の効力；上訴）（１）他の締約国への子供の
返還義務を負担させる判決は、既判力の発生とともに効
力を生じる。裁判所は、判決の即時の執行を命じうる。
（２）第一審でなされた判決に対しては、非訟事件手続
法第 22 条に従った上級ラント裁判所への即時抗告のみ
が認められる。本法第 22 条第 2 項（抗告期間徒過の場合
の特例）および第 3 項（2001 年に削除）が意味に適って
適用される。子供の返還の義務を負わせる判決に対する
上訴の権利は、申立ての相手方、少なくとも 14 歳の子供
個人および関係少年局にのみ帰属する。更なる抗告は認
められない。 
 
 第３章 要求の終局段階 
 
第９条（他の締約国で主張された判決のための特別規定） 
他の締約国で主張された一時的な命令を含む監護権判決
および返還判決は、理由を付さなければならない。そし
てその基礎の上にヨーロッパ条約の他の締約国において
強制執行がなされる場合は、執行約款が付与されねばな
らない。判決は、申立てに基づいてこの目的のために後
になっても補完されうる。承認－および強制執行施行法
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（AVAG－現在の AVAG は 2001 年制定である）第 32 条
が意味に適って適用される。 
 
第１０条（不法に関する証明） 子供の連れ去りまたは
留置の不法を確定する申立てについて（ハーグ条約第 15
条 1 文）、１．第一審の監護権の事件または婚姻事件が係
属しており、またはかつて係属し、さもなければ、２．
この法律の適用領域において、その地区に子供がその最
後の常居所を有し、補助として、３．その地区で世話の
必要が生じた、一般規定に従って客観的に管轄権を有す
る裁判所が判決する。 
 
第１１条（申立ての到達）（１）他の締約国で解決される
べき申立ては、その地区で申立人がその常居所を有し、
またはこの法律の適用領域にかようなものがないときは、
その居所を有する、司法行政官署としての区裁判所にも
なされうる。裁判所は、形式的要件の検討後遅滞なく申
立てを中央当局に伝達し、中央当局は、それを他の締約
国に回付する。（２）中央当局は、申立人の費用で必要な
翻訳をさせる。第 1 項に表記された裁判所は、申立人が
民事訴訟法の規定に従って費用への自己の寄与なしに訴
訟費用扶助の付与のための人的および経済的な要件を満
たすときは、申立てにより償還義務を一時的に免除しう
る。（３）申立ての受け取りおよび回付に際して、区裁判
所および中央当局の活動のために、その他の費用は徴収
されない。 
 
 第４章 一般規定 
 
第１２条（両条約の適用可能性） ハーグおよびヨーロ
ッパ条約に従った子供の返還が個々の場合に観察に現れ
るときは、まず第一に、申立人が明示的にヨーロッパ条
約の適用を申請しない限り、ハーグ条約の規定が適用さ
れるべきである。 
 
第１３条（訴訟費用および助言の補助） ハーグ条約第
26 条第 2 項とは異なり、この条約に従った手続において
は、裁判上および裁判外の費用の免責は、助言補助およ
び訴訟費用扶助に関する規定の標準に従ってのみ生じる。 
 
 第５章 最終規定 
 
第１４条（ベルリン条項） この法律は、第三移行法（1952
年制定）第 13 条第 1 項の標準に従い、ベルリン州にも適
用される。 
 
＊本監護権条約施行法の邦訳として、佐藤文彦｢子の奪取
の民事面に関するハーグ条約のドイツ実施法について｣
名城法学 54 巻 1，2 合併号（2004 年）415 頁以下がある
（制定後の改正についての記述も含む）。ハーグ条約の国
内施行法として、イギリスは 1985 年に子供誘拐および監
護法(1985 c.60)を、アメリカは国際的子供誘拐救済法
（ICARA）(P.L.100-300102 Stat.437，42 USCA 11601 et 
seq)を制定している。 
 このドイツの監護権条約施行法は、2005 年 2 月 28 日
の経過とともに失効し（2005 年 1 月 26 日の国際家族法
手続法第 3 条（BGBl. Ⅰ S.162））、国際家族法手続法が
それに取って代わった。 
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４ 国際家族法手続法 
 
 
国際家族法手続法（国際家族法の分野における特定の法
的手段の実行および施行に関する法律）(IntFamRVG)
（2005 年 1 月 26 日）(BGBl.Ⅰ 162)（最新の改正は 2011
年 5 月 23 日の法律Ａｒｔ．７(BGBl.Ⅰ 898)である） 
 
  第１章 適用領域、概念規定 
 
第１条（適用領域） 本法は、１．婚姻事件および親の
監護に関する手続における判決の管轄および承認、執行、
規則(EG)1347/2000 号(ABl.EU Nr.L 338 S.1)の廃止に
関する 2003 年 11 月 27 日の幹部会規則(EG)2201/2003
号の実施、２．親の責任および子供の保護のための手段
に関する管轄、適用されるべき法律、承認、執行および
協力に関する 1996 年 10 月 19 日のハーグ条約
(BGBl.2009 Ⅱ S.602603)（ハーグ親責任条約）の施行、
３．国際的な子供連れ去り条約の民事法的側面に関する
1980 年 5 月 20 日のハーグ条約(BGBl.1990 Ⅱ S.207)
（ハーグ子供連れ去り条約）の実施、４．子供のための
監護権および監護関係の回復に関する判決の承認および
執行に関する 1980年 5月 20日のルクセンブルクヨーロ
ッパ条約(BGBl.1990 Ⅱ S.220)（ヨーロッパ監護権条約）
の実施に資するものである。 
 
第２条（概念規定） 本法の意味において名義とは、実
施されるべきヨーロッパ連合規則または実施されるべき
条約が適用される判決、合意および公の証書である。 
 
  第２章 中央当局、少年局 
 
第３条（中央当局の規定）（１）１．規則(EG)2201/2003
号第 53 条、２．ハーグ子供保護条約第 29 条、３．ハー
グ子供連れ去り条約第 6 条、４．ヨーロッパ監護権条約
第 2 条の中央当局は連邦司法省である。（２）中央当局の
手続は司法行政手続とみなされる。 
 
第４条（要請をなすときの翻訳）（１）規則(EG)2201/2003
号またはヨーロッパ監護権条約に従う他国からの申立て
が届いた中央当局は、通知または付属文書がドイツ語で
記載されておらず、またはドイツ語への翻訳を伴ってい
ない場合には、活動することを拒絶しうる。（２）ハーグ
親責任条約第 54 条またはハーグ子供連れ去り条約第 24
条 1 項の文書が例外的にドイツ語の翻訳を伴っていない
ときは、中央当局は翻訳を行わせる。 
 
第５条（要請に基づく手続が終わるときの翻訳）（１）申
立てをした者が他国で解決されるべき申立てのために必
要な翻訳を用意していないときは、中央当局は申立てを
した者の費用で翻訳をさせる。（２）区裁判所は、裁判所
所在地にその常居所、国内に常居所のない場合はその事
実上の居所を有する、申立てをした自然人を、その者が、
家事事件および非訟事件手続に関する法律の規定に従っ
た費用への自らの寄与なしに手続費用の扶助の保証のた
めの人的および経済的要件を満たす場合には、申立てに
基づき第 1 項の償還義務を免除する。 
 
第６条（中央当局による任務の履行）（１）それに帰属す
る任務の履行に関して中央当局は、管轄官署の助力を得
てすべての必要な措置を行う。中央当局は国内および国
外のすべての管轄官署と直接に交渉する。通知をそれは
遅滞なく管轄官署に伝達する。（２）ハーグ子供連れ去り
条約およびヨーロッパ監護権条約の施行のために中央当
局は、必要があるときは裁判手続を開始する。この条約
の枠内で中央当局は、子供の返還のために申立てをした
者の名前で自らまたは代理人による復代理の方法で裁判
上または裁判外で活動する権限を有するものとみなされ
る。自己の名前で条約の遵守の確保のために相応に活動
する権限は影響を受けない。 
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第７条（居所の探求）（１）中央当局は、居所が知られて
おらず、かつ子供が国内にいることについての手がかり
が存在する場合には、子供の居所地を探求するために、
警察署の介入を含むすべての必要な措置をなす。（２）子
供の居所の探求に必要な限り、中央当局は連邦交通省に
道路交通法第 33 条第 1 項第 1 文第 2 号に従って必要な
所有者登録データを要求し、かつ人の当面の居所の通知
を社会法典第 1 巻第 18 条～第 29 条の意味の社会給付担
当者に要請しうる。（３）第 1 項の要件のもとで中央当局
は、連邦刑事局を通じて居所の探求に関する公示を行う。
中央当局は中央登録所で探求の記録の保管もまた行う。
（４）他の部局が介在する限り、中央当局は他の部局に
措置の実行に必要な個人に関係するデータを伝達する。
これらのデータは、それらが伝達された目的のためにの
み用いられるべきである。 
 
第８条（上級ラント裁判所への要請）（１）中央当局が申
立てを受け入れず、または活動を拒絶するときは、上級
ラント裁判所の判決が要請されうる。（２）その地区に中
央当局がその居所を有する上級ラント裁判所が管轄権を
有する。（３）上級ラント裁判所は非訟事件手続により判
決する。家事事件および非訟事件手続法第 14 条第 1 項お
よび第 2 項ならびに第 1 巻第 4 章および第 5 章が準用さ
れる。 
 
第９条（手続への少年局の協力）（１）国境を越えた協働
における少年局の任務とは無関係に、本法のすべての措
置に際して少年局は裁判所および中央当局を支援する。
特に、１．照会に基づいて子供およびその環境の社会的
状況に関する報告を与える。２．各々の状況の中で和解
的合意を支援する。３．適切な事例では子供の居所が確
保された場合でも、手続の実行に際して支援を与える。
４．適切な事例では、一時的監護権の行使、子供の引渡
しまたは返還ならびに裁判所の判決の執行に際して支援
を与える。（２）その領域内に子供が常居所を有する少年
局が管轄権を有する。中央当局または裁判所が引き渡し
または返還の申立てまたはその執行に携わる限り、また
は子供が国内に常居所を有さず、または管轄少年局が活
動しない場合は、その領域内に子供が事実上居所を有す
る少年局が管轄権を有する。ハーグ親責任条約第 35 条第
2 項第 1 文の場合には、その地区内に申し立てた親がそ
の常居所を有する少年局が場所的な管轄権を有する。（３）
裁判所は、少年局が手続に関与しなかった場合でも、管
轄少年局に本法の判決について通知する。 
 
  第３章 裁判所の管轄と管轄の集中 
 
第１０条（承認および執行のための場所的管轄） 規則
(EG)2201/2003 号第 21条第 3項および第 48条第 1項の
手続ならびに規則(EG)2201/2003 号第 41 条および第 42
条の強制執行、ハーグ親責任条約第24条および第26条、
ヨーロッパ監護権条約の手続につき専属管轄権を有する
のは、申立ての時点にその管轄領域内に、１．申立てが
なされる者または判決が関わる子供が常居所を有し、ま
たは２．第 1 号の管轄権のない場合は、確定の利益を主
張しまたは監護の必要が存在する家庭裁判所、３．さも
なければベルリン上級ラント裁判所の地区で判決を要請
された裁判所である。 
 
第１１条（ハーグ子供連れ去り条約に従った場所的管轄） 
ハーグ子供連れ去り条約の手続につき場所的管轄権を有
するのは、その管轄領域内に１．中央当局への申立ての
到達に際して子供が居住し、または２．第 1 号の管轄権
がない場合は、監護の必要が存在する家庭裁判所である。 
 
第１２条（管轄権の集中）（１）第 10 条および第 11 条に
記された事件ならびに規則(EG)2201/2003 号第 28 条の
強制執行可能表明に関する手続では、この上級ラント裁
判所地区のために、その地区内に上級ラント裁判所が所
在する家庭裁判所が判決する。（２）ベルリン上級地区裁
判所地区内では、パンコウ／ヴァイゼンゼー家庭裁判所
が判決する。（３）ラント政府は、この管轄権を条例によ
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り上級ラント裁判所地区の他の家庭裁判所または、ある
ラントに複数の上級ラント裁判所が設置されている場合
は、すべてのまたは複数の上級ラント裁判所の地区のた
めに一つの家庭裁判所に割り当てることができる。ラン
ト政府はその権限をラント司法庁に移転することができ
る。 
 
第１３条（他の家庭裁判所のための管轄の集中）（１）第
10 条～第 12 条に記入されている事件が係属している家
庭裁判所は、この時点から家事事件および非訟事件手続
法第 137 条第 1 項および第 3 項にもかかわらず、家事事
件および非訟事件手続法第 44 条、第 35 条および第 89
条～第 94 条の処分を含む、家事事件および非訟事件手続
法第 151 条第 1 号～第 3 号の、すべての同じ子供に関わ
る家事事件について管轄権を有する。申立てが明らかに
許されないときは、第 1 文の管轄権は生じない。管轄権
は当該裁判所が取り消しえない判決に基づいて管轄権を
有しないときは直ちに喪失する。この裁判所がこれに従
ってその管轄権を喪失する手続は、民事訴訟法第 281 条
第 2 項および第 3 項第 1 文のより詳しい標準に従って職
権で管轄権を有する裁判所に移送される。（２）子供が常
居所を有する上級ラント裁判所地区において第 1 項第 1
文に述べられた種類の申立てについて管轄権を有する家
庭裁判所は、一方の親がその常居所をヨーロッパ連合の
他の加盟国またはハーグ親責任条約、ハーグ子供連れ去
り条約またはヨーロッパ監護権条約の他の加盟国に有す
る場合には、家事事件および非訟事件手続法第 151 条第
1 号～第 3 号の他の家事事件についてもまた管轄権を有
しうる。（３）第 1 項第 1 文の場合は、同じ子供に関わる、
家事事件および非訟事件手続法第 151 条第 1 号～第 3 号
の家事事件が第一審として係属しているまたは係属する
他の家庭裁判所が、この手続を職権で第 1 項第 1 文によ
り管轄権を有する裁判所に移送する。民事訴訟法第 281
条第 2 項第 1 文～第 3 文および第 3 項第 1 文が準用され
る。（４）第 1 項または第 2 項により管轄権を有し、また
は事件が第 3 項により移送された家庭裁判所は、これが
手続の重要な遅滞に導かない限り、この事件を重要な理
由に基づいて一般規定に従って管轄権を有する家庭裁判
所に移送し、または却下しうる。最初に挙げられた裁判
所の特別の専門部が手続きにとって必要とされず、また
はもはや必要とされないときは、通例重要な理由とみな
されうる。民事訴訟法第 281 条第 2 項および第 3 項第 1
文が準用される。第 1 文の移送の拒絶は取り消されえな
い。（５）家事事件および非訟事件手続法第 4 条および第
5 条第 1 項第 5 号、第 2 項および第 3 項は影響を受けな
い。 
 
第１３ａ条（国境を越える移送の場合の手続）（１）家庭
裁判所が管轄の引受をハーグ親責任条約第 8 条の他の締
約国の裁判所に要請するときは、外国裁判所が管轄の引
受を通知しうる期間を定める。家庭裁判所がハーグ親責
任条約第 8 条の手続を中止したときは、外国裁判所が要
請されるべき期間を当事者に対して定める。第 1 文の期
間が、外国裁判所が管轄の引受を通知することなく徒過
したときは、通例要請された裁判所が管轄の引受を拒絶
することから出発すべきである。第 2 文の期間が、一当
事者が外国の裁判所が要請することなく徒過したときは、
家庭裁判所が管轄権を有する。要請された国の裁判所お
よび当事者は、この法律効果を知らされるべきである。
（２）他の締約国の裁判所がハーグ親責任条約第 8 条に
従って家庭裁判所に管轄の引受を要請し、または一当事
者が本条に従って家庭裁判所に要請したときは、家庭裁
判所は 6 週間内に管轄を引き受けうる。（３）第 1 項およ
び第 2 項は、ハーグ親責任条約第 9 条の申立て、要請お
よび判決に準用されうる。（４）１．外国裁判所に第 1 項
第 1 文または規則(EG)2201/2003 号第 15 条第 1 項 b）に
従って管轄の引受を要請し、２．第 1 項第 2 文または規
則(EG)2201/2003 号第 15 条第 1 項に従って手続を中止
し、３．管轄外国裁判所に親責任条約第 9 条または規則
(EG)2201/2003 号第 15 条第 2 項 c）に従って管轄権の言
渡しを要請し、４．当事者に管轄外国裁判所にハーグ親
責任条約第 9 条に従って家庭裁判所への管轄権の言渡し
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を申し立てることを勧奨し、または５．外国裁判所の要
請またはハーグ親責任条約第 9 条により当事者の申立て
に基づいて管轄を外国裁判所に言渡す、家庭裁判所の決
定は、民事訴訟法第 567 条～第 572 条の準用により即時
抗告により取り消されうる。権利抗告は認められない。
第 1 文に述べられている決定は、それが法的効力を有す
るとともに有効になる。決定にこのことが指示されるべ
きである。（５）その他決定は、ハーグ親責任条約第 8 条、
第 9 条および規則(EG)2201/2003 号第 15 条に従って取
り消されえない。（６）本条項ならびにハーグ親責任条約
第 8 条、第 9 条および規則(EG)2201/2003 号第 15 条の
意味における当事者は、家事事件および非訟事件手続法
第 7 条第 1 項および第 2 項第 1 号に述べられている当事
者である。さらなる当事者の召喚に関する規定は影響を
受けない。 
 
  第４章 一般的裁判所手続規定 
 
第１４条（家庭裁判所手続） 異なった定めのない限り、
家庭裁判所は、１．これについて適用される家事事件お
よび非訟事件手続法の規定に従う第 10 条および第 12 条
に記された家事事件および２．非訟事件手続法における
家事事件としての第 10 条、第 11 条、第 12 条および第
47条に述べられた事件の中のその他の事件について判決
する。 
 
第１５条（仮処分） 裁判所は、子供の危険を避け、ま
たは当事者の利益の侵害を回避し、特に手続き中の子供
の居所を確保し、または返還の障害を妨げるために、申
立てまたは職権により仮処分をなしうる。家事事件およ
び非訟事件手続法第 1 巻第 4 章が準用される。 
 
  第５章 強制執行の許容、承認の確定および監護関
係の回復 
 第１節 第一審手続における強制執行の許容 
 
第１６条（申立て）（１）規則(EG)2201/2003 号第 41 条
および第 42 条に述べられた名義の例外を除いて、他国で
執行可能な名義は、それが申立てにより執行文言が備わ
ることにより強制執行が許容される。（２）強制執行文言
の付与の申立ては、管轄家庭裁判所に文書によりなされ、
または口頭で表示されて事務所の記録簿に記録されうる。
（３）申立てが裁判所構成法第 184 条に反してドイツ語
で記されていない場合は、裁判所は、申立人にその正当
さが１．ヨーロッパ連合の構成国、または２．実行され
るべき他の締約国においてこれについて権限を有する者
によって確認された申立てのすべての送達は、郵便の委
託（民事訴訟法第 84 条第 1 項第 2 文、第 2 項）により
実現されうる。（４）第 1 項は、申立人が、国内で送達さ
れうるその手続のための手続代理人を指名したときは適
用されない。 
 
第１７条（送達代理人）（１）申立人が申立ての中に民事
訴訟法第 184 条第 1 項第 1 文の意味の送達代理人を指定
していなかったときは、後で指名されるまで申立人への
総ての送達は、郵便により（民事訴訟法第 184 条第 1 項
第 2 文、第 2 項）なされうる。（２）第 1 項は、申立人が
内国で送達されうる手続代理人をその手続のために指名
した場合は適用されない。 
 
第１８条（一方的手続）（１）規則(EG)2201/2003 号およ
びハーグ親責任条約の適用領域において第一審手続では
申立人のみが強制執行の付与を求める機会を有する。判
決は口頭弁論なしでなされる。しかし、この者がそれに
同意し、かつ弁論が促進に資する場合は、申立人または
彼により代理権が与えられた者との口頭弁論が行われう
る。（２）家事事件および非訟事件手続法第 114 条第 1
項とは異なり、婚姻事件では第一審の手続で弁護士によ
る代理は必要ではない。 
 
第１９条（ヨーロッパ監護権条約に関する特別規定）ヨ
ーロッパ監護権条約の他の締約国に由来する名義の執行
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可能表明は、ハーグ条約第 10 条第 1 項 a）または b）の
要件が存在する場合、特に名義の効力が子供または監護
権者の基本権と相容れないであろう場合は、ハーグ条約
第 8 条および第 9 条の事例でも認められない。 
 
第２０条（判決）（１）強制執行が名義に基づいて許容さ
れるときは、裁判所はその名義が強制執行名義を伴うべ
きことを決定する。決定には執行されるべき義務がドイ
ツ語で再言されるべきである。決定の理由としては通例
規則(EG)2201/2003 号または実行されるべき承認および
執行契約ならびに申立人により提出された証書の引用で
足りる。（２）家事事件および非訟事件手続法第 81 条が
手続費用に準用されるべきである。婚姻事件には民事訴
訟法第 788 条が準用される。（３）申立てが許容されず、
または正当化されないときは、裁判所は理由の付された
決定によりそれを棄却する。費用については第 2 項が適
用される。婚姻事件には費用は申立人に課せられるべき
である。 
 
第２１条（判決の告知）（１）第 20 条第 1 項の場合、義
務者には決定の謄本、まだ執行文言が付されていない名
義および場合によってはその翻訳、ならびに第 20 条第 1
項第 3 文により添付された証書の謄本が職権により送達
されるべきである。決定は 20 条 3 項により義務者に形式
を必要とすることなしに通知されるべきである。（２）申
立人には第 20 条により決定の謄本、第 20 条第 1 項の場
合にはさらに実行された送達に関する証明が送付される
べきである。執行文言の付された名義の謄本は、決定が
第 20 条第 1 項により有効になり、かつ執行文言が付与さ
れたときに始めて送付されるべきである。（３）親の責任
に関する判決の執行可能表明を対象とする手続では、子
供の法定代理人、子供の手続代理人、14 歳を満了してい
る限りにおいてその子供自身、手続に関与していない一
方の親ならびに少年局への送達がなされるべきである。
（４）執行可能と表明された措置において収容が問題に
なる場合は、決定は子供が収容されるべき施設の指導者
または里親にも通知されるべきである。 
 
第２２条（判決の効力の取得） 第 20 条の決定は、それ
が法的効力を取得するとともに有効になる。決定にはこ
れが指示されるべきである。 
 
第２３条（執行文言）（１）第 20 条第 1 項の有効な決定
に基づいて事務局の公証官は、以下の方式で執行文言を
付与する：｢2005 年 1 月 26 日の国際家族法手続法(BGBl.
Ⅰ  S.162)23 条の執行文言。（裁判所および決定の表
示）･･････の決定により、（名義の表示）･･････に基づい
て、（権利者の表示）･･････のために（義務者の表
示）･･････に対して強制執行が許容される。｣執行される
べき義務は以下のように述べられる：｢（ドイツ語による
外国の名義により義務者に帰属する義務の表示、第 20 条
第 1 項の決定により引き受けられるべきこと）･･････。｣
（２）強制執行が一つのまたは複数の外国の名義により
承認され、または他の外国の名義に結実した請求権また
は義務の客体の一部のためにのみ許容されるときは、執
行文言は 2005 年 1 月 26 日の国際家族法手続法(BGBl.
Ⅰ S.162)第 23 条の一部執行文言と表示されうる。（３）
執行文言は事務所の書記局により署名され、庁印が押捺
されるべきである。それは名義の謄本またはそれに付加
された紙葉に記載される。名義の翻訳が存在する場合は、
それは謄本に貼付されるべきである。 
 
 第２節 抗告 
 
第２４条（抗告の申立て、抗告期間）（１）第一審の裁判
手続でなされた判決に対しては上級ラント裁判所への抗
告がなされる。抗告は、上級ラント裁判所に抗告状の提
出または事務所の記録簿への登録によりなされる。（２）
抗告の許容は、それが上級ラント裁判所の代わりに第一
審裁判所に提出されたことにより影響を受けない。抗告
は遅滞なく職権で上級ラント裁判所に移送されるべきで
ある。（３）強制執行の許容に対する抗告は、１．抗告権
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者がその常居所を外国に有する場合は、送達後 1 ヶ月内
に、２．抗告権者がその常居所を外国に有している場合
は、送達後 2 ヶ月以内に提起されるべきである。期間は
執行可能表明が個人またはその住居に送達された日から
開始する。遠隔地に住んでいることによるこの期間の延
長は認められない。（４）抗告は抗告の相手方に職権で送
達されるべきである。 
 
第２５条（執行されるべき請求権に対する抗弁） 義務
を負う者は、手続費用の許容に関する名義に基づく強制
執行の許容に対する抗告とともに、それが依拠している
理由が名義の許容後に始めて生じた限りにおいてすら、
請求権に対する抗弁もまた主張しうる。 
 
第２６条（抗告に関する手続と判決）（１）上級ラント裁
判所の法廷は、理由を伴い、口頭弁論なしにはなされえ
ない決定により判決する。（２）口頭弁論が命じられない
限り、申立てが事務所の記録簿に記録されて、宣言が言
渡されうる。婚姻事件において口頭弁論が命じられると
きは、召喚について民事訴訟法第 215 条（職権による召
喚）が適用される。（３）結締が告知された場合にも、決
定の完全な謄本が当事者に職権で送達されるべきである。
（４）第 20 条第 1 項第 2 文、第 2 項および第 3 項、第
21 条第 1 項、第 2 項および第 23 条が準用される。 
 
第２７条（即時の効力発生の命令）（１）第 26 条の上級
ラント裁判所の決定は、それが法的効力を取得するとと
もに有効になる。これは決定の中で指示されるべきであ
る。（２）上級ラント裁判所は、抗告に関する判決に付加
して決定の即時の発効を命じうる。 
 
 第３節 権利抗告 
 
第２８条（権利抗告の許容） 上級ラント裁判所の決定
に対して権利抗告が民事訴訟法第 574 条第 1 項第 1 号、
第 2 項の標準に従って連邦最高裁判所になされる。 
 
第２９条（権利抗告の提起と理由） 民事訴訟法第 575
条第1項～第4項が準用されるべきである。権利抗告が、
上級ラント裁判所がヨーロッパ共同体の裁判所の判決と
意見を異にすることに基づく限り、取り消された決定と
異なる判決が記されねばならない。 
 
第３０条（権利抗告に関する手続と判決）（１）連邦最高
裁判所は、決定がヨーロッパ協同体法、承認および強制
執行条約施行法(AVAG)、その他の連邦法またはその適用
領域が上級ラント裁判所の区域を越えて拡大される他の
規定に違反するかどうかのみを検討しうる。それは裁判
所がその場所的管轄を不法に承認したかどうかは検討し
えない。（２）連邦最高裁判所は権利抗告を口頭弁論なし
に判決しうる。民事訴訟法第 574 条第 4 項、第 576 条第
3 項および第 577 条が準用されうる。非訟事件では民事
訴訟法第 574条第 4項および第 577 条第 2項第 1文～第
3 文ならびに民事訴訟法第 576 条第 3 項における第 556
条の準用は観察に現れない。（３）第 20 条第 1 項第 2 文、
第 2 項および第 3 項、第 21 条第 1 項、第 2 項および第 4
項ならびに第 23 条が準用される。 
 
第３１条（即時の発効の命令） 連邦最高裁判所は、義
務を負う者の申立てに基づいて第27条第2項の命令を取
り消し、または権利者の申立てに基づいて第 27 条第 2
項の命令をはじめてなしうる。 
 
第４節 承認の確定 
 
第３２条（承認の確定） 規則(EG)2201/2003 号第 21
条第 3 項、ハーグ親責任条約第 24 条またはヨーロッパ監
護権条約に基づく、他の国の債務名義を承認しまたは承
認しない特別の確定の申立てに関する手続により、第 1
節から第 3 節が準用されうる。申立人が他国の名義が承
認されるべきでないことの確定を申し立てる場合は、第
18 条第 1 項第 1 文は適用されえない。第 18 条第 1 項第
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3 文はこの場合口頭弁論がより広い範囲の当事者との間
でも生じうるという標準とともに適用されうる。 
 
第５節 監護関係の回復 
 
第３３条（子供の引渡の命令）（１）執行名義が規則
(EG)2201/2003 号、ハーグ親責任条約またはヨーロッパ
監護権条約の適用領域内でそれが出された国の法に従っ
て子供の引渡を求める権利を包含しているときは、家庭
裁判所は執行名義または第 44 条によりなされた命令の
中に引渡命令を明示的に含ませうる。（２）ヨーロッパ監
護権条約の適用領域の中に子供の引渡の執行名義が存在
しないときは、裁判所は、第 32 条に従って他の締約国の
監護権判決または管轄官署により認められた監護権合意
が承認されるべきことを確定し、かつ申立てにより監護
関係の回復のために義務者が子供を返還しなければなら
ないことを命じうる。 
 
 第６節 決定の取消しまたは変更 
 
第３４条（取消しまたは変更の手続）（１）名義が、それ
が出された国で取り消されまたは変更され、かつ義務者
がこの事実を強制執行の許容の手続の中でもはや主張し
ないときは、義務者は特別手続において許容の取消しま
たは変更を申し立てうる。同じことは、その承認が確定
される判決、合意または公の証書の取消しまたは変更の
場合にもあてはまる。（２）申立てに関する判決について、
第一審で執行名義の付与または承認の確定の申立てにつ
いて判決した家庭裁判所が専属管轄権を有する。（３）申
立ては裁判所に文書によりまたは事務所の登録簿への登
録によりなされる。（４）抗告には第 2 節および第 3 節が
準用される。（５）手続費用の償還に関する名義の場合、
強制執行の中止およびすでになされた強制執行の措置の
取消しのために民事訴訟法第 769条および第 770条が準
用されうる。強制執行の措置取消しは担保給付なしにも
許容される。 
 
第３５条（不当な強制執行による損害賠償）（１）手続費
用の償還に関する名義に基く強制執行の許容が権利抗告
により取り消されまたは変更されたときは、権利者は義
務者に名義の執行または執行の回避のための給付により
生じた損害の賠償義務を負う。強制執行に関して許容さ
れた名義が、許容のときにそれが出された国の法に従っ
てなお正規の法的救済により取り消されうる限りにおい
て、強制執行の許容が第 34 条により取り消されまたは変
更される場合に同じことがあてはまる。（２）請求権の主
張について、第一審で名義に執行文言を伴わせる申立て
について判決した裁判所が専属管轄権を有する。 
 
 第７節 執行異議訴訟 
 
第３６条（手続費用の名義における執行異議訴訟）（１）
強制執行が手続費用の償還に関する名義に基いて許容さ
れたときは、義務者は、その抗弁が依拠する理由が、１．
義務者が抗告を提出しうる期間の徒過後、２．抗告が提
起された場合は、この手続の終了後始めて生じた場合に
のみ、請求に対する抗弁を民事訴訟法第 767 条（執行異
議の訴え）の手続においてすら主張しうる。（２）民事訴
訟法第 767 条の訴えは、執行文言の付与の申立てについ
て判決した裁判所に提起されるべきである。 
 
 第８節 ハーグ子供連れ去り条約による手続 
 
第３７条（適用可能性） 個々の事例でハーグ子供連れ
去り条約およびヨーロッパ監護権条約が問題になるとき
は、申し立てた者が明示的にヨーロッパ監護権条約の適
用を求めない限り、まず第一にハーグ子供連れ去り条約
の規定が適用されるべきである。 
 
第３８条（手続の迅速化）（１）裁判所は、子供の返還手
続をすべての法手続の中で優先して処理すべきである。
ハーグ子供連れ去り条約第 12 条第 3 項の例外を除いて、
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手続きの停止は生じない。裁判所は、特に本案判決が規
則(EG)2201/2003 号第 11 条第 3 項に述べられた期間内
になされるためにも、手続きの促進のために必要なあら
ゆる措置をなすべきである。（２）当事者は、それが手続
の促進および迅速化に向けられた行動に適するように事
実関係の解明に協力しなければならない。 
 
第３９条（判決の伝達）  国内の判決が規則
(EG)2201/2003 号第 11 条第 6 項に従って直接に外国の
管轄裁判所または中央当局に伝達されるときは、中央当
局はその任務の履行のためにハーグ子供連れ去り条約第
7 条に従ってコピーを送付しなければならない。 
 
第４０条（判決の効力、上訴）（１）他の締約国への子供
の返還を義務づける判決は、その既判力とともに始めて
効力を生じる。（２）第一審判決に対しては家事事件およ
び非訟事件手続法第 1 巻第 5 章第 1 節に従って上級ラン
ト裁判所への抗告がなされる。同法第 65 条第 2 項、第
68 条第 4 項および第 69 条第 1 項第 2 文～第 4 文は適用
されえない。抗告は 2 週間内になされかつ理由が付され
るべきである。子供の返還を義務づける判決に対する抗
告は、申立ての相手方、14 歳の年齢を満たしている限り
における子供、および関係する少年局のみこれをなしう
る。権利抗告（特別抗告）はなされない。（３）抗告裁判
所は、抗告状の到達後遅滞なく子供の返還に関して異議
が唱えられた判決の即時の効力が命じられるべきかどう
かを検討しなければならない。即時の効力は、抗告が明
らかに理由がなく、または抗告に関する判決の前の子供
の返還が当事者の正当な利益の考慮のもとに子供の福祉
と調和すべき場合は、命じられるべきである。即時の効
力に関する判決は、抗告手続の期間中変更されうる。 
 
第４１条（違法性に関する証明） ハーグ子供連れ去り
条約第15条第1文による子供の連れ去りまたは留置の違
法性を確定する申立てについては、１．第一審の監護権
事件または婚姻事件が係属し、またはかつて係属した、
さもなければ２．その地区に子供が本法の適用領域の中
でその最後の常居所を有した、補助的に３．その地区で
監護の必要が生じている家庭裁判所が決する。判決には
理由が付されるべきである。 
 
第４２条（区裁判所への申立ての到達）（１）他の締約国
で解決されるべき申立ては、その地区に申立人がその常
居所または、本法の適用領域内に常居所がないときは、
その事実上の居所を有する司法行政当局としての区裁判
所にもなされうる。裁判所は、形式的要件の検討後遅滞
なくその申立てを中央当局に伝達し、中央当局はそれを
他の締約国に転達する。（２）申立ての受領および転達に
おける区裁判所および中央当局の活動については第 5 条
第 1 項の事例の例外を除いて費用は請求されない。 
 
第４３条（手続費用および助言の援助） ハーグ子供連
れ去り条約第 26 条第 2 項とは異なり、本条約の手続にお
ける裁判上または裁判外の免除は、助言の援助および手
続費用の援助に関する規定の標準に従ってのみ生じる。 
 
  第７章 執行 
 
第４４条（強制執行、職権による執行）（１）人の引渡ま
たは一時的監護権のルールに向けられた規則
(EG)2201/2003 号第 3 章、ハーグ親責任条約、ハーグ子
供連れ去り条約またはヨーロッパ監護権条約の国内で執
行されるべき名義に対する違反の場合、裁判所は秩序金、
およびこれが徴収されえないときは、秩序勾留を命ずる
べきである。秩序金がいかなる効果も生じないときは、
裁判所は秩序勾留を命じるべきである。（２）第 1 項に述
べられている名義の執行について、命令が執行可能なも
のと宣言され、許容されまたは確証された限りにおいて、
上級ラント裁判所が管轄権を有する。（３）子供が引き渡
されまたは返還されるべきときは、裁判所は、命令が一
時的監護権のための子供の引渡に向けられている場合を
除いて、執行を職権で実行しなければならない。裁判所
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は、権利者の申立てによりそれを見合わせるべきである。 
 
  第８章 国境を越えた収容 
 
第４５条（収容に関する同意のための管轄） 国内の規
則(EG)2201/2003 号第 56 条またはハーグ親責任条約第
33条の子供の収容に関する同意の付与の管轄権を有する
のは、その領域内で子供が要請された場所の提案に従っ
て収容されるべき公の少年扶助の各地にある担当部署、
さもなければその領域と中央当局との最も密接な関係が
画定された各地にある担当部署である。補助的にベルリ
ン州が管轄権を有する。 
 
第４６条（相談手続）（１）１．特に国内との特別のつな
がりがあるために、国内の意図された収容の実行が子供
の福祉に適い、２．外国の部局が、それから意図された
収容の理由が生じる文書および必要である限りにおいて
医師の証明または鑑定を提出し、３．聴取が子供の年齢
または成熟度に基づいてなされなかったように見える限
りにおいて、子供が外国の手続で聴取を受け、４．適切
な施設または里親の同意が存在し、かつそこへの子供の
斡旋にいかなる理由も対立せず、５．必要な外国法上の
同意が与えられ、または確約され、６．費用の引受けが
定められている場合に、通例要請に同意されるべきであ
る。（２）自由の剥奪と結びついた収容の場合、１．要請
する国で収容についていかなる裁判所も判決せず、また
は、２．伝えられた事実関係を基礎とすると、国内法に
従って自由の剥奪と結びついた収容が許容されないであ
ろう場合には、要請は第 1 項の要件があるときでも拒絶
されうる。（３）外国の部局には補充的な情報が要請され
うる。（４）外国の子供の収容が要請される場合、外国官
署の見解が求められるべきである。（５）理由のつけられ
た判決は、中央当局および子供が収容されるべき施設ま
たは里親に伝えられるべきである。それは取消しえない。 
 
第４７条（家庭裁判所の同意）（１）第 45 条および第 46
条の公の少年扶助の各地にある担当機関の同意は、家庭
裁判所の同意がある場合にのみ許容される。裁判所は、
１．第 46 条第 1 項第 1 号～第 3 号に述べられた要件が
存在し、かつ、２．意図された収容の承認に対する障害
が認めえない場合は、通例同意を与えるべきである。第
46 条第 2 項および第 3 項が準用される。（２）場所的な
管轄権を有するのは、この上級ラント裁判所の地区につ
いて、その管轄領域内に子供が収容されるべき上級ラン
ト裁判所の所在地の家庭裁判所である。第 12 条第 2 項お
よび第 3 項が準用される。（３）理由の付された決定は取
り消しえない。 
 
第９章 規則(EG)2201/2003 号の国内の判決に関
する証明 
 
第４８条（証明の作成）（１）規則(EG)2201/2003 号第
39 条の証明は、第一審裁判所の事務所の記録官、および
手続が上級裁判所に係属しているときは、この裁判所の
事務所の記録官により作成される。（２）規則
(EG)2201/2003 号第 39 条の証明は、第一審裁判所では
家庭裁判所裁判官により、上級ラント裁判所または最高
裁判所手続では家事事件法廷の裁判長により作成される。 
 
第４９条（証明の是正） 規則(EG)2201/2003 号第 43
条第1項の証明の是正については民事訴訟法第319条（判
決の是正）が準用される。 
 
  第１０章 費用 
 
第５０条～第５３条（削除） 
 
第５４条（翻訳） 中央当局により惹起された翻訳のた
めの報酬の額は、司法報酬および補償法により定められ
る。 
 
  第１１章 移行規定 
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第５５条（規則(EG)2201/2003 号に関する移行規定） 本
法は、意味に適って婚姻事件および夫婦の共通の子供の
ための親の責任に関する手続における管轄、承認および
執行に関する 2000 年 5 月 29 日の幹部会規則
(EG)1347/2000 号(ABl.EG Nr.L 160 S.19)の手続にも以
下の標準とともに適用される：21 条の決定が、ヨーロッ
パ連合にも、民事および商事事件における裁判上の管轄
および裁判所の判決の執行に関する 1988年 9月 16日の
条約(BGBl.1994 Ⅱ S.2658)にも属しない国の義務者に
送達されるべきであり、かつ家庭裁判所が承認および強
制執行施行法(AVAG)第 10 条第 2 項および第 50 条第 2
項第 4 文および第 5 文に従って抗告期間を定めていると
きは、強制執行の許容に対する義務者の抗告は裁判所に
より定められた期間内に提起されるべきである。 
 
第５６条（監護権条約施行法に関する移行規定） 本法
施行前に開始された、ハーグ子供連れ去り条約およびヨ
ーロッパ監護権条約の手続については、さらに 2001 年 2
月 19 日法(BGBl.Ⅰ S.288436)Ａｒｔ．２，第 6 項によ
り最も新しい改訂を受けた、1990 年 4 月 5 日の監護権条
約施行法(BGBl.Ⅰ S.701)の規定が適用される。しかし、
強制執行については本法の規定が適用されるべきである。
裁判所が強制執行をすでに開始したときは、その機能的
管轄は影響を受けない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ ブリュッセルⅡａ規則 
 
 
ブリュッセルⅡａ規則（婚姻事件および親の責任に関す
る手続における管轄および判決の承認および執行および
規則(EG)1347/2000 号の廃止に関する 2003 年 11 月 27
日の幹部会規則(EG)2201/2003 号） 
 
  前文（省略） 
 
  第１章 適用領域および概念規定 
 
第１条（適用領域）（１）この規則は、裁判権の如何にか
かわらず、以下の対象を有する民事事件に適用される：
ａ）離婚、婚姻の解消なき別居および婚姻の無効宣告、
ｂ）親の責任の割り当て、行使、移転ならびに全部また
は一部の剥奪。（２）第 1 項 b）に述べられている民事事
件は、特に、ａ）監護権および一時的監護権、ｂ）後見、
世話および相当な法制度、ｃ）子供の身上および財産に
ついて責任を負い、子供を代表しまたは子供を支援する
者または部局の決定および任務の範囲、ｄ）里親または
ホームにおける子供の扶養、ｅ）その財産の管理および
保持またはその処分との関係における子供の保護に関す
る措置に関わる。（３）この規則は、ａ）親子関係の確定
および取消し、ｂ）養子縁組の決定および養子縁組の準
備に関する措置ならびに養子縁組の無効宣告および取消
し、ｃ）子供の姓および名前、ｄ）成年宣告、ｅ）扶養
義務、ｆ）信託および相続、ｇ）子供により犯された刑
事事件による措置に適用される。 
 
第２条（概念規定） 本規定のために、１．裁判所は、
１条により本規定の適用範囲に属する法律事件について
管轄権を有する加盟国のすべての官署を、２．裁判官は、
その管轄が本規定の適用領域に属する法律事件の裁判官
の管轄に一致する裁判官または官吏を、３．加盟国は、
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デンマークを除くすべての加盟国を、４．判決は、それ
が判決であるか決定であるかを問わず、離婚、婚姻の解
消なき別居または婚姻の無効宣告に関する加盟国の裁判
所によりなされた判決ならびに親の責任に関するすべて
の判決を、５．発生加盟国は、執行されるべき判決がな
された加盟国を、６．執行加盟国は、判決が執行される
べき加盟国を、７．親の責任は、判決によりまたは法律
上当然にまたは子供の身上または財産に関する法的に拘
束力ある合意により自然人または法人に移転したすべて
の権利および義務を指す。親の責任は、特に監護権およ
び一時的監護権を包含する。８．親の責任の担い手は、
子供のために親の責任を行使するすべての人を、９．監
護権は、子供の身上のための監護と結びついた権利義務、
特に子供の居所指定権を、１０．一時的監護権は、特に
子供を一定期間その常居所とは異なった場所に連れて行
く権利を、また、１１．子供の違法な連れ去りまたは留
置は、ａ）それにより子供が連れ去りまたは留置の直前
にその常居所を有した加盟国の法に従って、判決に基づ
きまたは法律上当然にまたは法的に拘束力を有する合意
に基づいて存在する監護権が侵害され、かつｂ）その監
護権が連れ去りまたは留置のときに単独でまたは共同し
て事実上行使され、または連れ去りまたは留置が生じな
かったとすれば、単独でまたは共同して事実上行使され
たであろう場合の子供の連れ去りまたは留置を指す。親
の責任の担い手の一人が判決に基づきまたは法律上当然
に親の責任の他方の担い手の同意なしに子供の居所につ
いて決定しうるときは、監護権の共同行使から出発され
るべきである。 
 
  第２章 管轄 
 第１節 離婚、婚姻の解消なき別居および婚姻の無効
宣告 
 
第３条（一般的な管轄）（１）離婚、婚姻の解消なき別居
または婚姻の無効宣告についての決定のために、加盟国
の裁判所は、ａ）婚姻の両当事者がその常居所を有し、
またはそれらのうちの一人がそこでなおその常居所を有
している限りにおいて、婚姻当事者双方が最後にその常
居所を有した高権領域において、または申立ての相手方
がその常居所を有し、または申立人がそこに少なくとも
申立ての直前の 1 年間住んでいた場合において、申立人
がその常居所を有した高権領域において、または申立人
が少なくとも申立ての直前 6 ヶ月内にそこに居住してお
り、かつ当該加盟国の国民であり、または連合王国およ
びアイルランドの場合はそこにその住所を有する場合は、
申立人がその常居所を有していた高権領域において、ｂ）
両婚姻当事者がその国籍を有し、または連合王国および
アイルランドの場合は、彼らがその共通の住所を有する
高権領域において管轄権を有する。（２）この規定の意味
において住所の概念は、連合王国およびアイルランドの
法に従って決定される。 
 
第４条（申立てに対する異議） 第 3 条に従って申立て
が係属している裁判所は、これがこの規則の適用領域に
属する限りにおいて、申立てに対する異議についても管
轄権を有する。 
 
第５条（婚姻の解消なき別居の離婚への変容） 第 3 条
にもかかわらず、婚姻の解消なき別居に関する判決をな
した加盟国の裁判所は、これがこの加盟国の法において
規定されている限りにおいて、この判決の離婚への変容
についても管轄権を有する。 
 
第６条（第３条、第４条および第５条の専属管轄） ａ）
その常居所を加盟国の高権領域内に有し、またはｂ）加
盟国の国民であり、または連合王国およびアイルランド
の場合はこれらの加盟国の一つの高権領域にその住所を
有する婚姻当事者に対して、他の加盟国の裁判所におけ
る手続が第 3 条、第 4 条および第 5 条の標準に従っての
みなされうる。 
 
第７条（残りの管轄）（１）第 3 条、第 4 条および第 5
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条から加盟国の裁判所のいかなる管轄権も生じない限り、
加盟国の管轄権は本国の法律に従って決せられる。（２）
その常居所を他の加盟国の高権領域内に有する加盟国の
国民は、その常居所をある加盟国の高権領域内に有さず、
またはある加盟国の国籍を有さず、または連合王国およ
びアイルランドの場合は、その住所をこれらの加盟国の
一つの高権領域内に有さない、申立人の相手方に対して
内国人のように本国内で適用される管轄規定を主張しう
る。 
 
 第２節 親の責任 
 
第８条（一般管轄権）（１）親の責任に関する判決につい
て、子供が申立てのときにその常居所を有する、加盟国
の裁判所が管轄権を有する。（２）第 1 項は、第 9 条、第
10 条および第 120 条を留保して適用される。 
 
第９条（子供の当初の常居所地の管轄の維持）（１）ある
加盟国からその地で新しい常居所を取得した他の加盟国
への子供の法に適った移動の場合は、一時的監護権に関
する判決により一時的監護権を有する親がそれからもず
っと日常的に子供の当初の常居所地国に居住しているな
らば、子供の引越し前にこの加盟国でなされた一時的監
護権に関する判決の変更について、引越し後 3 ヶ月間、
管轄権は、第 8 条とは異なり、依然として子供の当初の
常居所地の裁判所にある。（２）第 1 項の意味の一時的監
護権を有する親が、彼が、その管轄を取り消すことなし
に、これらの裁判所の手続に関与することにより、子供
の新しい常居所の加盟国の裁判所の管轄権を承認した場
合は、第 1 項は適用されない。 
 
第１０条（子供の連れ去りの事例における管轄） 子供
の違法な連れ去りまた留置の場合、子供が違法な連れ去
りまた留置の直前にその常居所を有した加盟国の裁判所
は、その子供が他の加盟国に常居所を取得するまでの間
で、ａ）すべての監護権を有する者、官署またはその他
の部局が連れ去りまたは留置に同意し、またはｂ）以下
の条件の一つ：ⅰ）監護権者が子供の居所を知り、また
は知るべかりしときから 1 年内にその子供が連れていか
れまたは留置された、加盟国の管轄官署に子供の返還の
申立てがなされなかったこと、ⅱ）監護権者によりなさ
れた返還の申立てが取り下げられ、かつⅰ）に述べられ
た期間内に新しい申立てがなされなかったこと、ⅲ）子
供が違法な連れ去りまたは留置の直前にその常居所を有
した、加盟国の裁判所での手続が第 11 条第 7 項に従って
終結したこと、ⅳ）子供が違法な連れ去りまたは留置の
直前にその常居所を有した、加盟国の裁判所により、子
供の返還が命じられなかった監護権判決がなされたこと、
が満たされる限りにおいて、監護権を有する者、官署ま
たはその他の部局がその居所を知り、または知るべかり
しときであって、その子供がその新しい環境に慣れた後、
その子供がこの他の加盟国に少なくとも 1 年間居住する
まで、管轄権を有する。 
 
第１１条（子供の返還）（１）監護権を有する者、官署ま
たはその他の部局が、違法に、子供が違法な連れ去りま
たは留置の直前にその常居所を有した加盟国とは異なっ
た国に連れ去られまたはそこに留置されている子供の返
還を実現するために、国際的な子供の連れ去りの民事的
側面に関する 1980 年 10 月 25 日のハーグ条約（以下で
は 1980 年ハーグ条約と呼称）の基礎の上に加盟国の管轄
裁判所に判決を申し立てたときは、第 2 項から第 8 項ま
での規定が適用される。（２）1980 年ハーグ条約第 12 条
および第 13 条の適用に際して、これがその年齢または成
熟度に基づいて不適切でないようにみえる限りにおいて、
子供が手続の間聴聞を受ける可能性が確保されるべきで
ある。（３）子供の返還が第 1 項に従って申し立てられる
裁判所は、要請される迅速さをもってその申立てを処理
し、それに際して国内法の最も迅速な手続きを用いなけ
ればならない。第 1 項にもかかわらず、裁判所は、これ
が異常な状況に基づいて不可能な場合を除き、申立てを
受理してから遅くとも 6 週間内に命令を下さなければな
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らない。（４）裁判所は、返還後の子供の保護を確保する
ために、相当な措置がなされたことが立証される場合は、
1980 年ハーグ条約第 13 条 b）に基づいて子供の返還を
拒絶しえない。（５）裁判所は、子供の返還を請求する者
に聴聞を受ける機会が与えられなかった場合は、子供の
返還を拒絶しえない。（６）裁判所が、1980 年のハーグ
条約第 13 条に従って子供の返還を拒絶することを決し
たときは、国内法に従って、子供が違法な連れ去りまた
は留置の直前にその常居所を有していた、加盟国の管轄
裁判所または中央当局に、遅滞なく直接にまたは中央当
局を通じて、返還を拒絶する裁判所の判決の謄本および
相当な証拠書類、特に聴聞の録取書を交付しなければな
らない。すべての上記の必要書類は、返還を拒絶する判
決の期日から 1 ヶ月内に裁判所に提出されなければなら
ない。（７）子供が違法な連れ去りまたは留置の直前にそ
の常居所を有していた加盟国の裁判所がすでに当事者の
一人と関わりを持っていない限りにおいて、その通知を
第 6 条に従って取得する裁判所または中央当局は、それ
を当事者に通知し、裁判所が監護権の問題を検討しうる
ように、通知の送達のときから 3 ヶ月以内に国内法に従
って裁判所に申立てが到達することを当事者に要請しな
ければならない。本規則に定められた管轄原則にもかか
わらず、裁判所は、この期間内に裁判所に申立てが到達
しない場合は、その事件を結審する。（８）子供の返還が
拒絶された、1980 年のハーグ条約第 13 条に従ってなさ
れた判決にもかかわらず、子供の返還が命じられ、かつ
この規則に従って管轄権を有する裁判所によってなされ
た、後になされる判決は、子供の返還を確保するために、
第 3 章第 4 節に一致して執行しうる。 
 
第１２条（管轄に関する合意）（１）第 3 条に従って離婚、
婚姻の解消なき別居または婚姻の無効宣告の申立てに関
して判決をなしうる加盟国の裁判所は、ａ）少なくとも
婚姻当事者の一人が子供のための親の責任を負担し、か
つｂ）当該裁判所の管轄が、裁判所の召喚のときに婚姻
当事者または親の責任の担い手により明示的にまたは他
の一義的な方法で承認され、かつそれが子供の福祉に適
っている場合は、この申立てと結びついている親の責任
に関わるすべての判決について管轄権を有する。（２）第
1 項の管轄権は、ａ）離婚、婚姻の解消なき別居または
婚姻の無効宣告の申立てに関する許容または棄却判決が
既判力を取得し、ｂ）またはａ）に述べられた時点にお
いてなお親の責任に関する手続が係属している事例では、
この手続における判決が既判力を取得し、ｃ）またはａ）
およびｂ）に述べられている手続が他の理由により終結
した限りにおいて終了する。（３）加盟国の裁判所は、ａ）
特に親の責任の担い手の一人がこの加盟国にその常居所
を有し、またはその子供がこの加盟国の国籍を有するが
ゆえに、子供のこの加盟国への本質的な拘束が存在し、
かつｂ）手続のすべての当事者が、裁判所の召喚のとき
にその管轄を明示的または他の一義的な方法で承認し、
かつその管轄が子供の福祉に適っている場合にも、同様
に第１項に述べられた手続とは異なった手続において、
親の責任に関して管轄権を有する。（４）子供がその常居
所を、管轄、適用されるべき法律、承認、執行および親
の責任および子供の保護に関する措置の領域における共
助に関する 1996 年 10 月 19 日のハーグ条約の締約国で
はない第三国に有するときは、本条に基づく管轄が、特
に当該第三国における手続が不可能であることが立証さ
れた場合には、子供の福祉と一致することから出発すべ
きである。 
 
第１３条（子供の存在に基づく管轄）（１）子供の常居所
が確定されず、かつ管轄が第 12 条に従って確定されえな
いときは、その子供が見出される加盟国の裁判所が管轄
権を有する。（２）第 1 項は、難民またはその国が不穏で
あることから、その国を追われた者である子供について
も適用される。 
 
第１４条（残りの管轄） 第 8 条から第 13 条の規定から
加盟国の裁判所の管轄権が導かれない限り、すべての加
盟国における管轄権はこの国の法に従って決せられる。 
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第１５条（その事件をよりよく裁きうる裁判所への移送）
（１）例外的事例においては、これが子供の福祉に適合
する限り、本案における判決について管轄権を有する加
盟国の裁判所は、その見解に従って、子供が特別の結合
を有する他の加盟国の裁判所がその事件またはその事件
の特定の部分をよりよく判決しうる事件において、ａ）
事件または事件の当該部分の検討を中止し、かつ当事者
にこの他の加盟国の裁判所に第 4 項の申立てをなすこと
を要請し、またはｂ）他の加盟国の裁判所に第 5 項によ
り管轄権を有すると宣告することを求めることができる。
（２）第 1 項は、ａ）当事者の一人の申立てにより、ま
たはｂ）法律上当然に、またはｃ）子供が第 3 項により
特別の結合を有する他の加盟国の裁判所の申立てに基づ
いて適用される。しかし、法律上当然のまたは他の加盟
国の裁判所の申立てによる移送は、少なくとも当事者の
一人がそれに同意した場合にのみなされる。（３）ａ）第
1 項の意味における裁判所の召喚後子供がその常居所を
この加盟国の中に取得し、またはｂ）子供がその常居所
をこの加盟国の中に有し、またはｃ）子供がこの加盟国
の国籍を有し、またはｄ）親の責任の担い手がその常居
所をこの加盟国の中に有し、またはｅ）事件が子供の財
産の管理または保持との関係における子供の保護に関す
る措置に関わるものであって、かつこの財産がこの加盟
国の高権領域の中に見出される場合には、子供が第 1 項
の意味における加盟国との特別の結合を有することから
出発される。（４）本案における判決について管轄権を有
する加盟国の裁判所は、その期間内に他の加盟国の裁判
所が第 1 項に従って招請されねばならない期間を定める。
その裁判所がこの期間内に招請されないときは、事件を
担当している裁判所がこれからもずっと第 8条から第 14
条の規定に従って管轄権を有する。（５）この他国の裁判
所は、これが事件の特別の事情に基づいて子供の福祉に
適するときは、第 1 項ａ）またはｂ）に従ってその要請
後 6 週間内に管轄権があると宣明しうる。この場合最初
に要請された裁判所は管轄権がないと宣明される。さも
なければ最初に要請された裁判所が第8条から第14条ま
での規定に従ってずっと管轄権を有する。（６）裁判所は、
本条のために直接にまたは第 53 条に従って定められた
中央当局を通じて共同作業をなす。 
 
 第３節 共通規定 
 
第１６条（裁判所の要請）（１）裁判所は、ａ）申立人が
書類を裁判所に届けるために、彼がなすべき措置をなす
ことを結果的に怠らなかったことを前提として、手続を
導く書類またはそれと同じ価値の文書が裁判所に届いた
とき、またはｂ）申立人への送達が裁判所への書類の到
達よりも前になされるべきときは、申立人がその文書が
裁判所に到達するために、彼のなすべき措置を結果的に
怠らなかったことを前提として、送達について責任を負
う部局がその文書を取得したときに、要請されたものと
みなされる。 
 
第１７条（管轄の検討） 加盟国の裁判所は、この規則
に従って管轄権がなく、かつ他国の裁判所がこの規則に
基づいて管轄権を有する事件について要請される場合は、
法律上当然に管轄権を有さないと宣明されるべきである。 
 
第１８条（管轄の検討）（１）手続が開始された加盟国に
その常居所を有さない申立ての相手方がその手続に関与
しないときは、管轄裁判所は、手続を導く文書またはそ
れと同等の価値を有する文書が適時に受領され、申立て
の相手方が防御活動をすることができるようになったこ
と、またはすべてのこれに必要な措置がなされたことが
確定するまで、手続を中止しなければならない。（２）手
続を導く文書またはそれと同価値を有する文書が規則
(EG)1348/2000 号の標準に従ってある加盟国から他の加
盟国に移送されるべき場合は、同規則第 19 条が第 1 項に
代わって適用される。（３）規則(EG)1348/2000 号の規定
が適用されえないときは、手続を導く文書またはそれと
同価値を有する文書が、民事および商事事件における外
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国への裁判上またし裁判外の文書の送達に関する 1965
年 11 月 15 日ハーグ条約の標準に従って外国に伝達され
るべき場合には、同条約第 15 条が適用される。 
 
第１９条（事件の係属および従属した手続）（１）異なっ
た加盟国の裁判所に同一当事者間の離婚、婚姻の解消な
き別居または婚姻の無効宣告が係属するときは、後で提
起された裁判所は、最初に提起された裁判所の管轄権が
明らかになるまでその手続を法律上当然に中止する。（２）
異なった加盟国の裁判所に、同じ請求権のために一人の
子供のための親の責任に関する手続が係属するときは、
後で提起された裁判所は、最初に提起された裁判所の管
轄権が明らかになるまで、その手続を法律上当然に中止
する。（３）最初に提起された裁判所の管轄権が確定する
限り、後で提起された裁判所は、この裁判所のために管
轄権がないことが明らかになる。この場合後で提起され
た裁判所に申立てをなした申立人は、この申立てを最初
に提起された裁判所になしうる。 
 
第２０条（保護措置を含む一時的な措置）（１）加盟国の
裁判所は、緊急の事例ではこの規則の規定とは無関係に、
この規則に従って本案判決について他の加盟国の裁判所
が管轄権を有する場合でも、この加盟国の法に従って規
定された、この国に見出される者または財産に関する、
保護措置を含む仮処分をなしうる。（２）第 1 項の貫徹の
ためになされた措置は、この規則に従って本案の判決に
ついて管轄権を有する加盟国の裁判所が相当と考える措
置をなした場合は、効力を失う。 
 
第３章 承認と執行 
第１節 承認 
 
第２１条（判決の承認）（１）ある加盟国でなされた判決
は、このために特別の手続が必要とされることなしに、
他の加盟国で承認される。（２）第 3 項にもかかわらず、
他の加盟国でなされた、この加盟国の法に従っていかな
る更なる法律上の救済手段も提起されえない、離婚、婚
姻の解消なき別居または婚姻の無効宣告に関する判決に
基づいて、加盟国の身分登録簿への記入のためのいかな
る特別の手続も特に必要とはされない。（３）第 4 項にも
かかわらず、利害を有するすべての当事者は、第 2 項の
手続に従って判決の承認または不承認に関する判決を申
し立てうる。各々の加盟国が委員会に第 68 条に従って伝
えたリストに挙げられている場所的管轄を有する裁判所
は、承認または不承認の申し立てがなされた加盟国の国
内法により定められる。（４）ある加盟国の裁判所での法
的紛争において判決の承認の問題が先決問題として解明
されるべきときは、この裁判所がそれについて判断する。 
 
第２２条（離婚、婚姻の解消なき別居または婚姻の無効
宣告に関する判決の不承認の理由）離婚、婚姻の解消な
き別居または婚姻の無効宣告に関する判決は、ａ）その
承認が、それが申し立てられた加盟国の公の秩序に明ら
かに抵触する場合、ｂ）申立ての相手方がその判決を一
義的に理解していたことが確定される場合を除き、その
手続に関与しなかった申立ての相手方に手続を導く書類
またはそれと同価値を有する書類が適時かつ彼が防御し
うる方法で送達されなかった場合、ｃ）その判決が、そ
の承認が申し立てられた加盟国における同一当事者間の
手続に関わる判決と調和しない場合、またはｄ）先にな
された判決が、その承認が申し立てられた加盟国におけ
る承認のための必要な前提を満たす限りにおいて、他の
加盟国または第三国で同一当事者間においてなされた当
初の判決と調和しない場合には、承認されない。 
 
第２３条（親の責任に関する判決の不承認の理由） 親
の責任に関する判決は、ａ）その承認が、それが申し立
てられた加盟国の公の秩序に明らかに抵触する場合（そ
れに際して子供の福祉が考慮されるべきである）、ｂ）緊
急の場合を除き、子供が聴聞される可能性を有すること
なしに、判決がなされ、それによって承認が申し立てら
れた加盟国の重要な手続法上の原則が侵害された場合、
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ｃ）彼らが判決を一義的に理解していたことが確定され
る場合を除いて、手続に関与していない関係人に手続を
導く書類またはそれと同一価値を有する書類が適時にか
つ彼が防御しうるような方法で送達されなかった場合、
ｄ）この者が聴聞される可能性を有することなしに、判
決がなされた場合において、ある者がこれをその判決が
親の責任に関わることを理由として申し立てた場合、ｅ）
その判決が、その承認が申し立てられた加盟国でなされ
た、親の責任に関する後でなされた判決と調和しない場
合、ｆ）後でなされた判決が、その承認が申し立てられ
た加盟国におけるその承認のための必要な前提を満たす
限りにおいて、その判決が、その子供がその常居所を有
する他の加盟国または第三国でなされた親の責任に関す
る後でなされた判決と調和しない場合、またはｇ）第 56
条の手続が遵守されていない場合には、承認されない。 
 
第２４条（発生加盟国の管轄の事後的検討の禁止） 発
生加盟国の管轄は問題とされえない。第 22 条 a）および
第 23 条 a）の公の秩序との抵触の検討は、第 3 条から第
14 条の管轄規定に拡大されえない。 
 
第２５条（適用されるべき法における区別） 判決の承
認は、離婚、婚姻の解消なき別居または婚姻の無効宣告
が、承認が申し立てられた加盟国の法に従って同じ事実
関係であるとの根拠のもとに許容されないという理由で
拒否されえない。 
 
第２６条（事件の事後的検討の排除） 判決の事実関係
自体は決して事後的に検討されえない。 
 
第２７条（手続の停止）（１）他の加盟国でなされた判決
の承認が申し立てられた加盟国の裁判所は、その判決に
対して正規の法的救済が申し立てられたときは、その手
続を中止しうる。（２）アイルランドまたは連合王国でな
された判決の承認が申し立てられた加盟国の裁判所は、
発生加盟国における判決の執行が法的救済の申立てによ
り差し当たり中止されたときは、その手続を停止しうる。 
 
 第２節 強制執行宣言の申立て 
 
第２８条（執行しうる判決）（１）この加盟国で執行可能
であり、かつ送達された、子供のための親の責任に関す
るある加盟国でなされた判決は、それがそこで正当な当
事者の申立てに基づいて執行しうるものと宣告されたと
きは、他の加盟国において執行される。（２）しかし、連
合王国ではかような判決は、それが正当な当事者の申立
てに基づいて連合王国の当該地区で執行のために登記さ
れた場合に始めて、イングランドおよびウェールズ、ス
コットランドまたは北部アイルランドにおいて執行され
る。 
 
第２９条（場所的に管轄権を有する裁判所）（１）強制執
行の宣言の申立ては第 68 条によって委員会の各加盟国
に伝えられたリストに述べられた裁判所に申し立てられ
うる。（２）場所的に管轄権を有する裁判所は、強制執行
がなされるべき者の常居所により、またはその申立てに
関わる子供の常居所により定められる。第 1 項に述べら
れた場所のいずれも執行加盟国に見出されない場合は、
場所的に管轄権を有する裁判所は執行地により定められ
る。 
 
第３０条（手続）（１）申立てについては執行加盟国の法
が標準となる。（２）申立人は申し立てられた裁判所の地
区で送達のために選択的住所を設けなければならない。
選択的住所が執行加盟国の法に規定されていないときは、
申立人は送達を受ける代理人を指名しなければならない。
（３）申立てには第 37 条および第 38 条に列挙された書
類が添付されねばならない。 
 
第３１条（裁判所の判決）（１）申し立てを扱う裁判所は、
遅滞なくかつ強制執行がなされる者も、またその子供が
本節の手続の中で意見を表明する機会を保持することな
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しにその判決をなす。（２）申立ては第 22 条、第 23 条お
よび第 24 条において述べられた理由に基づいてのみ拒
絶されうる。（３）判決の事実関係自体は決して後で問題
とされえない。 
 
第３２条（判決の通知） 申立てについてなされた判決
は、申立人に事務局の記録官から執行加盟国の法が規定
する方式で通知される。 
 
第３３条（法的救済）（１）執行宣告の申立てに関する判
決に対して各当事者は法的救済を申し立てうる。（２）法
的救済は、委員会の各加盟国が第 68 条に従って伝えたリ
ストに記載された裁判所に申し立てられる。（３）法的救
済については、双方的な法的聴聞を伴う手続について標
準的な規定に従って定められる。（４）法的救済が執行の
宣告の申立てをなした者によって申し立てられたときは、
強制執行がなされるべき者は、法的救済を扱う裁判所に
係属している手続に関わることが要請される。その者が
手続に関わらない場合は、第 18 条の規定が適用される。
（５）執行宣言に対する法的救済は、送達後 1 ヶ月以内
に申し立てられるべきである。執行がなされるべき者が、
執行宣言がなされた加盟国とは異なる加盟国にその常居
所を有する場合は、法的救済期間は 2 ヶ月となり、執行
宣言が執行がなされる者個人またはその住所に送達され
た日から起算される。遠隔地であることによるこの期間
の延長は排除される。 
 
第３４条（法的救済の管轄権を有する裁判所および法的
救済に関する判決の取消） 法的救済についてなされた
判決は、委員会の各加盟国が第 68 条に従って通知したリ
ストに述べられた手続の方法によってのみ取り消されう
る。 
 
第３５条（手続の中止）（１）第 33 条および第 34 条によ
り法的救済に関わっている裁判所は、発生加盟国におい
て判決に対する正規の法的救済が提起され、またはかよ
うな法的救済のための期間がまだ徒過していないときは、
強制執行がなされるべき当事者の申立てに基づいてその
手続を中止しうる。後者の場合は裁判所は、その間に法
的救済が提起されるべき期間を定めうる。（２）判決がア
イルランドまたは連合王国でなされるときは、各々の発
生国で認められる法的救済は第 1 項の意味の正規の法的
救済とみなされる。 
 
第３６条（一部執行）（１）判決によって複数の主張され
た請求権について決せられ、かつその判決の強制執行が
すべての範囲では許容されないときは、裁判所は一つま
たは複数の請求権のためにそれを許容する。（２）申立人
は一部の執行を求めうる。 
 
 第３節 第１節および第２節のための共通規定 
 
第３７条（証書）（１）判決の承認または不承認またはそ
の強制執行の宣言を実現しようとする当事者は、ａ）そ
の証拠力のために必要な要件を満たす判決の謄本および
ｂ）第 39 条の証明書を提示しなければならない。（２）
欠席手続においてなされた判決では、判決の承認または
その執行宣告を実現しようとする当事者はさらに、ａ）
手続を導く文書またはそれと同価値を有する書類がその
手続に関わらない当事者に送達された結果を生じる原本
または原本の信頼される謄本またはｂ）申立ての相手方
が判決を一義的に理解したことが導かれる原本を提示し
なければならない。 
 
第３８条（書類の不存在）（１）第 37 条第 1 項 b）また
は第 2 項に述べられた書類が提示されないときは、裁判
所は、その間に証書が提示されるべき期間を設定し、ま
たは同じ価値を有する書類で満足し、または更なる解明
が必要とはみなされない場合には、書類の提出を免除し
うる。（２）裁判所の要求に基づいて書類の翻訳が提出さ
れるべきである。翻訳は加盟国の一つにおいてこれに関
して権限を有する者により認証されるべきである。 
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第３９条（婚姻事件の判決および親の責任に関する判決
における証明書） 発生加盟国の管轄裁判所または管轄
官署は、正当な当事者の申立てに基づいて付属文書Ⅰ（婚
姻事件の判決）または付属文書Ⅱ（親の責任に関する判
決）の様式を用いた証明書を発行する。 
 
第４節 一時的監護権に関する特定の判決および子
供の返還が命じられる特定の判決の執行可能性 
 
第４０条（適用領域）（１）本節は、ａ）一時的監護権お
よびｂ）第 11 条第 8 項の子供の返還を命じる判決による
子供の返還に適用される。（２）親の責任の担い手は、本
節の規定にもかかわらず、本章第 1 節および第 2 節の標
準に従って承認および執行を申し立てうる。 
 
第４１条（一時的監護権）（１）発生加盟国において第 2
項により証明書が発行された、第 40 条第 1 項 a）の意味
における一時的監護権に関するある加盟国でなされた執
行しうる判決は、他の加盟国で承認され、かつ執行の宣
告を必要とすることなしに、また承認が取り消されるこ
となしに、当地で執行されうる。国内法が、一時的監護
権に関する判決が法的救済の申立てにもかかわらず法律
上当然に執行されうると規定していないとしても、発生
国の裁判所はその判決を執行しうると表明しうる。（２）
発生加盟国の裁判所は、ａ）欠席手続の場合は、手続に
関わっていない当事者の手続を導く書類またはそれと同
価値の書類が適時かつそれが防御されうるような方法で
送達され、または当該文書の送達に際してこの条件が遵
守されていなかったが、当事者がその判決を一義的に理
解しており、ｂ）すべての関係当事者が聴聞される機会
を有し、かつｃ）聴聞がその年齢またはその成熟度に基
づいて不適切なように見える場合を除いて、子供が聴聞
を受ける可能性を有した場合にのみ、付属文書Ⅲ（一時
的監護権に関する証明書）の方式を用いた第 1 項の証明
書を作成する。その証明書は判決が作成された言語で書
かれる。（３）一時的監護権が判決の言渡しに際して国境
を越える関係を提示する事件に関わる場合には、判決が
執行可能であり、または一時的に執行しうる限りにおい
て、証明書が法律上当然に交付される。その事件が後に
なって始めてある事件と国境を越える関係を持つ場合は、
証明書は当事者の一人の申立てに基づいて発行される。 
 
第４２条（子供の返還）（１）第 2 項の説明書が発生加盟
国で発行された、第 40 条第 1 項 b）の意味における子供
の返還に関するある加盟国でなされた執行しうる判決は、
執行可能宣言を必要とすることなく、かつ承認が取り消
されうることなしに、他の加盟国で承認され、かつ当地
で執行されうる。国内法が、子供の返還に関する第 11 条
第 8 項に述べられた判決が法的救済の申立てにもかかわ
らず、法律上当然に執行されうると規定していない場合
でも、発生国の裁判所はその判決を執行可能と宣告しう
る。（２）第 40 条第 1 項 b）の判決を認めた裁判官は、
ａ）聴聞がその年齢またはその成熟度に基づいて不適切
でない限りにおいて、子供が聴聞を受ける可能性を有し、
ｂ）当事者が聴聞を受ける可能性を有し、かつｃ）裁判
所がその判決の言い渡しに際して、1980 年のハーグ条約
第 13 条に従ってなされた判決の基礎となっている論拠
を考慮した場合にのみ、第 1 項の証明書を発行する。裁
判所または他の官署が、常居所地国への返還後の子供の
保護を確保するために関与する場合は、この措置が証明
書の中で言及されるべきである。発生国の裁判官は、付
属文書Ⅳ（子供の返還に関する証明書）の様式を用いた
証明書を職権で発行する。証明書は判決が作成された言
語で書かれる。 
 
第４３条（訂正の訴え）（１）証明書の訂正については発
生国の法が適用される。（２）第 41 条第 1 項または第 42
条第 1 項の証明書の発行に対して法的救済は不可能であ
る。 
 
第４４条（証明書の有効性） 証明書は判決の強制執行
73 
 
可能性の枠内においてのみ有効である。 
 
第４５条（証拠）（１）判決の強制執行を実現しようとす
る当事者は、ａ）その証拠力のために必要な要件を満た
す判決の謄本およびｂ）第 41 条第 1 項または第 42 条第
1 項の証明書を提示しなければならない。（２）本条のた
めに、第 41 条第 1 項の証明書には一時的監護権の行使の
態様に関する第 12 号の翻訳が、第 42 条第 1 項の証明書
には、子供の返還を確保するためにとられる措置の細目
に関する第 14 号の翻訳が添付される。翻訳は執行加盟国
の公用語または公用語の一つまたはそれにより許容され
た他の言語でなされる。翻訳は加盟国の一つにおいてこ
れにつき権限のある者により認証されるべきである。 
 
 第５節 公の証書と合意 
 
第４６条 ある加盟国で採用され、かつ執行されうる公
の証書ならびに発生加盟国で執行されうる合意は、判決
と同じ条件のもとで承認され、かつ執行可能なものと宣
明される。 
 
第６節 その他の規定 
 
第４７条（執行手続）（１）執行手続につき執行加盟国の
法が適用される。（２）第 2 節により執行されうる者と宣
告され、または第 41 条第 1 項または第 42 条第 1 項によ
り証明書が作成された、他の加盟国の裁判所によりなさ
れた判決の執行は、執行加盟国においてこの加盟国でな
された判決に適用されるのと同じ条件のもとでなされる。
特に、第 41 条第 1 項または第 42 条第 1 項により証明書
が作成される判決は、それが後でなされる執行しうる判
決と調和しないときは、執行されえない。 
 
第４８条（一時的監護権の行使の実際上の態様）（１）強
制執行加盟国の裁判所は、必要な措置がすでに本案につ
いて管轄権を有する加盟国の裁判所の判決の中でなされ
ておらず、または十分な範囲ではなされていなかった場
合は、判決の存在内容に影響しない限りにおいて、一時
的監護権の行使の実際上の態様を規定しうる。（２）第 1
項により確定された実際上の態様は、本案判決につき管
轄権を有する加盟国の裁判所が判決をなした後は、効力
を失う。 
 
第４９条（費用） 本章の規定は、第 4 節の規定を除い
て、本規定により導かれた手続および費用確定決定の執
行のための費用の確定についても適用される。 
 
第５０条（訴訟費用扶助） 発生国の申立人に全部また
は一部の訴訟費用扶助または費用の免責が付与されたと
きは、彼は手続において第 21 条、第 28 条、第 41 条、
第 42 条および第 48 条により訴訟費用の扶助または費用
の免責に関して執行加盟国の法が定める最も有利な扱い
を享受する。 
 
第５１条（担保給付、供託） ある加盟国で他の加盟国
でなされた判決の執行を申し立てる当事者には、ａ）彼
が執行がなされるべき加盟国にその常居所を有さず、ま
たはｂ）彼がこの国の国籍を有さず、または、執行が連
合王国またはアイルランドでなされるべき場合において、
これらの加盟国の一つにその住所を有さないという理由
だけで、その表記がどのようなものであれ、担保給付ま
たは供託が課されない。 
 
第５２条（文書の真正の証明または類似の様式性） 第
37 条、第 38 条および第 45 条に列挙された証書ならびに
それが許容されている場合において、訴訟代理権に関す
る証書は、真正であることの証明もそれに類似した様式
性も必要とはされない。 
 
  第４章 親の責任に関する手続における中央当局間
の共助 
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第５３条（中央当局の規定） 各加盟国は、この規則の
適用に際してそれを支援する一つまたは複数の中央当局
を定め、かつその場所的または客観的管轄を定める。あ
る加盟国が複数の中央当局を定めたときは、通知は原則
として直接に管轄中央当局に向けられるべきである。通
知が管轄権を有しない中央当局に向けられたときは、こ
れはその通知を管轄権を有する中央当局に伝達し、発送
者にそれを知らせなければならない。 
 
第５４条（一般的任務） 中央当局は、国内の法規定お
よび手続に関する情報を入手し、この規則の実行を改善
し、相互の共同作業を強化するための措置をなす。この
ために2001/470/EG決定により整えられた民事および商
事事件ヨーロッパ司法ネットワークが用いられる。 
 
第５５条（特別に親の責任に関わる事例における共助） 
中央当局は、特定の事例では、この規則の目的を実現す
るために、他の加盟国の中央当局または親の責任の担い
手の申立てに基づいて協力する。これに関して中央当局
は、個人に関するデータの保護を規定するこの加盟国の
法律規定に一致して直接にまたは他の官署または施設の
介在により以下の措置をなす：ａ）それはⅰ）子供の状
況、ｂ）手続の経過、またはⅲ）子供に関する判決につ
いて情報を取得し、それらを交換する。ｂ）それは、特
に一時的監護権および子供の返還に関する判決の承認お
よび執行をその領域内で実現しようとする、親の責任の
担い手に情報を与え、支援する。ｃ）それは、特に第 11
条第 6 項、第 7 項および第 15 条の適用について裁判所間
の理解を容易にする。ｄ）それは第 56 条の適用について
裁判所により用いられるすべての情報および支援をその
自由に委ねる。ｅ）それは調停によるまたはそれに類似
した方法での親の責任の担い手の間の和解的合意を容易
にし、これにつき国境を越える共同作業を促進する。 
 
第５６条（他の加盟国における子供の養育）（１）第 8 条
から第 15 条の規定により管轄権を有する裁判所がホー
ムまたは里親のもとでの子供の養育を考慮し、かつ子供
が他の加盟国で養育されるというときは、裁判所は、こ
の加盟国において国内の子供の養育の事件のためにある
官署の介在が規定されている限り、予めこの加盟国の中
央当局または他の官署の助言を得る。（２）第 1 項の養育
に関する判決は、要請する加盟国において、養成された
国の中央当局がこの養育に同意した場合においてのみな
されうる。（３）第 1 項および第 2 項の協議ないし同意の
細目については要請された国の国内法が適用される。（４）
第8条から第15条までの規定により管轄権を有する裁判
所が里親のもとでの子供の養育を決定し、その子供が他
の加盟国で養育されることになり、かつこの加盟国にお
いて国内の子供の養育の事件についてある官署の介在が
規定されていないときは、裁判所はこの加盟国の中央当
局または管轄官署にそれを通知する。 
 
第５７条（作業方法）（１）親の責任の各々の担い手は、
彼がその常居所を有している加盟国の中央当局、または
その子供が常居所を有しまたは居住する加盟国の中央当
局に第 55 条の支援の申立てをなしうる。その申立てには、
原則として申立ての実行を容易にしうるすべての使用し
うる情報が添付される。この申立てが、この規則の適用
範囲に属する、親の責任に関する判決の承認または執行
に関わるときは、親の責任に関する担い手は第 39 条、第
41 条第 1 項または第 42 条第 1 項に従って当該証明書を
申立てに添付しなければならない。（２）各加盟国は、委
員会に、彼がその固有の言語以外に中央当局への通知の
ために許容する、共同体の機関の公用語を通知する。（３）
第 55 条の中央当局の支援は無償でなされる。（４）各々
の中央当局はその固有の費用を負担する。 
 
第５８条（会合）（１）この規則の適用を容易にするため
に、通例中央当局の会合が召集される。（２）この会合の
召集は、民事および商事事件のためのヨーロッパ司法ネ
ットワークの設立に関する2001/470/EG決定との調和に
おいてなされる。 
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  第５章 他の法的手段との関係 
 
第５９条（他の法的手段との関係）（１）第 60 条、第 61
条、第 62 条および本条第 2 項にもかかわらず、この規則
は、この規則の発効時に存在する、二つまたは複数の加
盟国の間に締結された、この規則の中に定められた領域
に関わる協定に代わる。（２）ａ）フィンランドおよびス
ウェーデンは、この規則に代えて、最終的記録を含む婚
姻、養子縁組および後見に関する国際的手続法の規定を
伴う、デンマーク、フィンランド、アイスランド、ノル
ウェーおよびスウェーデンの間の 1931 年 2 月 6 日の条
約の全部または一部がその相互的な関係に適用されうる
ことを表明しうる。この表明はこの規則に付属文書とし
て付加され、ヨーロッパ連合公報に記載される。当該加
盟国はその表明の全部または一部をいつでも撤回しうる。
ｂ）国籍を理由とする連合の市民の差別禁止原則は遵守
される。ｃ）この規則に規定された領域に関わるａ）に
述べられた加盟国の間の将来の条約における帰属の標識
は、この規則の標識と調和していなければならない。ｄ）
ａ）の表明をなした北欧諸国の一つで、第２章に規定さ
れた帰属の標識の一つに一致した帰属の標識に基づいて
なされた判決は、他の加盟国において第 3 章の規定に従
って承認され、かつ執行される。（３）加盟国は、委員会
に、ａ）第 2 項 a）および c）に従った合意ならびにこの
合意の遂行に関する統一法の謄本、ｂ）この合意または
この統一法の解除または変更を伝達する。 
 
第６０条（特定の多国間の合意との関係） 加盟国間の
関係においてこの規則は、この規則に規定されているこ
の領域に関わる限りにおいて、以下の条約に優先する：
ａ）1961 年 10 月 5 日のハーグ条約、ｂ）婚姻事件にお
ける判決の承認に関する 1967 年 9 月 8 日のルクセンブ
ルク条約、ｃ）離婚および別居の承認に関する 1970 年 6
月 1 日のハーグ条約、ｄ）子供の監護権および監護関係
の回復に関する判決の承認および執行に関する1980年5
月 20 日のヨーロッパ条約およびｅ）国際的な子供の連れ
去りの民事的側面に関する 1980 年 10 月 25 日のハーグ
条約。 
 
第６１条（親の責任および子供の保護に関する措置の分
野における管轄、適用されるべき法律、承認、執行およ
び共助に関する 1996 年 10 月 19 日のハーグ条約との関
係） 親の責任および子供の保護に関する措置の分野に
おける管轄、適用されるべき法律、承認、執行および共
助に関する 1996 年 10 月 19 日のハーグ条約との関係に
おいて、本規定は、ａ）当該子供がその常居所を加盟国
の高権領域内に有する場合、ｂ）他の加盟国の高権領域
におけるある加盟国の管轄裁判所によりなされた判決の
承認および執行の問題においては、当該子供がその常居
所を上記条約の締約国である第三国の高権領域内に有す
る場合もまた適用されうる。 
 
第６２条（効力の存続）（１）第 59 条第 1 項、第 60 条
および第 61 条に述べられた条約は、その効力をこの規定
により規定されていない法領域について保持する。（２）
第 60条に述べられた条約、特に 1980 年のハーグ条約は、
第 60 条を留保してそれらに属する加盟国間でその効力
を保持する。 
 
第６３条（ローマ教皇庁との契約）（１）この規則は、1940
年 5 月 7 日にヴァティカン市国で教皇庁とポルトガルの
間に署名された国際条約（コンコルダート）とは関わり
なく適用されうる。（２）第 1 項に述べられた条約に従っ
た婚姻の無効に関する判決は、加盟国において第 3 章第
1 節に規定された条件のもとで承認される。（３）第 1 項
および第 2 項は、教皇庁との以下の国際条約（コンコル
ダート）にも適用される：ａ）1984 年 2 月 18 日にロー
マで署名された付加記録を伴う合意により変更された、
イタリアと教皇庁の間の 1929 年 2 月 11 日のラテラン条
約、ｂ）教皇庁とスペインとの間の法律事件に関する
1979 年 1 月 3 日の合意。（４）第 2 項の意味における判
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決の承認のために、イタリアおよびスペインでは、教会
裁判所の判決についても第 3 項に述べられている教皇と
の国際条約に従って適用されるものと同じ手続および事
後的な調査が規定されうる。（５）加盟国は委員会に、ａ）
第 1 項および第 2 項に述べられた条約の謄本、ｂ）これ
らの条約の告知または変更を伝達する。 
 
第６章 経過規定 
 
第６４条（１）この規定は、第 72 条に従ってこの規則の
適用の開始後導入され、採用されまたはなされた、裁判
手続、公の証書および当事者間の合意についてのみ適用
される。（２）この規則の適用の開始後、この規則の適用
前であるが、規則(EG)1347/2000 号の発効後導かれた手
続においてなされた判決は、裁判所が本規則の第 3 章ま
たは規則(EG)1347/2000 号または発生加盟国と要請され
た加盟国との間の手続の導入の時点で効力を生じていた
条約の管轄条項と調和する条項に基づいて管轄権を有す
る限り、本規定第 3 章の標準に基づいて承認され、かつ
執行される。（３）この規則の適用の開始前に、規則
(EG)1347/2000 号の発効後導かれた手続においてなされ
た判決は、それらが離婚、婚姻の解消なき別居または婚
姻の無効宣告または婚姻事件におけるかような手続に際
してなされた、共通の子供のための親の責任に関する判
決を対象とする限り、本規則の第 3 章の標準に従って承
認され、かつ執行される。（４）本規則の適用開始前であ
るが、規則 (EG)1347/2000 号の発効後に、規則
(EG)1347/2000 号の発効前に導かれた手続においてなさ
れた判決は、それらが離婚、婚姻関係の解消なき別居ま
たは婚姻事件におけるかような手続に際してなされた共
通の子供のための親の責任に関する判決を対象とし、か
つ本規則第 2 章または規則(EG)1347/2000 号または手続
導入時に発生加盟国と要請された加盟国との間で効力を
生じていた条約と調和する管轄規定が適用された限りに
おいて、本規則第 3 章の標準に従って承認され、かつ執
行される。 
 
第７章 結びの規定 
 
第６５条（検討） 委員会は、ヨーロッパ議会、幹部会
およびヨーロッパ経済社会委員会に、遅くとも 2012 年 1
月 1 日および引き続き 5 年毎に加盟国によって提示され
た情報に基づいて、それが場合によってはその適合に関
する提案を付加する、本規則の適用に関する報告を提出
する。 
 
第６６条（二つまたは複数の法体系をもった加盟国） 本
規定で扱われている問題が様々な領域単位において二つ
または複数の法体系または規範により規定される加盟国
については、以下のことがあてはまる：ａ）この加盟国
における常居所という言及は、ある領域単位における常
居所を意味する。ｂ）国籍、連合王国の場合は、住所と
いう言及は、この国の法規定により指示された領域単位
を意味する。ｃ）加盟国の官署という言及は、この国の
中の領域単位の管轄官署を意味する。ｄ）要請された加
盟国の規定という言及は、管轄が主張され、または承認
または執行が申し立てられた領域単位の規定を意味する。 
 
第６７条（中央当局および許容された言語に関する指示） 
加盟国は、本条約発効後 3 ヶ月以内に、ａ）第 53 条の中
央当局の名称およびあて先ならびに技術的な意思疎通手
段、ｂ）第 57 条第 2 項により中央当局への通知のために
許容された言語、およびｃ）第 45 条第 2 項により一次的
監護権に関する証明のために許容された言語を伝える。
加盟国は委員会にこの指示のすべての変更を伝える。指
示は委員会により公開される。 
 
第６８条（裁判所および法的救済の指示） 加盟国は委
員会に管轄裁判所および法的救済を伴う第 21 条、第 29
条および第 34 条に述べられたリストならびにこのリス
トの変更を伝える。委員会は、この指示を現実化し、そ
れをヨーロッパ連合公報への掲載によりおよび他の適切
77 
 
な方法で公表する。 
 
第６９条（付属物の変更） 付属文書ⅠからⅣまでに採
録された様式の変更は、第 70 条第 2 項に述べられた手続
によって決定される。 
 
第７０条（審議委員会）（１）委員会は、審議委員会によ
り支援される。（２）本条項に関する場合は、決定
1999/468/EG 第 3 条から第 7 条が適用される。（３）審
議委員会は業務規定を定める。 
 
第７１条（規則(EG)1347/2000 号の廃止）（１）規則
(EG)1347/2000 号は、本規則の適用の開始とともに廃止
される。（２）規則(EG)1347/2000 号のすべての指示は、
付属文書Ⅳの対応表の標準に従ってこの規則の指示とみ
なされる。 
 
第７２条（効力の発生） この規則は 2004 年 8 月 1 日
に発効する。それは、2004 年 8 月 1 日から効力を生じる
第 67 条、第 68 条、第 69 条および第 70 条の例外を伴っ
て 2005 年 5 月 1 日から発効する。本規則は、そのすべ
ての部分が拘束力を有し、ヨーロッパ共同体設立条約に
従って直接に加盟国に適用される。2003 年 11 月 27 日ブ
リュッセルにて作成。幹部会議長カステリ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ ハーグ親責任条約 
 
 
ハーグ親責任条約（親の責任および子供の保護に関する
措置の分野における管轄、適用されるべき法律、承認、
強制執行および共助に関する条約（KSÜ））（2002 年 1
月 1 日発効） 
 
 本条約の署名国は、国際的な領域における子供の保護
が改善されねばならないという考量において、子供の保
護に関する措置の管轄、適用されるべき法律、承認およ
び執行に関するそれらの法体系の間の衝突を回避するこ
とを願い、子供の保護のための国際的な共助の意味を忘
れることなく、子供の福祉が優先的に考慮されるべきこ
とを強化し、未成年者の保護の領域における官署の管轄
および適用されるべき法律に関する 1961年 10月 5日の
条約を改定する必要に鑑み、子供の権利に関する 1989
年 11 月 20 日の国際連合条約を考慮してこの目的のため
に共通の規定を確定する意図において、以下の規定を合
意した。 
 
第１章 条約の適用領域 
 
第１条（１）本条約の目的は、ａ）その官署が子供の身
上または財産の保護に関する措置をなすことを管轄する
国を決定し、ｂ）その管轄権の行使に際してこれらの官
署によって適用されるべき法を決定し、ｃ）親の責任に
適用されるべき法を決定し、ｄ）総ての条約国における
保護措置の承認および執行を確保し、ｅ）この条約の目
的の実現のために必要な条約国の官署の間の共助を策定
することである。（２）この条約の意味において親の責任
という概念は、親の監護および子供の身上または財産に
関して両親、後見人または他の法定代理人の権利、権能
および義務を定める、総ての他の監護関係を包含する。 
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第２条 本条約は、18 歳未満の子供に適用されるべきで
ある。 
 
第３条 第 1 条で関与させられる措置は、特に以下のも
の：ａ）親の責任の割り当て、行使および全部または一
部の剥奪、ならびにその移転、ｂ）子供の身上の監護お
よび特に子供の居所を決定する権利を含む監護権、なら
びに子供を一定期間その常居所とは異なる場所に連れて
行く権利を含む一時的監護権、ｃ）後見、世話および相
当な措置、ｄ）子供の身上または財産につき責任を負い、
子供を代理し、または彼を支援する者または機関の決定
および任務の範囲、ｅ）里親またはホームへの子供の収
容または引受人による世話または相当な措置、ｆ）子供
のために責任を負う者による子供の世話についての官署
の監督、ｇ）子供の財産および保持またはそれに関する
処分を包含する。 
 
第４条 本条約は、ａ）親子関係の確定および取消、ｂ）
養子縁組の決定および養子縁組の準備措置、ならびに養
子縁組の無効宣告および撤回、ｃ）子供の氏名、ｄ）成
年宣告、ｅ）扶養義務、ｆ）信託および相続、ｇ）社会
保障、ｈ）教育および健康の問題における一般的な公的
措置、ｉ）子供によって犯された刑事事件による措置、
ｊ）庇護権および移住に関する決定には適用されえない。 
 
第２章 管轄 
 
第５条（１）裁判所であろうと行政官署であろうと、子
供がその常居所を有している条約国の官署は、子供の身
上および財産の保護に関する措置の管轄権を有する。（２）
第 7 条を除いて、子供の常居所の他の条約国への変更の
場合、新しい常居所国の官署が管轄権を有する。 
 
第６条（１）逃亡した子供およびその国における不穏な
状態のために他国に到着した子供について、その子供が
そのためにその高権領域に見出される条約国の官署は、
第 5 条第 1 項に規定された管轄権を行使する。（２）第 1
項はその常居所が確定されえない子供にも適用されうる。 
 
第７条（１）子供の違法な連れ去りまたは留置の場合、
子供が連れ去りまたは留置の直前にその常居所を有して
いた締約国の官署は、その子供が他国に常居所を取得し、
かつａ）監護権を有する者、官署または他の機関が連れ
去りまたは留置を承認し、またはｂ）その子供が、監護
権を有する者、官署または他の機関がその滞在地を知り、
または知るべきであり、この期間中になされた申立てが
もはや係属しておらず、かつその子供が新しい環境に慣
れるまでの間依然として管轄権を有する。（２）子供の連
れ去りまたは留置は、ａ）それによりある者、官署また
はその他の機関にもっぱらまたは共同して、その子供が
連れ去りまたは留置の直前にその常居所を有していた国
の法に従って帰属する監護権が侵害され、かつｂ）この
権利が連れ去りまたは留置のときにもっぱらまたは共同
して事実上行使され、またはその連れ去りまたは留置が
生じなかったとすれば、行使されたであろうときは、違
法とみなされる。ａ）のもとに言及された監護権は、特
に法律、裁判所の決定または官署の決定あるいは当該国
家の法に従って有効な合意に基づいて存在しうる。（３）
第 1 項に言及された官署が管轄権を有する限り、その子
供が連れ去られ、または留置された締約国の官署は、第
11条によってその子供の身上または財産の保護のために
必要な緊急の措置のみをなすことができる。 
 
第８条（１）例外的に第 5 条または第 6 条に従って管轄
権を有する締約国の官署は、それが他の締約国の官署が
その子供の福祉を個別的に判断するのにより適切な状況
にあるという見解であるときは、この官署が、それが必
要であると考える措置をとるために、直接にまたはこの
国の中央官署の支援を得て、管轄を引き受けることを要
求し、または、その手続きを中止し、この他の国の官署
にかような申立てをすることを当事者に要請することが
できる。（２）第 1 項によりその官署に要求されうる締約
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国は、ａ）その子供が帰属する国、ｂ）その子供の財産
が見出される国、ｃ）その官署に子供の親の離婚、別居、
婚姻の取消しまたは無効の宣告が係属している国、ｄ）
その子供が密接な関係を有している国である。（３）当該
官署は意見の交換をなしうる。（４）第 1 項により要求さ
れる官署は、それがこれが子供の福祉に役立つという見
解であるときは、第 5 条または第 6 条に従って管轄権を
有する官署の代わりに管轄権を引き受けうる。 
 
第９条（１）第 8 条第 2 項に述べられている締約国の官
署が、それが子供の福祉を個々の場合に判断するよりよ
い状況にあるという見解であるときは、それは、その子
供の常居所地の締約国の中央当局に直接またはこの国の
中央当局の支援を得て、それらにより必要とみなされた
保護措置をなすために、管轄権を行使することをそれら
に許容することを求め、または、その子供の常居所地の
締約国の官署にかような申立てをなすことを当事者に求
めることができる。（２）当該官署は意見交換をなしうる。
（３）申立てがなされる官署は、その子供の常居所地の
締約国の官署がその申立てを認めた場合にのみ、それに
変わって管轄権を行使しうる。 
 
第１０条（１）第 5 条から第 9 条までの規定にもかかわ
らず、締約国の官署は、その常居所を他の締約国に有し
ている子供の親の離婚、別居、婚姻の取消しまたは無効
の宣告の申立てに関する判決のための管轄権の行使にお
いて、その国の法がこれを許容する限りにおいて、ａ）
両親の一人が手続きの開始時にその常居所をこの国に有
し、かつ一方の親が子供のための親の監護を有する場合
であって、同時にｂ）両親とその子供のための親の責任
を負う他の者が、かような措置の関与のためのこの官署
の管轄を認め、かつこの管轄が子供の福祉に適合する場
合には、子供の身上または財産の保護に関する措置をな
しうる。（２）第 1 項に規定された、子供の保護に関する
措置の関与のための管轄は、離婚、別居、婚姻の取消し
または無効の宣言の申立てに関する許容または棄却判決
が効力を生じ、またはその手続きが他の理由から終了し
たときは、直ちに終了する。 
 
第１１条（１）総ての緊急性のある事例において、その
高権の中にその子供または彼に属する財産が見出される
締約国の官署は、必要な保護措置をなす管轄権を有する。
（２）ある締約国に常居所を有する子供に関してなされ
た第 1 項の措置は、第 5 条から第 10 条に従って帰属する
官署が、その事情により要求される措置をなした限り、
効力を失う。（３）非締約国に常居所を有する子供に関し
てなされた第 1 項の措置は、そこでその事情によって要
求され、かつ他の国の官署によりなされた措置が認めら
れたときは、各締約国において効力を失う。 
 
第１２条（１）第 7 条を留保して、子供または彼に属す
る財産がその高権領域に見出される締約国の官署は、か
ような措置が、第 5 条から第 10 条に従って管轄権を有す
る官署がすでになした措置と矛盾しないとはいえない限
り、その子供の身上および財産の保護に関する、一時的
かつこの国の高権領域に制限された措置をなす管轄権を
有する。（２）ある締約国にその常居所を有する子供に関
してなされた第 1 項の措置は、第 5 条から第 10 条に従っ
て管轄権を有する官署が、その事情により要求されうる
保護措置に関する判決をなしたときは、直ちに効力を失
う。（３）非締約国に常居所を有する子供に関してなされ
た第 1 項の措置は、そこでその事情により要求され、か
つ他の国の官署によりなされた措置が承認されるときは、
直ちにそれがなされた締約国では効力を失う。 
 
第１３条（１）第 5 条から第 10 条に従って子供の身上ま
たは財産の保護に関する措置をなす管轄権を有する締約
国の官署は、手続きの開始に際して、その時期に第 5 条
から第 10 条までの規定に従って管轄権を有した他の締
約国の官署における措置が申し立てられ、かつこの措置
がなお検討される場合には、この管轄権を行使しえない。
（２）第 1 項は、措置が最初に申し立てられた官署がそ
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の管轄権を放棄したときは、適用されえない。 
 
第１４条 事情の変更により管轄権の基礎が喪失した場
合ですら、第 5 条から第 10 条までの規定に従ってなされ
た措置は、この条約に従って管轄権を有する官署がそれ
を変更し、それに代替し、またはそれを取り消すまでは、
その範囲内で効力を有する。 
 
第３章 適用されるべき法律 
 
第１５条（１）第 2 章に従ったその管轄権の行使に際し
て締約国の官署はその固有の法律を適用する。（２）子供
の身上または財産の保護が必要とされる限り、それは例
外的に他の国の法律を適用し、または事実関係がなにと
密接に関係しているかを考慮しうる。（３）子供の常居所
が他の締約国に変更したときは、変更のときからこの他
の国の法律が以前の常居所地国でなされた措置が適用さ
れる条件を決定する。 
 
第１６条（１）裁判所または行政官署の措置なしの法律
による親の責任の割り当てまたは消滅は、子供の常居所
国の法に従って決せられる。（２）裁判所または行政官署
の措置なしの合意または一方的法律行為による親の責任
の割り当てまたは消滅は、その合意または一方的法律行
為が効力を生じたときの子供の常居所地国の法に従って
決せられる。（３）子供の常居所地国の法に従った親の責
任は、この常居所の他国への変更後も存続する。（４）子
供の常居所地が変更したときは、法による親の責任のこ
の責任をすでに有していない者への割り当ては、新しい
常居所地国の法に従って決せられる。 
 
第１７条 親の責任の行使は、子供の常居所地国の法に
従って決せられる。子供の常居所地が変更したときは、
それは新しい常居所地国の法に従って決せられる。 
 
第１８条 この条約に従った措置により第 16 条に述べ
られた親の責任は剥奪され、またはその行使の条件が変
更されうる。 
 
第１９条（１）第三者とその法律行為が締結された国の
法に従って法定代理人として行為する権限を有する他の
者との間の法律行為の効力は、その第三者が親の責任が
この法律に従って決せられることを知り、または知るべ
かりし場合を除いて、他の者が本章に定められた法に従
って法定代理人として行為する権限を有しないという理
由だけで争われえず、かつその第三者はその理由だけで
責任を負わされえない。（２）第 1 項は、法律行為が同一
国の高権領域内にいる同地者間で締結された場合にのみ
適用されうる。 
 
第２０条 本章は、そこに規定された法が非締約国の法
である場合ですら適用されうる。 
 
第２１条（１）本章の意味における法の概念は、抵触法
の例外を伴う、ある国で適用される法を意味する。（２）
しかし、第 16 条に従って適用されるべき法が非締約国の
法であり、この国の抵触法が、その固有の法を適用する
他の非締約国の法を指示するときは、この他国の法が適
用されうる。この他の非締約国の法が適用されえないと
みられるときは、第 16 条に従って定められる法が適用さ
れうる。 
 
第２２条 本章に規定された法の適用は、それが公の秩
序に明らかに抵触する場合にのみ拒絶されうる。その場
合子供の福祉が考慮されるべきである。 
 
第４章 承認と執行 
 
第２３条（１）締約国の官署によりなされた措置は、法
律上当然に他の締約国で承認されうる。（２）しかし、承
認は、ａ）その措置が第 2 章に従って管轄権を有しない
官署によりなされた場合、ｂ）緊急の場合を除いて、子
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供が聴聞を受ける可能性が許容されることなしに、措置
が裁判所または行政官署の枠内でなされ、かつそれによ
り要求される国の重要な手続き原則と抵触する場合、ｃ）
緊急の場合を除いて、この措置が、この者に聴聞を受け
る可能性が許容されることなしになされた場合において、
その措置が親の責任を侵害すると主張する者の申立ての
ある場合、ｄ）その承認が、要求された国の公序に明ら
かに抵触する場合（子供の福祉が考慮されねばならない）、
ｅ）後でなされた措置が、要求された国におけるその承
認のために必要な要件を満たす限りにおいて、その措置
が、子供の常居所地の非締約国において後でなされた措
置と抵触する場合、ｆ）第 33 条の手続きが遵守されてい
ない場合には、拒絶されうる。 
 
第２４条 第23条第1項にもかかわらず、関係当事者は、
締約国の管轄官署に、他の締約国でなされた措置の承認
または非承認について決定されることを申し立てうる。
その手続きは要求された国の法に従って決せられる。 
 
第２５条 要求される国の官署は、その措置がなされた
国の官署がその管轄権の基礎においている事実の確定に
拘束される。 
 
第２６条（１）締約国でなされかつそこで執行されうる
措置が他の締約国で執行行為を必要とするときは、それ
はこの他の国でこの国の法において規定された手続きに
従って関係当事者の申立てに基づき執行しうるものと表
明され、または執行につき登記される。（２）各締約国は
強制執行の表明または登記に簡単かつ迅速な手続きを適
用する。（３）強制執行の表明または登記は第 23 条第 2
項に規定された理由に基づいてのみ拒絶されうる。 
 
第２７条 上記の規定の適用のために必要な検討を留保
して、なされた措置の事実関係自体は後で確認されえな
い。 
 
第２８条 ある締約国でなされ、かつ他の締約国で執行
しうるものと表明されまたは執行に関して登記された措
置は、それがこの他国の官署によりなされるときは、そ
こで執行される。その執行はそこで規定された限界の考
慮のもとに要求された国の法律に従う。その場合子供の
福祉が考慮されうる。 
 
第５章 共助 
 
第２９条（１）各締約国は、この条約によりそれに付与
された任務を遵守する中央当局を決定する。（２）連邦国
家、複数の法体系をもった国家または自治的な領域単位
から成る国家は、自由に複数の中央当局を定め、かつそ
の場所的及び人的管轄を決定することができる。ある国
がこの可能性を用いるときは、それはこの国における管
轄中央当局への伝達のための通知が向けられうる中央当
局を決定する。 
 
第３０条（１）中央当局は、この条約の目的を実現する
ために、共助をし、その国の管轄官署の共同作業を促進
する。（２）それは、この条約の適用と関連して、その国
の法に関する情報ならびに子供の保護のためにその国で
用いうるサービスを与えるために適切な措置をなす。 
 
第３１条 締約国の中央当局は、ａ）報告を容易にし、
かつ第 8 条および第 9 条および本章に規定された支援を
提供し、ｂ）この条約が適用されるべき事実関係におい
て子供の身上または財産の保護に関する仲介、調停また
はその他の手段による和解的合意を容易にし、ｃ）子供
が要求される国の高権領域に見出され、かつ保護を必要
としている外観が存在する場合において、その子供の居
所の探索に際して他国の管轄官署の申立てに基づいて支
援を与えるために、直接にまたは国家の官署またはその
他の部局の助けを得て、総ての適切な措置をなす。 
 
第３２条 中央当局または子供が密接な関係を有する締
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約国の他の中央当局の正当な要請に基づいて、子供が常
居所を有し、かつ彼が見出される締約国の中央当局は、
直接にまたは国家の官署またはその他の部局の助けを得
て、ａ）子供の状況に関する報告をなし、ｂ）子供の身
上または財産の保護に関する措置が必要かどうかの検討
をその国の管轄官署に要請しうる。 
 
第３３条（１）第 5 条から第 10 条の規定に従って管轄権
を有する官署が里親またはホームにおける収容または引
受人または相応な施設による世話を検討し、かつ他の締
約国で収容されまたは世話を受けているときは、それは
中央当局またはこの国の他の中央当局とまず相談する。
この目的のためにそれはそれにその子供に関する報告お
よび収容または世話に関するその提案の理由を伝える。
（２）収容または世話に関する判決は、要求された国で、
要求された国の中央官署または他の管轄当局がこの収容
または世話に同意した場合にのみなされうる。その場合
子供の福祉が考慮されるべきである。 
 
第３４条（１）保護措置が検討されるときは、この条約
に従って管轄権を有する官署は、子供の状況がこれを要
求する限り、その子供の保護のための事件解決に役立つ
情報を有する他の締約国の官署が、その情報をそれに伝
えることを要請しうる。（２）各締約国は、第 1 項の要請
がその官署に専らその中央当局を通じてのみ伝達される
べきことを説明しうる。 
 
第３５条（１）締約国の管轄官署は、他の締約国の官署
に、特に身上監護に関する権利および通常の直接的接触
を維持する権利の有効な行使のために、それらにこの条
約に従ってなされる保護措置の遂行に際して援助をなす
ことを要請しうる。（２）子供が常居所を有さない締約国
の官署は、この国に常居所を有し、かつ身上監護権を有
しまたは維持する意思のある親の申立てに基づいて情報
または証拠を追完し、かつ身上監護に関する権利の行使
に関するこの親の合意およびその行使の条件について確
定しうる。身上監護に関する権利についての決定のため
に第5条から第10条までの規定に従って管轄権を有する
官署は、その決定の前にこの情報、証拠および確定を許
容し、かつ考慮しなければならない。（３）第 5 条から第
10条までの規定に従って身上監護権に関する決定のため
に管轄権を有する官署は、特に、そこに当初の子供の常
居所国の官署が許容した身上監護権の変更または廃止が
係属しているときは、その手続きを第 2 項に規定された
手続きの結果が現れるまで中止しうる。（４）本条は、第
5条から第 10条までの規定に従って管轄権を有する官署
が、第 2 項に規定された手続きの結論が現れるまで仮処
分をなすことを妨げない。 
 
第３６条 子供が重大な危険にさらされているときは、
この子供の保護に関する措置がなされ、または観察に現
れる締約国の管轄官署は、それが居所の他国への変更ま
たは子供のその地における滞在を知らされる限り、この
国の官署にその危険およびなされたまたは観察に現れた
措置を伝える。 
 
第３７条 官署は、本章に従い、それによりその見解に
従って子供の身上または財産が危険に瀕し、または子供
の家族員の自由または生活が著しく危殆化するときは、
情報を要請することも、またそれを付与することもでき
ない。 
 
第３８条（１）なされたサービス給付のために相当な費
用を請求する可能性にもかかわらず、締約国の中央官署
および他の国の官署は、それらに本章の適用により生じ
た費用を負担する。（２）各締約国は、費用の分担につい
て一つまたは複数の他の締約国と合意をなしうる。 
 
第３９条 各締約国は、本章のその相手国との関係にお
ける適用を容易にするために、一つまたは複数の他の締
約国との間で合意をなしうる。かような合意をなした国
は、この条約の保管者に謄本を渡す。 
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第６章 一般規定 
 
第４０条（１）子供が常居所を有しまたは措置がなされ
た締約国の官署は、親の責任の保持者または子供の身上
または財産の保護が託された者にその申立てに基づいて、
行為に関する権限および彼に与えられた権能に関する証
明書を交付しうる。（２）行為に関する権限および証明さ
れた権能の正しさは、反対の証明があるまで推定される。
（３）各締約国は証明書の交付のために管轄権を有する
官署を定める。 
 
第４１条 本条約に従って集められまたは伝えられた身
上に関するデータは、それらが集められまたは伝えられ
た目的のためにのみ使用されうる。 
 
第４２条 情報が伝えられた官署は、その国の法律に従
ってその信頼しうる扱いを確保する。 
 
第４３条 本条約により伝えられまたは作成された文書
は、あらゆる真正であることの証明または相当な様式性
を要しない。 
 
第４４条 総ての締約国は、第 8 条、第 9 条および第 33
条に従って要請が向けられるべき官署を定めうる。 
 
第４５条（１）第 29 条および第 44 条に従って定められ
る官署は、ハーグ国際会議の常設事務所に伝えられる。
（２）第 32 条第 2 項の表明は、本条約の保管者に対して
なされる。 
 
第４６条 様々な法体系またはルールの総体が子供の身
上または財産の保護のために適用されている締約国は、
この条約のルールをもっぱらこれらの異なった法体系ま
たはルールの総体の間に存在する衝突に適用することは
できない。 
 
第４７条 ある国にこの条約に規定された事件に関して
二つまたはそれ以上の法体系または異なった領域単位に
おけるルールの総体が適用されているときは、１. この
国の常居所地の指示は、領域単位における常居所地の指
示と、２. この国における子供の存在の指示は、領域単
位における子供の存在の指示と、３. この国における子
供の財産の所在の指示は、領域単位における子供の財産
の所在の指示と、４. 子供の属する国の指示は、この国
の法により定められた領域単位の指示、またはこのよう
なルールがない場合は、子供が最も密接な関連を有して
いる領域単位の指示と、５. その官署に子供の親の離婚、
別居、婚姻の取消しまたは無効宣告の申立てが係属して
いる国の指示は、その官署にかような申立てが係属して
いる領域単位の指示と、６. 子供が密接な関係を有して
いる国の指示は、子供がかような関係を有している領域
単位の指示と、７. 子供が連れて行かれまたは留置され
ている国の指示は、子供が連れて行かれまたは留置され
ている領域単位の指示と、８. 中央当局ではないこの国
の部局または官署の指示は、当該領域単位で活動資格を
有する部局または官署の指示と、９. 措置がなされた国
の法、手続きまたは官署は、この措置がなされた法、手
続きまたは官署の指示と、１０. 要求された国の法、手
続きまたは官署の指示は、承認または執行が主張される
領域単位の法、手続きまたは官署の指示と理解されるべ
きである。 
 
第４８条 ある国がこの条約に規定された事件のために
固有の法体系またはルールの総体をもった二つまたはそ
れ以上の領域単位を有するときは、第３章に従って適用
されるべき法の規定に関して、ａ）この国に、特定の領
域単位の法が適用されうるものと表明するルールが効力
を生じたときは、この単位の法が適用されるべきである。
ｂ）かようなルールが欠けているときは、第 47 条に規定
されている領域単位の法が適用されるべきである。 
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第４９条 ある国が、この条約に定められた事件に関し
て異なった人のグループに適用されるべき、二つまたは
それ以上の法体系またはルールの総体を有するときは、
第 3 章に従って適用されるべき法の規定に関して、ａ）
この国において、これらの法のうちのいずれが適用され
るべきかを決定するルールが効力を生じたときは、これ
が適用されるべきである。ｂ）かようなルールがないと
きは、第 47 条に規定された領域単位の法が適用されるべ
きである。 
 
第５０条 この条約は、両条約の締約当事者の関係にお
いて、国際的な子供の連れ去りの民事的側面に関する
1980 年 10 月 25 日の条約に影響を与えない。しかし、違
法に連れ去られまたは留置された子供の帰還を実現し、
または身上監護に関する法を貫徹する目的で本条約の規
定を援用することは妨げない。 
 
第５１条 締約国の間の関係において本条約は、未成年
者の保護の領域における官署の管轄および適用されるべ
き法に関する 1961 年 10 月 5 日の条約および 1902 年 6
月 12 日にハーグで署名された未成年者に関する後見の
ルールに関する条約に取って代わるものである。ただし、
1961 年 10 月 5 日の上記条約に従ってなされた措置の承
認を妨げない。 
 
第５２条（１）本条約は、かような条約により拘束され
ている国が反対の意思を表明しない限り、締約国が締約
当事者として帰属し、かつ上記条約において規定されて
いる事件に関する規定を包含する国際条約に影響を与え
ない。（２）本条約は、一つまたは複数の締約国が、かよ
うな合意の契約当事者である国の一つに常居所を有する
子供に関して、この条約の中に規定されている事件に関
する規定を包含する合意をなす可能性に影響しない。（３）
本条約の適用領域における事件に関する一つまたは複数
の締約国の将来の合意は、かような国と他の締約国との
間の関係において条約の規定の適用に影響を与えない。
（４）第 1 項から第 3 項までの規定は、当該国の間の特
別に地域的な種類の特別の結合に基づく統一法について
も適用される。 
 
第５３条（１）本条約は、その条約がこの国について効
力を生じた後でのみ、ある国でなされた措置に適用され
うる。（２）本条約は、その措置がなされた国と要請され
た国の間の関係において効力を生じた後でなされた措置
の承認および執行に適用されうる。 
 
第５４条（１）中央官署または締約国の他の官署への通
知は、当初の言語で送付される。それは公用言語または
他の国の公用言語による翻訳、かような翻訳を得ること
が極めて困難であるときは、フランス語または英語への
翻訳を伴うものでなければならない。（２）しかし、締約
国は第 60 条の留保をなし、その中でフランス語または英
語の使用に対して異議を申し立てうる。しかし、両言語
に対しては異議を申立てえない。 
 
第５５条（１）締約国は、第 60 条に従って、ａ）その高
権領域に見出される子供の財産の保護に関する措置をな
す官署の管轄権、ｂ）それがその官署によってこの財産
に関してなされる措置と調和しない限りにおいて、親の
責任または措置を承認しない官署の管轄権を留保しうる。
（２）留保は特定の財産の種類に制限されうる。 
 
第５６条 ハーグ国際私法会議の長官は、通例の間隔で
この条約の実際の貫徹の検討に関する特別委員会を招集
する。 
 
第７章 結びの規定 
 
第５７条（１）本条約は第 18 回ハーグ国際私法会議のと
きに会議の参加国であった国が署名するために閲覧に供
される。（２）批准、承認または同意が必要とされる。批
准、承認または同意の証書は、オランダ王国外務大臣、
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本条約保管者に寄託される。 
 
第５８条（１）すべての他の国は、第 61 条第 1 項に従っ
て効力を生じる限り、本条約に加盟しうる。（２）加盟の
証書は保管者に寄託される。（３）加盟は、加盟国と第
63 条 b）に規定された通告の到達後 6 ヶ月内に加盟に対
して異議を主張しなかった締約国との間の関係において
のみ効力を生じる。加盟後かような異議は総ての国によ
っても、その国が本条約を批准し、承認しまたは同意す
るときに主張されうる。異議は保管者に通告される。 
 
第５９条（１）本条約において扱われる事件のために異
なった法体系が適用される、二つまたはそれ以上の領域
単位から成る国は、署名、批准、承認、同意または加盟
に際して、その条約が総てのその領域単位またはその一
つまたは幾つかに拡大されることを表明しうる。その国
はこの表明を新しい表明を与えることによりいつでも変
更しうる。（２）すべてのかような表明は、この条約が適
用される領域単位の明示的な表示のもとに保管者に寄託
される。（３）ある国が本条の表明を与えていないときは、
本条約はその高権領域全体に適用されうる。 
 
第６０条（１）総ての国は、遅くとも批准、承認、同意
または加盟の際に、または第 59 条の表明をなす際に、第
54 条第 2 項および第 55 条に規定された留保またはそれ
ら双方の留保をなしうる。それ以上の留保は許されない。
（２）総ての国は、それによりなされた留保をいつでも
撤回しうる。撤回は保管者に通告される。（３）留保の効
力は第 2 項の通告後三ヶ月目の最初の日に終了する。 
 
第６１条（１）本条約は、第三の批准－、承認－または
同意証書の第 57 条に規定された寄託後、3 ヶ月の期間に
続く月の最初の日に効力を生じる。（２）その後本条約は、
ａ）後で批准し、承認しまたは同意した国については、
その批准、承認、同意または加盟の証書の寄託後 3 ヶ月
の期間に続く月の最初の日に、ｂ）それに加入する国に
ついては、第 58 条第 3 項に規定された 6 ヶ月の期間の経
過後の 3 ヶ月の期間に続く月の最初の日に、ｃ）第 59
条により拡大された領域単位については、同上に規定さ
れた通告後 3 ヶ月の期間に続く月の最初の日に効力を生
じる。 
 
第６２条（１）総ての締約国は本条約を保管者に向けら
れた文書による通告により告知することができる。（２）
告知は、保管者への通告の到達後 12 ヶ月の期間に続く月
の最初の日に効力を生じる。通告の中に告知の効力発生
のためにより長い期間が述べられているときは、その告
知は相当な期間の経過後に有効となる。 
 
第６３条 保管者は、ハーグ国際私法会議の参加国なら
びに第 58 条により参加した国に、ａ）第 57 条の署名、
批准、承認および同意、ｂ）第 58 条の加盟および加盟に
対する異議、ｃ）本条約が第 61 条に従って効力を生じる
日、ｄ）第 34 条第 2 項および第 59 条の表明、ｅ）第 39
条の合意、ｆ）第 54 条第 2 項および第 55 条の留保、な
らびに第 60 条第 2 項の留保の撤回、ｇ）第 62 条の告知
を通告する。その証拠としてそれに属する、権限ある本
条約の署名者が署名した。原本は、1996 年 10 月 19 日に
ハーグにおいてフランス語および英語で作成された。両
言語は同様に拘束的である。原本はオランダ王国政府の
記録保管室に置かれ、第 18 回ハーグ国際私法会議の会期
に会議の構成国であった国に外交的な方法でその信頼す
べき謄本が伝えられた。 
 
＊ヨーロッパ親責任条約の邦訳として、小出邦夫・民月
52 巻 6 号（1997 年）95 頁以下がある。 
 
